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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

研究代表者  林 基哉  北海道大学 大学院工学研究院  教授 

 
研究要旨 

WHO は、環境汚染やその他の環境リスクが全死亡の 24％を引き起こしており、これらの死亡は、

国、地域およびセクターのレベルにおいて、しっかりとした予防措置を講じることで、大幅に削減可

能と述べている。一般集団における WHO の冬季の適切な室温に対する認知度は高くないことと考え

られ、生活習慣病予防を目的とした住環境整備の一環として冬季の適切な室温維持を普及させるため

には、まずは WHO の推奨の認知度を向上させることが重要と考えられる。わが国における日中室温

と外気温の関連を一般加法モデルで用いて回帰した結果から、総死亡の相対危険が上昇する室温の閾

値を推定し、室温維持の重要性を確認した。気象条件と死亡に関する分析によって、夏期の温度上昇

よりも冬期の温度低下が死亡率上昇に与える影響が強く、その感度は寒冷地よりも温暖地の方が高か

った。特に温暖地での断熱性能の強化と寒冷地でもエネルギー価格の上昇をふまえたさらなる断熱性

能の向上が必要であることが示唆された。 

健康リスクを低減する健康住宅の要素を抽出し再構築して，健康住宅ガイドラインに資する基礎資

料を作成し、情報活用例として，換気行動に着目した居住リテラシーの統合モデル構築を試行した。

現状において省エネルギー施策に伴う断熱化による温熱環境の改善効果は確認できたが、その発現は

緩やかであり、現時点から室温が有意に上昇するには 15 年の期間を有し、WHO が提唱している 18℃

以上を維持するには至っていないことがわかった。 

以上によって、住宅性能の向上を加速させることに加えて、既存の住宅及びハイリスク対象の住居

における、居住リテラシーの醸成が必要であることを示した。 

 

研究分担者 

佐伯 圭吾 奈良県立医科大学 医学部  

杉山 大典 慶應義塾大学 看護医療学部  

池田 敦子 北海道大学 大学院保健科学研究院 

長谷川 兼一 秋田県立大学 システム科学技術学部 

森 太郎 北海道大学 大学院工学研究院 

桑沢 保夫 建築研究所 環境研究グループ 

東 賢一 近畿大学 医学部  

阪東 美智子 国立保健医療科学院 生活環境研究部 

開原 典子 国立保健医療科学院 生活環境研究部 

金 勲 国立保健医療科学院 生活環境研究部  

小林 健一 国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 

本間 義規 国立保健医療科学院 

研究協力者 

長谷川 舞 日本郵政 

青山 恭子 北海道大学 

五木田 崇 慶應義塾大学 

アイツバマイゆふ 北海道大学 

岸 玲子 北海道大学  

戸次 加奈江 国立保健医療科学院 

稲葉 洋平 国立保健医療科学院 
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A．研究目的 

1970 年代以降、住宅の省エネルギー化が推進さ

れ、新旧の住宅性能に大きな格差が生じる中、建

材等の化学物質、真菌・ダニ、ダンプネス等にとも

なうシックハウス症候群・アレルギー疾患、室内

温熱環境の影響が示唆されている高血圧症、脂質

異常症、虚血性心疾患、脳血管性疾患とヒートシ

ョックのような状態像など、多様な住宅環境に係

る健康リスクの可能性が指摘され、その対策が厚

生労働省及び国土交通省などによって検討されて

きた。 

近年、健康・省エネ住宅推進議連や健康・省エネ

住宅推進委員会（「健康・省エネ住宅普及啓発活動」

を行う学識者、自治体、省庁などによる委員会）の

議論を通じて、健康住宅への関心が改めて高まり、

厚生労働省においても健康・省エネ住宅の健康に

対する影響を調査研究するべきであるとの要請が

あった。また、国土交通省の「スマートウエルネス

住宅等推進事業」の調査により住宅環境の健康に

対する影響が示唆され、さらに令和元年 5 月 10 日

に改正建築物省エネ法が成立し、室内温熱環境の

整備が進むことが期待されている。 

2019 年度の特別研究「健康増進のための住環境

についての研究」では、住宅環境に係る健康影響・

健康増進及びその機序に関するエビデンス、住宅

及び健康影響に関連する統計データの収集が行わ

れている。その中で、我国における外気温低下に

よる過剰死亡率が北欧よりも高いなど、住環境改

善の重要性を示すエビデンスが得られつつある。

この他に、SVOC 等の化学物質、湿気、音、光等

の影響に関するエビデンスを整理している。また、

住宅統計、人口動態統計、省エネルギー住宅の普

 
図 1 研究の構造 

2023(R5)

想定される
成果

2020(R2)

方法：　WHO健康住宅ガイドライン、健
康維持増進住宅研究、スマートウェル
ネス住宅研究開発など、国内外の住宅
環境に係る健康影響に関するエビデン
スの収集と整理

2020-2022
(R2-R4)

方法：　我国の住宅ストックの現状、建
築基準法、省エネルギー法等の住宅関
連施策の動向に関する調査、我国の住
宅環境と住宅環境に係る健康影響レベ
ルの推定と将来予測

2019(R1)

2014-2018
国交省他：
スマートウェルネス住宅研究開発

2000-2003
国交省他：
シックハウス対策技術の開発

2007-2012 国交省他：健康維持増進住宅研究 1997-2000
国交省他：
健康的な居住環境形成技術の開発

厚労科研（特別研究）：健康増進のための住環境についての研究

健康住宅のガイドライン案　（健康エビデンスに基づく健康増進のための住宅環境改善）

方法：住宅環境に係る健康エビデンスと住宅環境の実態を踏まえた住宅環境改善効果の推定

健康住宅のガイドライン作成のための基礎資料
住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証

本研究：健康増進に向けた住宅環境整備のための研究

1) 健康エビデンスの収集・整理 2) 住宅環境の実態と健康影響の分析

3) 住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証2021-22
(R3-R4)

健康増進住宅の整備
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及率等を用いて、我国の住宅環境に係る健康リス

クの全体像を想定するためのフローを検討し、新

たに必要な情報の整理を行っている。 

本研究は、上記の特別研究の成果に基づいて、健

康住宅に求められる条件を整理し、健康住宅のガ

イドライン作成のための基礎資料を得るとともに、

住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証を行

うことを目的としている。令和 2～3 年度に、住宅

環境に係る健康影響に関するエビデンスの収集・

整理を行い、住宅環境の実態と健康影響レベルの

想定に関する分析方法を確立する。令和 2～4 年度

に、住宅環境の実態を踏まえた健康リスクの想定

を行うとともに、令和 3～4 年度に、省エネルギー

住宅の普及などの動向を踏まえて、住宅環境の改

善にともなう健康状態の改善に関する推定と検証

を行う。 

 

B．研究方法 

（１）居住に係る健康エビデンスの収集・整理（R2

～R3） 

住宅環境と健康影響・健康増進に関する最新情

報を収集してガイドラインに向けて整理する。 

① 健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデ

ンス整理（桑沢、長谷川） 

健康影響低減（空気質・湿気、温熱環境、屋

外環境の影響、ライフスタイルの調査から得

られた、健康影響要因、開発技術要素、室内環

境ガイドラインに関する情報）、健康増進（住

環境満足度や CASBEE 健康チェックリスト

総合スコア、ストレス・健康・慢性疼痛などの

身体症状）に関する成果を整理する。 

② スマートウエルネス住宅研究開発委員会成果

のエビデンス整理（長谷川、森） 

断熱改修等の温熱環境改善に係る健康関連

事象（年間室温と血圧の季節差、温度ムラと

血圧、断熱改修と血圧低下、室内温度とコレ

ステロール値、室内温度と可活動膀胱症状な

ど）についての成果を整理する。 

③ 国内外の住宅環境に係る健康エビデンス整理

（東、池田、杉山） 

世界保健機関（WHO）及びその欧州地域事

務局（WHO 欧州）、欧州北米、国内の研究機

関を対象に、室内温熱環境及び空気環境等の

室内環境要素と健康影響に関する最新のエビ

デンスを整理する。 

④ スマートウエルネス住宅、トップランナー住

宅、健康増進に配慮した復興住宅に関する調

査（全員） 

健康維持増進を目的とした、先進的住宅事

業に関するヒアリング及び実地調査を行い、

事業コンセプト、設計施工状況、居住者の健

康状態等の情報を収集整理する。 

（２）住宅環境の実態と健康影響の分析（R2～R4） 

① 総務省統計局住宅・土地統計調査、省エネ住

宅普及率を用いた住宅性能の実態（桑沢、長

谷川） 

既存統計データを用いて、住宅ストックの

仕様、温熱空気環境に関する性能の地域分布

を把握する。 

② アメダス気象データ、人口動態統計、家計調

査を用いた気象と死亡率の関係（森） 

アメダス気象データの観測点と死亡地との

突合を行い、家計調査から暖房レベルを推定

したうえで、気象条件と死因別死亡の関係性

を明らかにする。 

③ 室温の死亡率上昇閾値の推計：既存データと

コホートデータリンケージによる分析（佐伯） 

既存情報を用いて、外気温低下による寒冷

曝露からイベント発現までの潜時を考慮した

最新の分析手法(DLNM)を用い、死亡率が上

昇する外気温閾値を推計する。さらに住環境

の健康影響に関するコホート研究（平城京ス

タディ n=1127）の室温データと外気温の相関

から、死亡率が上昇する室温閾値を推計する。 

④ 化学物質及びダンプネスによる健康リスクの

実態（池田、金、開原、本間） 
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地域、築年数等を踏まえ、化学物質濃度及

びダンプネスに伴う健康リスクの実態を推定

する。 

（３）住宅環境改善の健康状態に関する効果の検

証（R3～R4） 

研究 1、研究 2 を踏まえて、住宅環境の改善に

よる健康増進効果の可能性を明らかにする。 

① 省エネルギー法の普及に伴う室内温熱環境の

改善による健康リスクの変化（桑沢、長谷川、

森） 

省エネ住宅の普及による室内温熱環境の向

上と健康増進効果について、地域性を考慮し

て推定する。 

② 居住リテラシーと健康リスク低減効果の推定

（長谷川、池田、阪東） 

既存の住まい方マニュアル、居住リテラシ

ー調査の結果を整理し、健康住宅ガイドライ

ンの基礎とする。 

③ 住宅環境に係る健康リスクと QOL 及び医療

費の関係（杉山、小林、阪東、開原、本間） 

居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の

関係、医療費及び環境改善費の関係について

整理を行い、住宅環境の改善効果の波及範囲

に関する考え方を示す。 

 

以上のように、本研究は既往の文献および公表

データに基づいており、個人情報を全く使用せず、

倫理面の問題は発生しない。 

 

C．研究結果及び考察 

C1．居住に係る健康エビデンスの収集・整理 

住環境による居住者の健康影響として、主とし

て室内環境化学物質に起因するシックハウス症候

群や化学物質過敏症、真菌・ダニ等によるアレル

ギー疾患、室内温度に起因する高血圧、脂質異常

症、虚血性心疾患、脳血管障害等の多様な疾病が

示唆されている。本分担研究では、主として生活

習慣病等に関わる住宅環境要因について、世界保

健機関（WHO）の動向や関連文献を収集・整理し、

これらのエビデンスに関わる情報をとりまとめた。 

WHO では、疾病や死亡全体における環境要因

の寄与率の高さが大きな課題であるとして、これ

まで個別のリスク要因ごとにガイドラインや対策

のためのガイダンスを公表してきた。しかしなが

ら、全体像がみえにくく、包括的なガイダンスが

なかった。そこで 2021 年より、WHO および国連

関連機関による環境要因に起因する疾病低減のガ

イダンス compendium（大綱）を公表し、2022 年

にはアップデートを行っている。これらのガイダ

ンスは、新たなガイダンスが公表されると追記さ

れ、大綱が更新されるように計画されている。 

WHO はこの大綱の中で、環境汚染やその他の

環境リスクが全死亡の 24％（例えば、心疾患、脳

卒中、中毒、交通事故など）を引き起こしており、

これらの死亡は、国、地域およびセクターのレベ

ルにおいて、しっかりとした予防措置（preventive 

action）を講じることで、大幅に削減可能と述べて

いる。 

諸外国の室内空気質ガイドラインの状況として

は、ドイツではメタノール、アセトフェノン、1-プ

ロパノールの指針値が新たに設定され、フランス

ではアンモニア、カナダではキシレンに室内空気

質ガイドラインが設定された。ドイツ、フランス、

カナダでは、継続して室内空気質ガイドラインの

新設が毎年少しずつ実施されている。 

 循環器疾患の主要な危険因子には喫煙・飲酒・

運動不足による肥満といった生活習慣そのもの

に加えて、不適切な生活習慣が強く関連する高血

圧・脂質異常症などの生活習慣病があり、生活習

慣ならびに生活習慣病に対する対策は、循環器疾

患対策に直結する。われわれの生活環境として重

要な住環境と健康障害の関連についても世界各

国で数多くの研究がなされており、わが国におい

ても「スマートウェルネス（健康・省エネ）住宅

等推進事業調査」が開始されるなど、住環境と健

康の関連が注目されるようになってきている。 
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そこで本研究では、１．住居環境と循環器疾患

に関する文献調査と課題抽出、２．地域住民コホ

ート研究における室温に関する意識の調査、３．

住居環境と疾病に関する文献調査：うつ病発症と

日照度の関連に関する文献レビュー 以上 3 つ

の研究を行った。 

１．および３．の文献レビューからは、「騒音曝

露と循環器疾患の発症・死亡などとの間に概ね正

の関連が見られた」「温暖期では室温が上昇する

につれ、寒冷期では室温が下降するにつれ、より

短い累積曝露時間で循環器疾患による救急受診

に対するリスクが上昇していた」「大気汚染と循

環器疾患の発症・死亡などとの間に概ね正の関連

が見られた」「日照度とうつ病の関連については

一貫した結果が得られなかった」といった知見が

得られた一方、わが国発のエビデンスは存在しな

かった。 

一方、２．の研究では神戸市民を対象とした地

域コホート研究にて、WHO が推奨している冬季の

室温について認知度を調査したところ、「知って

いる」との回答は調査参加者の 22% (47/218)で

高いとは言えない結果となった。 

今後、わが国において生活習慣病・循環器疾患

予防のための住環境整備に向けて施策作りを遂行

する上では、既存の公的データの利用やコホート

研究との協働を通してわが国発のエビデンスの集

積を目指す必要があると共に、WHO が推奨する冬

季の適切な室温に代表されるような住環境と健康

に関する啓発活動を行っていく必要があると考え

られた。 

スマートウェルネス住宅研究開発委員会（委員

長：村上周三、東京大学名誉教授）は、2014 年度

から 2019 年度にかけて断熱改修を予定・実施す

る住宅を対象として、改修前後における居住者の

血圧や活動量等を計測し、住環境の変化に伴う健

康への影響を評価している。2019 年度からは長

期コホート調査を開始し、改修 5 年後の状況を把

握するために追跡調査を定期的に実施する計画

としている。得られたデータ（改修前後を対象に

した 1303 世帯、約 2,323 人を対象）により、①

家庭血圧と室温、②健康診断数値と室温、③過活

動膀胱・睡眠障害と室温、④身体活動・座位行動

と室内環境、⑤過活動膀胱・睡眠障害と室温、⑥

室温と寒さの申告、⑦疾病・症状と室温、⑧高断

熱化と暖房の医療経済評価、⑨入浴習慣と室温、

⑩改修 5 年後経過した世帯を対象とした調査、の

観点から、住宅の温熱環境の向上が健康増進に繋

がる可能性を示唆する貴重な知見を整理し、社会

に発信している。 

「健康維持増進住宅研究」及びこれに付随する

研究成果等を整理し、以下のように取りまとめた。 

・健康維持増進住宅研究第一フェーズでは、住

宅内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、コミ

ュニティと健康との関連を検討しており、屋外環

境の影響を金額へ換算する手法など、今後の研究

上参考にするべき点が多くある。 

・健康維持増進住宅研究第二フェーズでは、第

一フェーズにて実施されていた内容を継続して

成果を上げている。浴室・脱衣室温の許容値や屋

外気温の影響などについては具体的な数値が挙

げられており、住宅の健康性評価に活用できる。

また、健康チェックリスト、コミュニティの健康

チェックリストについても評価への活用が期待

できる。 

・住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チ

ェックリストは、健康維持増進住宅研究委員会に

おける成果を活用し、簡単なインターフェースで

自宅の居住環境の健康性を判断できるツールと

しての活用が可能である。 

・コミュニティの健康性評価ツール CASBEE 

コミュニティの健康チェックリストは、健康維持

増進住宅研究委員会における成果を活用し、自宅

のおかれたコミュニティの状況から地域におけ

る健康面の問題を判断できるツールとしての活

用が可能である。 

全体の結論としては、以下のとおりである。 
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住宅内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、コ

ミュニティと健康との関連に関する各種の調査・

研究成果が示されていた。また、これらの研究過

程で示された成果を活用した、「住まいの健康性

評価ツール CASBEE 健康チェックリスト」、「コ

ミュニティの健康性評価ツール CASBEE コミ

ュニティの健康チェックリスト」は健康面の問題

を判断できるツールとしての活用が可能である。 

住宅の省エネルギー化が推進され、新旧の住宅

性能に大きな格差が生じる中、多様な住居環境に

係る健康リスクの可能性が示唆されているとと

もに、高齢少子化、都市への人口集中、単身世帯

の増加、住宅の洋風化、省エネルギー化にともな

い多様な住居環境が存在していることが指摘さ

れている。住居環境に係る健康影響・健康増進の

実態を明らかにするためには、多面的な調査研究

を行うことが必要である。本報告では、温熱環境、

特に低湿度環境と健康に関する文献調査を行っ

た。 

検索を行うデータベースについて、CiNii 

Research、J-STAGE、メディカルオンライン、

医中誌 Web、最新看護索引 Web、MedicalFinder、

JDream Ⅲ、PubMed、Web of Science Core 

Collection の 9 つとし、2020 年 2 月、2022 年 3

月の調査と同様、温湿度環境と健康に関する文献

検索が行われた。検索のワードについて、温度、

湿度、温湿度、健康、室内、住宅、皮膚として検

索を行ったところ、2020年 2月に行ったCOVID-

19 の感染拡大前の結果と 2022 年 3 月の調査結

果を比較すると、健康というキーワードで急激に

論文数が増えていることも示された。 

 温湿度環境と健康、特に低湿度環境と健康に関

する文献調査を行った結果、一定のエビデンスの

蓄積が確認されたものの、健康維持及び健康増進

などを目指し、湿度と健康に関するエビデンスの

構築が期待されているといえる。湿度管理目標の

設定は、目的により異なる。特に、高齢化が急速

に進展している我が国では、高齢者に向けた湿度

管理の情報発信も重要となる。一方で、COVID-

19 等の感染症の拡大期には、平時の室内環境と

は異なる状況になる。今後、健康増進に向けた住

環境整備の中で、多面的な情報の整備や議論が必

要である。 

 

C2．住宅環境の実態と健康影響の分析 

外気温が低下する冬に死亡率が上昇する現象

は、1900 年代前半から世界各国の統計から認識

されていた。近年、統計分析法の進歩により、低

い外気温に曝露に関連する総死亡の相対危険や

過剰死亡数を、曝露からイベント発生までの潜時

を考慮して正確に推定する時系列分析法が開発

された。外気温低下による死亡率上昇の対策とし

て、WHO は住環境に関するガイドライン（2018

年）を公表しており、冬の室温を 18℃以上に維持

するように勧奨している。室温コントロールの目

標値の設定にはコホート研究によって、対象者が

曝露する室温と死亡率の上昇する室温の閾値を

明らかにすることが望ましいが、そのためには数

十万人単位の大規模コホートの設定が必要と考

えられ、現実的ではない。 

本研究では既存の死亡率および外気温データと、

奈良県在住高齢者を対象とするコホート研究参加

者の室温データを用いた生態学的研究によって死

亡率上昇の室温閾値を推定したところ、死亡率が

上昇する 24 時間平均外気温の閾値は 25.9℃、日

中平均室温の閾値は 27.3℃と推定された。 

人口動態統計死亡表に記載されている一人一

人の死亡データ（死因、年齢、死亡場所、日時等）

と死亡場所、日時の気象データを組み合わせ、日

本人がどのような気象状況の際に亡くなるのか

を地域別、省エネルギー区分別に分析した。全体

としては、既往研究と同様に夏期の温度上昇より

も冬期の温度低下が死亡率上昇に与える影響が

強かった。また、その感度は寒冷地よりも温暖地

の方が高かった。その傾向は地域別でも省エネ区

分でも同様であったため、特に温暖地での断熱性
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能の強化と寒冷地でもエネルギー価格の上昇を

ふまえたさらなる断熱性能の向上が必要である

ことが示唆された。 

居住リテラシーとは，住宅で適切に住まい知識

や行動と考えられる。本研究は，住宅環境の改善

には欠かせない居住リテラシーに資する情報を整

備することを目的として，既存の住まい方マニュ

アル等を調査した。ここでは，住宅と健康との関

連について科学的なエビデンスを踏まえた情報を

抽出することを念頭に，国内外の 23 件の文献を情

報源としてデータベースを作成し，「①居住者の

属性（性別，年齢，症状等）」と「②居住者が曝露

される環境（温熱環境，睡眠環境，空気環境，安

全・安心）」のそれぞれの観点から，健康リスクを

低減する健康住宅の要素を抽出し再構築して，健

康住宅ガイドラインに資する基礎資料を作成した。

さらに，このような情報の活用の一事例として，

換気行動に着目した居住リテラシーの統合モデル

構築を試行した。 

 

C3．住宅環境改善の健康状態に関する効果の検証 

本研究では、統計データを組み合わせて、住宅

ストックの断熱性能の地域分布を推定する手法

の構築を目指している。断熱性能が高い住宅スト

ックが増加すれば、それに伴う室内温熱環境を始

めとする室内環境の質の向上と健康増進効果に

期待できる。 

都道府県別の 2050 年までの断熱水準(断熱等

級 1〜4)の割合を用いて、都道府県別の暴露環境

の水準を定量化した。ここでは、断熱等級に見合

った温熱環境を評価するために、明け方の室温の

低下に着目し、明け方の室温を 2 月の午前 6 時の

室温とし、深夜 0 時の時点で 25℃の室内が暖房

停止後の室温低下の度合いで評価した。その結果、

外気温や断熱等級の分布により、明け方の室温に

は地域差が確認できた。このような地域性は当然、

温熱環境の質にも影響するため居住者の健康リ

スクにも大きく作用することになる。また、現状

趨勢において断熱化による温熱環境の改善効果

は確認できたが、その発現は緩やかであり、現時

点から室温が有意に上昇するには 15 年の期間を

有し、WHO が提唱している 18℃以上を維持する

には至っていないことがわかった。 

居住リテラシーとは、住宅で適切に住まい知識

や行動と考えられる。本研究は、住宅環境の改善

には欠かせない居住リテラシーに資する情報を

整備することを目的として、既存の住まい方マニ

ュアル等を調査した。ここでは、住宅と健康との

関連について科学的なエビデンスを踏まえた情

報を抽出することを念頭に、「健康に暮らすため

の住まいと住まい方 エビデンス集」と「科学的

根拠に基づくシックハウス症候群に関する相談

マニュアル」の 2 つの情報源を調査対象とした。

それぞれ、住まいにおいて居住者が暴露される環

境に着目し、健康が住まい方に影響していると判

断した内容を抽出し、所定の書式に情報を整理し

た。 

既存の住まい方マニュアルに見られる居住リ

テラシーと健康リスク低減に関する情報整理と

して、住宅と健康との関連について科学的なエビ

デンスを踏まえた情報を抽出することを念頭に、

国内外の 23 件の文献を情報源としてデータベー

スを作成し、「①居住者の属性（性別、年齢、症状

等）」と「②居住者が曝露される環境（温熱環境、

睡眠環境、空気環境、安全・安心）」のそれぞれの

観点から、健康リスクを低減する健康住宅の要素

を抽出し再構築して、健康住宅ガイドラインに資

する基礎資料を作成した。さらに、このような情

報の活用の一事例として、換気行動に着目した居

住リテラシーの統合モデル構築を試行した。 

居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の関係、

医療費及び環境改善費の関係について整理を行い、

住宅環境の改善効果の波及範囲に関する考え方を

示すことを目的とする。医中誌、JDreamⅢ、J-

STAGE 等を用いて文献を収集し、レビューを行

った。主にバリアフリー等の住宅改修がもたらす
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効果に関する研究と、断熱改修がもたらす効果に

関する研究の 2 系統があり、それぞれに一定の効

果が認められた。 

住宅環境に係る健康リスクとコストに関する調

査の一環として、住環境整備による生活習慣病の

予防・健康づくりに対する効果に関する事前調査

と位置づけ、献血データ（オープンデータ）による

生化学検査値について、都道府県レベルの整理を

行ったところ、いくつかの成分で傾向を得ること

ができた。今後、献血者データの詳細な分析を進

めることが可能になれば、性別、年代、地域、季節

の特徴から、住まいに求める環境条件等について

整理するための基礎情報として活用できることが

示唆された。 

 

D．総括 

WHO は、環境汚染やその他の環境リスクが全

死亡の 24％を引き起こしており、これらの死亡は、

国、地域およびセクターのレベルにおいて、しっ

かりとした予防措置を講じることで、大幅に削減

可能と述べている。 

一般集団における WHO の冬季の適切な室温に

対する認知度は高くないことと考えられ、生活習

慣病予防を目的とした住環境整備の一環として冬

季の適切な室温維持を普及させるためには、まず

は WHO の推奨の認知度を向上させることが重要

と考えられる。 

わが国における日中室温と外気温の関連を一般

加法モデルで用いて回帰した結果から、総死亡の

相対危険が上昇する室温の閾値を推定し、室温維

持の重要性を確認した。 

気象条件と死亡に関する分析によって、夏期の

温度上昇よりも冬期の温度低下が死亡率上昇に与

える影響が強く、その感度は寒冷地よりも温暖地

の方が高かった。特に温暖地での断熱性能の強化

と寒冷地でもエネルギー価格の上昇をふまえたさ

らなる断熱性能の向上が必要であることが示唆さ

れた。 

健康リスクを低減する健康住宅の要素を抽出し

再構築して、健康住宅ガイドラインに資する基礎

資料を作成し、情報活用例として、換気行動に着

目した居住リテラシーの統合モデル構築を試行し

た。現状において省エネルギー施策に伴う断熱化

による温熱環境の改善効果は確認できたが、その

発現は緩やかであり、現時点から室温が有意に上

昇するには 15 年の期間を有し、WHO が提唱して

いる 18℃以上を維持するには至っていないこと

がわかった。 

住宅性能の向上を加速させることに加えて、既

存の住宅及びハイリスク対象の住居における、居

住リテラシーの醸成が必要であることを示した。

今後、住宅性能と QOL の関係に関する調査研究、

住宅環境の整備と居住リテラシーの醸成に向けた

施策に関する検討が望まれる。 

  

F．研究業績等 

１．論文発表 

1) Tai Y, Obayashi K, Yamagami Y, Saeki K. 

Inverse Association of Skin Temperature With 

Ambulatory Blood Pressure and the Mediation 

of Skin Temperature in Blood Pressure 

Responses to Ambient Temperature. 

Hypertension. 2022;79(8):1845-55. 

2) Okumura K, Obayashi K, Tai Y, Yamagami 

Y, Kurumatani N, Saeki K. Influence of 

depression on the association between 

colder indoor temperature and higher blood 

pressure. J Hypertens. 2022;40(10):2013-21. 

3) Sugiyama D. The Association between Indoor 

Temperature and Hypercholesterolemia. J 

Atheroscler Thromb. 2022 Dec 1;29(12):1704-

1705. 

4) 長谷川舞, 森太郎, 羽山広文, 林基哉，人口動

態統計を用いた疾病による死亡の季節依存性

に関する経時的分析，日本建築学会環境系論

文集，第 86 巻（2021），783 号 
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２．学会発表 

1) 生活環境における温度曝露とその影響の測定  

佐伯圭吾 日本疫学会学術総会（シンポジウム） 

(2023 年 2 月) 

2) 実生活環境下の入浴と夜間頻尿の短期縦断的

関連：平城京スタディ 田井義彬, 大林賢史, 

山上優紀, 佐伯圭吾 

3) 日本疫学会学術総会 (2023 年 2 月) 総死亡

の相対危険が最低となる室温の推計:既存デ

ータとコホートデータを用いた分析 佐伯圭

吾, 田井義彬, 山上優紀, 大林賢史 

4) 日本公衆衛生学会総会 (2022 年 10 月) 実生

活環境下における寒冷曝露時の血圧上昇にお

ける皮膚温の媒介効果：平城京スタディ 田井

義彬, 大林賢史, 山上優紀, 佐伯圭吾 

5) 日本公衆衛生学会総会 (2022 年 10 月) 冬の

室内寒冷曝露と筋力・歩行速度低値の横断関

連: 平城京スタディ  諏訪内宏益, 大林賢史, 

田井義彬, 山上優紀, 佐伯圭吾 日本公衆衛生

学会総会 (2022 年 10 月) 

6) Mori taro, Aoyama Kyoko, Hasegawa Mai, 

Hayashi Motoya, Influence of outdoor 

temperature and Japanese regulation of 

energy efficiency on long-term vital statistic, 

Indoor Air 2022, Kuopio, Finland 

7) 青山恭子,森太郎,林基哉 省エネルギー区分と

死亡率の関係 人口動態統計死亡票を用いた

気象と死亡の関係に関する研究 日本建築学

会大会学術講演会 環境工学Ⅰ 2022 1079-

1080 2022-07 

8) 青山恭子,森太郎,林基哉 外気温が死亡に与え

る影響の経時的分析 省エネルギー区分別に

みた気象と死亡の関係に関する研究 日本建

築学会大会学術講演会 北海道支部研究報告

集 95 339-342 2022-06 

9) 青山恭子,森太郎,林基哉 外気温が死亡に与え

る影響の経時的分析 省エネルギー区分別に

みた気象と死亡の関係に関する研究 空気調

和・衛生工学大会学術講演会 空気調和・衛生

工 学 大 会 学 術 講 演 論 文 集  2022 

ROMBUNNO.E-35 2022-08 

10) 青山恭子 ,森太郎 ,林基哉  Analysis of the 

Effect of Climate on Mortality over Time  

IAQVEC2023 

11) 長谷川兼一：ストック住宅の断熱水準の向上

に伴う温熱環境改善に関する将来推計，室内

環境学会学術大会講演要旨集，pp.274-275，

2022年11月． 

12) Azuma K. Factors affecting COVID-19 

infection in indoor environment: exposure to 

SARS-CoV-2 and the transmission control. 

International Society for Environmental 

Epidemiology Asia and Western Pacific 

Chapter & International Society for 

Exposure Science Asia Chapter Joint 

Conference 2022, Virtual conference, 20-21 

June, 2022. 

13) 東 賢一. 大気および室内空気環境要因と新

型コロナウイルス感染症の関係. 大気環境学

会 近畿支部人体影響部会・室内環境分科会 

共催セミナー, 大阪, 2022 年 6 月 24 日. 

14) 東 賢一. 室内空気環境対策総論－室内環境

における健康リスク要因とその対策について

－. 第32回日本産業衛生学会全国協議会シン

ポジウム:新型コロナ感染症と室内空気環境

対策, 札幌, 2022 年 9 月 30 日. 

15) 東 賢一. 健康増進に資する住環境に求めら

れる基礎的要件と生活習慣病対策. 第93回日

本衛生学会学術総会メインシンポジウム, 東

京, 2023 年 3 月 3 日. 

16) 川﨑嵩,菊田弘輝,林 基哉,阪東 美智子,長谷川

兼一,澤地孝男, 住宅居住者の居住リテラシー

と新型コロナウイルス感染症対策に関する

WEB 調査 その 1 春期及び夏期の調査結果,

日本建築学会大会,pp.1007-1008,2021.07 
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17) 伊藤圭汰,菊田弘輝,林 基哉サービス付き高齢

者向け住宅における室内環境と睡眠に関する

研 究 , 日 本 建 築 学 会 大 会 ,pp.1235-

1238,2021.07 

18) 長谷川舞,森太郎,羽山広文,林基哉,気象データ

と人口動態統計を用いた疾病発生の季節依存

性に関する経時的分析 その 3 日別死亡割

合と日平均外気温の波形解析, 日本建築学会

大会,pp.1691-1692,2021.07 

19) 東 賢一. Covid-19 に関与する環境要因. 第

80 回日本公衆衛生学会総会シンポジウム, 東

京, 2021 年 12 月 21 日. 

20) Atsuko Ikeda-Araki, Kanae Bekki, Yu Ait 

Bamai, Yohei Inaba, Hoon Kim, Reiko Kishi. 

Intake of phosphate flame retardants from 

short and long-term accumulated house 

dust and asthma and allergies among 

children: Hokkaido Study. 33rd Annual 

Conference of the International Society for 

Environmental Epidemiology / ISEE 2021, 

New York (online), (2021.8.23-26) 

21) 戸次加奈江,池田敦子,アイツバマイゆふ,稲葉

洋平,東賢一,金勲,岸玲子：一般家庭における

短期/長期堆積ダストを活用した SVOC の曝

露評価研究 1 リン系難燃剤・可塑剤の室内濃

度分布と汚染要因の解析．2021 年室内環境学

会 学 術 大 会 , 京 都 リ サ ー チ パ ー ク , 京

都,2021.12. 

22) 池田敦子,戸次加奈江,アイツバマイゆふ,稲葉

洋平,金勲,岸玲子：一般家庭における短期/長

期堆積ダストを活用した SVOC の曝露評価

研究２．子どものハウスダスト中リン系難燃

剤・可塑剤の一日摂取量．2021 年室内環境学

会 学 術 大 会 , 京 都 リ サ ー チ パ ー ク , 京

都,2021.12. 

23) Atsuko IKEDA-Araki, Yu Ait Bamai, Reiko 

Kishi. Exposure to phthalate esters and 

phosphate flame retardants: concentrations in 

house dust, urinary metabolite, and their 

association with allergies. The 5th 

International Symposium for Persistent, Bio-

accumulating and Toxic Substances (5th 

PBTS), Beijing, China (hybrid with online) 

(July 26-28, 2021) 

24) 荒木敦子：北海道大学大学院保健科学研究院

公開講座 ようこそ！ヘルスサイエンスの世

界へ「自宅の生活環境を見直そう」（北海道大

学大学院保健科学研究院,札幌市 2022.11.3） 

25) 池田敦子：北海道大学公開講座 環境×健康

×SDGs「室内環境から見る SDGs」（オンラ

イン,2022.11.9） 

 

３．書籍 

1) 東 賢一. テキスト健康科学改訂第３版：第

６章Ｃ住宅と健康. in press, 三共出版, 東京, 

2023（予定）. 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

健康増進に関わる住宅環境に関する国際機関の動向と関連文献等の調査 

 
研究分担者  東 賢一  近畿大学 医学部  准教授 

 

研究要旨 
WHO では、住宅と健康のガイドラインを公表して以降、ガイドラインの実施（implementation）に

焦点をあてている。そのための取り組みの一つとして、各国で住宅と健康のガイドラインの実践をサポ

ートする目的で、各国における健康住宅に関係する法規等をレビューして「Repository: 所蔵庫」として

とりまとめたものを公表している。また、近年、環境騒音のガイドライン、空気質ガイドラインの改正

を行っているが、これらのガイドラインを含めて、これまで公表してきた環境に関するガイドラインに

ついても、それらを各国で実行することに焦点をあてている。 
WHO では、疾病や死亡全体における環境要因の寄与率の高さが大きな課題であるとして、これまで

個別のリスク要因ごとにガイドラインや対策のためのガイダンスを公表してきたが、全体像がみえにく

く、包括的なガイダンスが必要であることから、WHO および国連関連機関による環境要因に起因する

疾病低減のガイダンス compendium（大綱）を 2021 年に公表した。これらのガイダンスは、新たなガ

イダンスが公表されると追記され、大綱が更新されるように計画されている。WHO はこの大綱の中で、

環境汚染やその他の環境リスクが全死亡の 24％（例えば、心疾患、脳卒中、中毒、交通事故など）を引

き起こしており、これらの死亡は、国、地域およびセクターのレベルにおいて、しっかりとした予防措

置（preventive action）を講じることで、大幅に削減可能と述べている。 
本分担研究では、WHO の住宅と健康のガイドラインで室温のガイドラインが公表されたことを踏ま

え、諸外国の温熱環境基準に関するレビューを行った。カナダ・トロント公衆衛生局とイギリス公衆衛

生局（現、英国保健安全保障庁）は、夏期の室内温度として 26℃以下を求めていた。特にトロントの基

準は、トロントにおける外気温と死亡率及び救急医療の増加との関係から 26℃の最大基準を導出してい

た。 
また近年、住宅環境として、住宅周辺の緑化環境（Greenness）が生活習慣病（循環器疾患、悪性腫

瘍等）のリスク低減に関与することを示唆する疫学研究が欧米諸国で報告されていることから、住環境

による健康増進に向けた新たな分野として、このことに関する疫学研究のレビューを行った。WHO か

らも報告書が公表されており、都市の緑化空間の有益な効果として、メンタルヘルスの改善、循環器疾

患の有病率や死亡率・肥満・２型糖尿病リスクの低減、妊娠における悪影響の改善に関して利用可能な

エビデンスがあると報告されていた。また、これらの効果をもたらすメカニズムとしては、心理的なリ

ラックス効果、ストレス軽減、身体活動の増加、空気汚染・騒音・暑熱曝露の低減があると報告されて

いた。文献レビューの結果、緑化環境との関係が示唆されるアウトカムとして、総死亡、虚血性心疾患、

脳卒中、高血圧、糖尿病、メンタルヘルス、肥満との関係が示唆されていた。 

 
A．研究目的 
住宅環境による居住者の健康影響としては、室内

環境化学物質に起因するシックハウス症候群、真

菌・ダニ等によるアレルギー疾患、室内温度に起因

する高血圧、脂質異常症、虚血性心疾患、脳血管障

害等の多様な疾病が示唆されている。このうち室内

環境化学物質については、国際機関や国内外で室内

空気中濃度の指針値設定等の対応がとられてきた。

しかしながら、引き続き課題が残されており、国内

外で取り組みが進められている。また、世界保健機

関（WHO）は 2018 年に「住宅と健康のガイドラ

イン（Housing and Health Guidelines）」を公表し、
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過剰な暑さや寒さ（excess heat and cold）、住居内

の過密性（感染症対策）（crowding）、住居内のアク

セスのしやすさ（バリアフリーなどの高齢者や障害

者対応）: （accessibility of housing for people with 
functional impairments）、傷害要因に対する安全

性（ベランダの手すり、階段の落差など）: （home 
injury）に関するガイドラインを作成した。 
本分担研究では、主として生活習慣病等に関わる

住宅環境要因について、WHO の動向や関連文献を

収集・整理し、これらのエビデンスに関わる情報を

とりまとめた。 
本研究で得られた成果は、今後の国民健康づくり

運動プランの検討に資するものであり、その施策立

案に寄与するものである。 

 
B．研究方法 
本分担研究者の東は WHO の住宅と健康のガイ

ドライン開発グループのメンバーであり、WHO の

動向については会合の状況や公表資料等をもとに

とりまとめた。またその他、国際機関や国内外の住

宅環境要因に関する報告書、関連学会の資料、関連

論文をインターネットおよび文献データベースで

調査した。 

 
C．研究結果および考察 
C1．WHO の動向 
1）住宅と健康のガイドラインの概要 
これまで WHO では、居住環境の衛生に対するガ

イドラインとして、室内空気質ガイドライン（汚染

物質、湿気とかび、家庭内での燃料の燃焼）、飲料

水質ガイドライン、夜間騒音ガイドライン、石綿や

鉛汚染に対する勧告、ラドンハンドブック、受動喫

煙防止の政策提言を公表してきた。しかしながら、

健康住宅の基本原則や近年の調査結果等を踏まえ

ると、過剰な暑さや寒さ（excess heat and cold）、
住居内の過密性（crowding, 感染症対応）、住居内

のアクセスのしやすさ（accessibility of housing for 
people with functional impairments, バリアフリ

ーなどの高齢者や障害者対応）、傷害要因に対する

安全性（home injuries, ベランダの手すり、階段の

落差など住居内負傷への対応）の 4 項目に対して新

たにガイドラインを開発すべきと判断した。そして、

既往のガイドラインの要約を統合して包括的な住

宅と健康のガイドラインを開発し、2018 年 11 月に

公表した。 
住宅と健康のガイドラインでは、室温の低下によ

り血圧の上昇がみられ、循環器疾患のリスクが高ま

ること、また、COPD や小児の喘息のリスクが上昇

することが過剰な寒さによる健康影響としてあげ

られた。そこで、室内の寒冷による健康影響を防止

するために十分な室温を確保すること、具体的な室

温としては、温暖または寒冷な気候の国では寒冷期

の室温として 18℃以上を推奨することがガイドラ

インとして勧告された。なお、建物における断熱に

関しては、断熱手段によって断熱効果が異なるため、

具体的な断熱手段までは勧告せずに、寒冷期を有す

る地域では効果的で安全な断熱手段を導入するこ

とがガイドラインとして勧告された。室温 18℃以

上の勧告については、高齢者、小児、慢性疾患（特

に循環器疾患）を有する居住者等の高感受性集団に

対しては、長期間の影響等に関してさらに科学的知

見を充実すべきであることから、18℃よりも高い温

度が必要となるかもしれないことが補足されてい

る。 
室内での過剰な暑さでは、睡眠障害、循環器疾患、

血圧上昇のリスクが高まるとし、外気温が高い地域

では室内における過剰な暑さを防ぐための対策を

とることがガイドラインとして勧告された。なお、

過剰な暑さに関しては、住宅の室温と健康影響を直

接評価した質の高い研究が極めて少なく、具体的な

室温を勧告するには至らなかった 
住居内の過密性に関しては、結核やインフルエン

ザ等の呼吸器感染症や、下痢や胃腸炎等を生じる感

染症の二次感染リスク、精神的ストレスや睡眠障害

のリスクが高まることから、住居内の過密性を低減

するための対策をとることがガイドラインとして

勧告された。住居内のアクセスに関しては、落下や

転倒等による傷害、生活の質の悪化、心理的影響の

リスクが高まることから、身体障害者や高齢者がア

クセスしやすい住宅を適切な割合で確保すること

がガイドラインとして勧告された。住居内の傷害要

因に関しては、火傷、落下や転倒等による外傷のリ

スクが高まることから、住宅に安全装置（煙や一酸

化炭素の警報器、階段のゲート、窓の柵など）を設

置し、不測の傷害をもたらす有害要因を低減する手

段をとることがガイドラインとして勧告された。 
その他、飲料水の水質、空気質、有害物質（石綿、

鉛、ラドン）、騒音、受動喫煙に関しては、既往の
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ガイドラインが要約されて収載されている。 
2）住宅と健康のガイドラインを満たす住宅の実現

に向けた取り組み 
WHO では、住宅と健康のガイドラインを公表後、

これらのガイドラインを各国がどのように実施で

きるかについての議論が行われてきた。とりわけア

フリカやアジア等の途上国を中心に議論が進めら

れ、2020 年 1 月にはジュネーブで会合が開催され

た。但し、ガイドラインをどのように実行するかに

ついては、各国の社会経済状況の影響を大きく受け

ることもあり、各国における WHO の住宅と健康の

ガイドラインの実践をサポートする目的で、各国に

おける健康住宅に関係する法規制等をレビューし

て「Repository: 所蔵庫」としてとりまとめたもの

を 2021 年 1 月 28 日に公表した。 
3）WHO の空気質ガイドラインの改正 

WHO は 2005 年に粒子状物質（PM2.5、PM10）、

オゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄の空気質ガイドラ

インを公表していた。WHO の空気質ガイドライン

は屋外大気と室内空気に適用される。その後、2010
年に室内空気質ガイドラインが設定された一酸化

炭素を含めて喫緊にガイドラインを改正する優先

候補物質とし、近年のエビデンスのレビューを行い、

2021 年 9 月にこれらの物質のガイドラインをアッ

プデートした。 
粒子状物質と二酸化窒素においては、長期間曝露

（年平均値等）では全死亡（不慮の事故を除く）を

指標とし、5 パーセンタイル値を導出して空気質ガ

イドラインを設定した。また、短期間曝露（日平均

等）では、1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を指

標とし、年平均値の空気質ガイドラインに合致する

日平均濃度の 99 パーセンタイル値を推算し、その

値をもとに空気質ガイドラインを設定した。 
オゾンでもピーク季節のガイドラインについて

は、全死亡（不慮の事故を除く）を指標とし、5 パ

ーセンタイル値を導出して空気質ガイドラインを

設定した。 
二酸化硫黄と一酸化炭素では、24 時間平均のガ

イドラインに対して、それぞれ 1 日の喘息による入

院や救急搬送・全死亡（不慮の事故除く）・呼吸器

疾患死亡、入院と心筋梗塞による死亡を指標として

空気質ガイドラインを設定した。 
4）WHO の環境騒音ガイドライン 
住居内の典型的な騒音による人への影響は、旧来

より、睡眠妨害、アノイアンス（迷惑）、会話妨害

に焦点があてられており、1999 年に WHO は都市

騒音のガイドラインを公表した。しかしながら、近

年、夜間騒音と不眠症、認知力の低下、高血圧、心

筋梗塞、精神疾患との関係が示唆されてきたことか

ら、WHO 欧州事務局は 2009 年に夜間騒音のガイ

ドラインを公表した。このガイドラインでは、睡眠

妨害と不眠症等に関する最小悪影響レベルに基づ

いて、家屋正面の屋外夜間騒音レベルの年平均値と

して 40 dB を勧告した。また、55 dB を超えると心

血管系疾患のリスクが増大することも勧告した。そ

の後、環境騒音による心血管系や代謝系への影響に

関するより強いエビデンスの存在、道路交通騒音、

鉄道騒音、航空機騒音とともに新たな騒音源を考慮

（風力発電騒音、娯楽騒音）する必要があることを

踏まえて、2018 年に騒音源別に環境騒音のガイド

ラインを公表した。 
5）WHO および国連関連機関による環境要因に起

因する疾病低減のガイダンス：大綱 
より健康的な環境を創造することによる予防措

置が、疾病予防の戦略において重要な要素となるこ

とは明らかであり、大気と室内における清浄な空気、

十分な水とその良好な衛生状態、健全な職場、化学

物質の安全な使用、安定した気候、放射線防護、健

全な廃棄物管理、健康を支える都市や建築環境など

は健康を確保するために不可欠である。 
そこで WHO は、健康と環境に関する WHO お

よびその他の国連機関からこれまで公表されてき

たガイダンスを体系的にまとめた compendium（大

綱）を 2021 年に公表し、同年 9 月に改正された

WHO 空気質ガイドラインに基づいて 2022 年にア

ップデートが行われた。このガイダンスには、都市、

住宅、職場、医療施設などで実施すべきアクション

（行動）の優先付けに関するガイダンスも含まれて

いる。WHO はこの大綱の中で、環境汚染やその他

の環境リスクが全死亡の 24％（例えば、心疾患、脳

卒中、中毒、交通事故など）を引き起こしており、

これらの死亡は、国、地域およびセクターのレベル

において、しっかりとした予防措置（preventive 
action）を講じることで、大幅に削減可能と述べて

いる。 

 
C2．諸外国における室内温熱環境基準のレビュー 

ASHRAE（アメリカ暖房冷凍空調学会）が温熱快
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適性を指標として、住宅の室温として 19.4°C～

27.8°C（67°F～82°F）を勧告しているが、疾病

や健康障害を影響指標としたものではなかった。 
フィンランド環境省は、建築基準法において、建

物の室温は居住者にとって快適であるべきで、悪影

響を及ぼすべきではないとしたうえで、暖房期の室

温の設計値 21℃を設定している。 
中国では国家環境保護総局が夏場 22～28℃、冬

場 16～24℃の室内空気質基準を設定している。 
カナダ・トロント公衆衛生局では、トロント市法

497 章（暖房）において、9 月 15 日～6 月 1 日の

間は住居内の全てのエリアにおいて、最小温度を

21℃に維持管理するよう求めている。また、629 章

（不動産の基準）において、6 月 2 日～9 月 14 日

の間は、室内温度を 26℃以下に維持管理するよう

空調機器を稼働させるよう求めている。夏期の最大

温度 26℃の基準に関しては、カナダのトロント公

衆衛生局が 2015 年 6 月に集合住宅における暑熱に

よる健康リスク低減の検討を進め、トロントにおけ

る外気温と死亡率及び救急医療の増加との関係か

ら26℃の最大基準を2015年11月に導出している。 
イギリス公衆衛生局（現、英国保健安全保障庁）

は、夏期の猛暑における備えとして、6 月 1 日～9
月 15 日までの間、高齢者が居住する介護施設や医

療機関では、室温を 26℃以下に維持するよう求め

ている）。また、住宅における冬期の室温について

は、適切な着衣で座りがちな生活の居住者では、健

康リスクを最小限に抑えるために少なくとも 18℃
に室内を暖房するよう勧告している。日中 18℃以

上の室温を維持することは、特に 65 歳以上の高齢

者には重要で、乳幼児突然死症候群（SIDS）のリス

ク低減にも寄与すると述べている。また、夜間 18℃
以上の室温を維持する（十分な寝具、寝間着、ブラ

ンケット、補助暖房器具を使用することとあわせて）

ことは 65 歳以上の高齢者の健康を守るには有益で

あろうと述べている。 

 
C3．生活習慣病と緑化環境（Greenness）に関する

文献レビュー 
近年、住宅環境として、住宅周辺の緑化環境が生

活習慣病（循環器疾患、悪性腫瘍等）のリスク低減

に関与することを示唆する疫学研究が欧米諸国で

報告されている。住環境による健康増進に向けた新

たな分野として、このことに関する疫学研究のレビ

ューを行った。 
WHO は、2016 年にエビデンスのレビュー結果

を報告している。それによると、都市の緑化空間の

有益な効果としては、1）メンタルヘルスの改善、

2）循環器疾患の有病率や死亡率・肥満・２型糖尿

病リスクの低減、3）妊娠における悪影響の改善に

関して利用可能なエビデンスがあると報告してい

る。また、これらの効果をもたらすメカニズムとし

ては、心理的なリラックス効果、ストレス軽減、身

体活動の増加、空気汚染・騒音・暑熱曝露の低減が

あると報告している。 
その後、WHO は専門家会合を行った結果を報告

している。それによると、都市環境における緑化空

間による介入は、肥満、循環器系への影響、精神保

健福祉に関するさまざまな公衆衛生上の取り組み

を支援する。しかしながら、健康や福祉や公平性に

対する介入効果に関する知見は限定的であると報

告している。 
Pubmed のデータベース初期から 2020 年 11 月

までの期間で検索を行った結果、180 件が出力され

た。緑化環境から期待される事象としては、自然緑

化や人工的な緑化によって、ストレスや不安の緩和、

大気汚染や騒音の低減、ヒートアイランド化の低減、

身体活動の促進がある。文献レビューの結果、緑化

環境との関係が示唆されるアウトカムとして、総死

亡、虚血性心疾患、脳卒中、高血圧、糖尿病、メン

タルヘルス、肥満との関係が示唆されていた。 

 
D．総括 

WHO では、住宅と健康のガイドラインを公表し

て以降、ガイドラインの実施（implementation）に
焦点をあてている。そのための取り組みの一つとし

て、各国で住宅と健康のガイドラインの実践をサポ

ートする目的で、各国における健康住宅に関係する

法規等をレビューして「Repository: 所蔵庫」とし

てとりまとめたものを公表している。また、近年、

環境騒音のガイドライン、空気質ガイドラインの改

正を行っているが、これらのガイドラインを含めて、

これまで公表してきた環境に関するガイドライン

についても、それらを各国で実行することに焦点を

あてている。 
WHO では、疾病や死亡全体における環境要因の

寄与率の高さが大きな課題であるとして、これまで

個別のリスク要因ごとにガイドラインや対策のた
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めのガイダンスを公表してきたが、全体像がみえに

くく、包括的なガイダンスが必要であることから、

WHO および国連関連機関による環境要因に起因

する疾病低減のガイダンス compendium（大綱）を

2021 年に公表した。これらのガイダンスは、新た

なガイダンスが公表されると追記され、大綱が更新

されるように計画されている。WHO はこの大綱の

中で、環境汚染やその他の環境リスクが全死亡の

24％（例えば、心疾患、脳卒中、中毒、交通事故な

ど）を引き起こしており、これらの死亡は、国、地

域およびセクターのレベルにおいて、しっかりとし

た予防措置（preventive action）を講じることで、

大幅に削減可能と述べている。 
本分担研究では、WHO の住宅と健康のガイドラ

インで室温のガイドラインが公表されたことを踏

まえ、諸外国の温熱環境基準に関するレビューを行

った。カナダ・トロント公衆衛生局とイギリス公衆

衛生局（現、英国保健安全保障庁）は、夏期の室内

温度として 26℃以下を求めていた。特にトロント

の基準は、トロントにおける外気温と死亡率及び救

急医療の増加との関係から 26℃の最大基準を導出

していた。 
また近年、住宅環境として、住宅周辺の緑化環境

（Greenness）が生活習慣病（循環器疾患、悪性腫

瘍等）のリスク低減に関与することを示唆する疫学

研究が欧米諸国で報告されていることから、住環境

による健康増進に向けた新たな分野として、このこ

とに関する疫学研究のレビューを行った。WHO か

らも報告書が公表されており、都市の緑化空間の有

益な効果として、メンタルヘルスの改善、循環器疾

患の有病率や死亡率・肥満・２型糖尿病リスクの低

減、妊娠における悪影響の改善に関して利用可能な

エビデンスがあると報告されていた。また、これら

の効果をもたらすメカニズムとしては、心理的なリ

ラックス効果、ストレス軽減、身体活動の増加、空

気汚染・騒音・暑熱曝露の低減があると報告されて

いた。文献レビューの結果、緑化環境との関係が示

唆されるアウトカムとして、総死亡、虚血性心疾患、

脳卒中、高血圧、糖尿病、メンタルヘルス、肥満と

の関係が示唆されていた。 
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１．WHO の動向 
１）住宅と健康のガイドラインの概要 

WHO では近年、環境における不均衡または不平等（environmental inequality）の問題に取り組

んでいる。このような問題は、健康における不均衡や不平等をもたらす。特に WHO は、住宅にお

ける不衛生や不安全な状態を重要な問題と位置づけている。住宅における主要な健康リスクは、衛

生状態が十分ではない地域では、害虫媒介感染症、水系感染症、空気感染症（結核など）、自然災害

後の建築物で生じる感染症など、伝染性疾患（Communicable diseases: CDs）が主要な健康リスク

要因であった。しかし近年は、喘息、慢性閉塞性肺疾患、その他の呼吸器疾患、循環器疾患（心血

管系疾患、脳血管障害）、悪性腫瘍、肥満のまん延（小児含む）、傷害、生活福祉、精神保健などの

非伝染性疾患（Noncommunicable diseases: NCDs）が主要な健康リスクとして取り上げられてい

る。 
表 1 WHO の住宅と健康のガイドラインの要約 

要因 勧告内容 勧告の

レベル 

健康影響等 

過剰な寒さ ・寒冷による健康影響を防止するため

に十分な室温を確保する 
・温暖または寒冷な気候の国では、寒

冷期の室温として 18℃以上を提案す

る 

強 ・呼吸器疾患の増悪（慢性閉塞

性肺疾患[COPD]、小児の喘息） 
・血圧上昇（循環器疾患） 

寒冷期を有する地域では、効果的で安

全な断熱手段を導入する 
条件付

き 
過剰な暑さ 外気温が高い地域では、室内における

過剰な暑さを防ぐための対策をとる 
条件付

き 
睡眠障害、循環器疾患、血圧上

昇、死亡（外気温） 
住居内の過

密性 

住居内の過密性を低減するための対策

をとる 
強 結核やインフルエンザ等の呼吸

器感染症、下痢や胃腸炎、心の

健康、睡眠障害 
住居内のア

クセス 

身体障害者や高齢者がアクセスしやす

い住宅を適切な割合で確保する 
強 落下や転倒等による傷害、生活

の質（QOL）の悪化、心理的影

響 
傷害要因 住宅に安全装置（煙や一酸化炭素の警

報器、階段のゲート、窓の柵など）を設

置し、不測の傷害をもたらす有害要因

を低減する手段をとる 

強 火傷、落下や転倒等による外傷 

WHO: WHO Housing and Health Guidelines. World Health Organization, Geneva, 2018. 

 

これまで WHO では、居住環境の衛生に対するガイドラインとして、室内

空気質ガイドライン（汚染物質、湿気とかび、家庭内での燃料の燃焼）、飲料

水質ガイドライン、夜間騒音ガイドライン、石綿や鉛汚染に対する勧告、ラド

ンハンドブック、受動喫煙防止の政策提言を公表してきた。しかしながら、健

康住宅の基本原則や近年の調査結果等を踏まえると、過剰な暑さや寒さ

（excess heat and cold）、住居内の過密性（crowding, 感染症対応）、住居内

のアクセスのしやすさ（accessibility of housing for people with functional 
impairments, バリアフリーなどの高齢者や障害者対応）、傷害要因に対する

安全性（home injuries, ベランダの手すり、階段の落差など住居内負傷への
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対応）の 4 項目に対して新たにガイドラインを開発すべきと判断した。そして、既往のガイドライ

ンの要約を統合して包括的な住宅と健康のガイドラインを開発し、2018 年 11 月に公表した。 
WHOの住宅と健康のガイドラインの要約を表1に示す。室温の低下により血圧の上昇がみられ、

循環器疾患のリスクが高まること、また、COPD や小児の喘息のリスクが上昇することが過剰な寒

さによる健康影響としてあげられた。そこで、室内の寒冷による健康影響を防止するために十分な

室温を確保すること、具体的な室温としては、温暖または寒冷な気候の国では寒冷期の室温として

18℃以上を推奨することがガイドラインとして勧告された。なお、建物における断熱に関しては、

断熱手段によって断熱効果が異なるため、具体的な断熱手段までは勧告せずに、寒冷期を有する地

域では効果的で安全な断熱手段を導入することがガイドラインとして勧告された。室温 18℃以上の

勧告については、高齢者、小児、慢性疾患（特に循環器疾患）を有する居住者等の高感受性集団に

対しては、長期間の影響等に関してさらに科学的知見を充実すべきであることから、18℃よりも高

い温度が必要となるかもしれないことが補足されている。 

表 2 過剰な寒さに関する今後の研究 

項目 今後の研究に関する勧告 

全体 ・発展途上国、特にアフリカ地域における研究 
・一時的な極度の寒さ（ピーク温度）、慢性的な寒冷曝露（長期間の平均的な低温状

態）、累積的な寒冷曝露を考慮した曝露／反応の関係 
・断熱に関する研究では、より質の高い研究デザイン（無作為化臨床試験 RCT、外

気温・換気・熱の利用・熱効率などの交絡因子の調整、断熱性を独立して評価、自

己申告以外の客観的な健康指標） 

対象集団 ・全集団が対象、特に高齢者、小児、慢性疾患を有する居住者などの長時間在室者

で寒さによる健康影響の経験を有するもの 
・寒さによる健康影響の閾値が異なるかどうか（18℃が全集団に適切かどうか） 

介入 ・室内温度を健康なレベルにするための政策や介入に関する研究（断熱材の設置、

耐候性の向上、ソーラーパネル等を利用した暖房の改善など） 
・介入の効果に関する比較研究 

アウトカム ・室内温度／死亡・疾病、循環器疾患、喘息、慢性閉塞性肺疾患（COPD）、感染症、

うつ病 
・相対湿度や換気量も考慮 

表 3 過剰な暑さに関する今後の研究 

項目 今後の研究に関する勧告 

全体 ・住宅の室内温度と健康を直接評価した質の高い研究（外気温の研究が多く、室内

温度の研究はほとんど無い） 
・一時的な極度の暑さ（ピーク温度）、慢性的な暑熱曝露（長期間の平均的な高温状

態）、累積的な暑熱曝露を考慮した曝露／反応の関係 

対象集団 ・全集団が対象、特に高齢者、小児、女性、肥満、慢性疾患を有する居住者などの

長時間在室者で暑さによる健康影響の経験を有するもの 
・熱による健康影響の閾値が異なるかどうか 

介入 ・室内温度を低下させる手段を用いた介入研究（換気、室内温度の低い住宅への移

動、その他） 

アウトカム ・死亡・疾病、特に循環器疾患、血圧、呼吸器症状、睡眠障害、熱中症、異常高熱、

脱水症 
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室内での過剰な暑さでは、睡眠障害、循環器疾患、血圧上昇のリスクが高まるとし、外気温が高

い地域では室内における過剰な暑さを防ぐための対策をとることがガイドラインとして勧告された。

なお、過剰な暑さに関しては、住宅の室温と健康影響を直接評価した質の高い研究が極めて少なく、

具体的な室温を勧告するには至らなかった。表 2 及び表 3 に、過剰な寒さや暑さに対する今後の研

究に関する WHO の勧告を示す。 
住居内の過密性に関しては、結核やインフルエンザ等の呼吸器感染症や、下痢や胃腸炎等を生じ

る感染症の二次感染リスク、精神的ストレスや睡眠障害のリスクが高まることから、住居内の過密

性を低減するための対策をとることがガイドラインとして勧告された。住居内のアクセスに関して

は、落下や転倒等による傷害、生活の質の悪化、心理的影響のリスクが高まることから、身体障害

者や高齢者がアクセスしやすい住宅を適切な割合で確保することがガイドラインとして勧告された。

住居内の傷害要因に関しては、火傷、落下や転倒等による外傷のリスクが高まることから、住宅に

安全装置（煙や一酸化炭素の警報器、階段のゲート、窓の柵など）を設置し、不測の傷害をもたら

す有害要因を低減する手段をとることがガイドラインとして勧告された。 

 
２）住宅と健康のガイドラインを満たす住宅の実現に向けた取り組み 

WHO では、住宅と健康のガイドラインを公表後、このガイドラインを各国がどのように実行す

るかについての議論が実施されてきた。とりわけアフリカやアジア等の途上国を中心に議論が進め

られ、2020 年 1 月にはジュネーブで会合が開催された。但し、ガイドラインをどのように実行する

かについては、各国の社会経済状況の影響を大きく受けることもあり、各国における WHO の住宅

と健康のガイドラインの実践をサポートする目的で、各国における健康住宅に関係する法規制等を

レビューして「Repository: 所蔵庫」としてとりまとめたものを 2021 年 1 月 28 日に公表した。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３）WHO 空気質ガイドラインの改正 

2018 年 10 月 30 日から 11 月 1 日にかけてスイスのジュネーブで開催された「大気汚染と健康に

関する世界会合：FIRST GLOBAL CONFERENCE ON AIR POLLUTION AND HEALTH: 
Improving Air Quality, Combatting Climate Change – Saving Lives」においては、2016 年以降空

気質ガイドラインのアップデートを進めており、粒子状物質、二酸化窒素、オゾン、二酸化硫黄、

一酸化炭素、自然起源のミネラルダストのガイドラインを現在検討中と報告していた。自然起源の
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ミネラルダストは、粒子状物質に関連して、砂漠のダストを意図しているようであった。 
WHO がこれほど空気質ガイドラインの検討に集中している背景としては、空気汚染による人へ

の影響が世界的に深刻であると考えているからである。WHO によると、大気汚染（主として微小

粒子状物質：PM2.5）が世界的に拡大を続けているため、循環器疾患（脳卒中や虚血性心疾患など）、

肺がん、呼吸器疾患などで年間約 700 万人が死亡していると試算しており、それは世界の死亡者の

8 人に 1 人に相当し、世界の人口の約 90%が汚染された大気の中で生活し、深刻な状況にあると

WHO は指摘している。また、2012 年の推計値では、室内空気汚染で約 430 万人、大気汚染で約

370 万人と推計していたが、2018 年の報告書では、2016 年の推計値として室内空気汚染で約 380
万人、大気汚染で約 420 万人と推計している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 空気汚染による疾病別の死因の比率（2018 年報告） 

 

WHO は、その後空気質ガイドラインの再評価を進め、2021 年 9 月 22 日に空気質ガイドライン

の改正を公表した。粒子状物質（PM2.5、PM10）、オゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の

空気質ガイドラインが最新の科学的知見に基づき改正された。表 4 に改正された空気質ガイドライ

ンとその設定根拠を示す。WHO は、PM2.5の新たなガイドラインが全ての国で達成されれば、PM2.5

に関連する死亡の約 80%が回避できると試算している。 

 
表 4 WHO の新しい空気質ガイドライン 2021 年 

物質 空気質ガイドライン 

PM2.5 5 μg/m3（年平均値） 

15 μg/m3（24 時間平均値） 

PM10 15 μg/m3（年平均値） 

45 μg/m3（24 時間平均値） 

オゾン 60 μg/m3（8 時間平均値、ピーク季節[平均値が高濃度の 6 ヶ月間]） 

100 μg/m3（8 時間の日最大値） 

二酸化窒素 10 μg/m3（年平均値） 

25 μg/m3（24 時間平均値） 

200 μg/m3（1 時間平均値）* 

二酸化硫黄 40 μg/m3（24 時間平均値） 

500 μg/m3（10 分平均値）* 
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一酸化炭素 4 mg/m3（24 時間平均値） 

10 mg/m3（8 時間平均値）* 

35 mg/m3（1 時間平均値）* 

100 mg/m3（15 分平均値）* 

* 改正されず現状維持とされたガイドライン 

 
４）WHO の環境騒音のガイドライン 
住居内の典型的な騒音による人への影響は、旧来より、睡眠妨害、アノイアンス（迷惑）、会話妨

害に焦点があてられており、1999 年に WHO は都市騒音のガイドラインを公表した。しかしなが

ら、近年、夜間騒音と不眠症、認知力の低下、高血圧、心筋梗塞、精神疾患との関係が示唆されて

きたことから、WHO 欧州事務局は 2009 年に夜間騒音のガイドラインを公表した。このガイドラ

インでは、睡眠妨害と不眠症等に関する最小悪影響レベルに基づいて、家屋正面の屋外夜間騒音レ

ベルの年平均値として 40 dB を勧告した。また、55 dB を超えると心血管系疾患のリスクが増大す

ることも勧告した。その後、以下の点から既往のガイドラインを見直し、2018 年に騒音源別に環境

騒音のガイドラインを公表した。 

 
 環境騒音による心血管系や代謝系への影響に関するより強いエビデンスの存在 
 道路交通騒音、鉄道騒音、航空機騒音とともに新たな騒音源を考慮（風力発電騒音、娯楽騒音） 
 エビデンスの評価に標準的なアプローチを使用 
 騒音曝露と健康アウトカムのリスクの関係に関するエビデンスのシステマティックレビュー 
 健康影響を評価するにあたり長期間の騒音の平均曝露指標を使用 

 
WHO では、1)心血管系と代謝系への影響、2)アノイアンス（迷惑）、3)睡眠への影響、4)認知機

能障害、5)聴覚障害と耳鳴、6)出生への影響、7)生活の質、精神健康、福祉、8)騒音低減の介入効果

の 8 つのシステマティックレビューを行い、表 5 に示すガイドラインを公表した。 

 
表 5 環境騒音のガイドライン（家屋正面の屋外騒音レベルの平均値） 

 昼間 夜間（睡眠障害） 

道路交通騒音 
53 dB（L

den
） 45 dB（L

night
） 

鉄道騒音 
54 dB（L

den
） 44 dB（L

night
） 

航空機騒音 
45 dB（L

den
） 40 dB（L

night
） 

風力発電騒音 
45 dB（L

den
） 

現時点は設定不可 

娯楽騒音（ナイトクラブ、パブ、

フィットネス、スポーツイベン

ト、コンサート、音楽イベント、

音楽鑑賞（ヘッドホン）など） 

年平均 70 dB（Laeq,24h） 

 

 
Lden:昼夕夜時間帯補正等価騒音レベル 
Lnight：夜間の等価騒音レベル（Laeq） 
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５）WHO および国連関連機関による環境要因に起因する疾病低減のガイダンス：大綱 compendium
（2022 年 4 月 1 日アップデート版） 
前述の健康的な環境による疾病予防 2016 年報告書に基づけば、より健康

的な環境を創造することによる予防措置が、疾病予防の戦略において重要な

要素となることは明らかである。大気と室内における清浄な空気、十分な水

とその良好な衛生状態、健全な職場、化学物質の安全な使用、安定した気候、

放射線防護、健全な廃棄物管理、健康を支える都市や建築環境などは健康を

確保するために不可欠である。 
そこで WHO は、健康と環境に関する WHO およびその他の国連機関から

これまで公表されてきたガイダンスを体系的にまとめた compendium（大綱）

を公表した（WHO, 2022）。この大綱は、政策と行動、意識向上、能力開発の

ための介入に関するガイダンスとなっている。また、都市、住宅、職場、医

療施設などで実施すべきアクション（行動）の優先付けに関するガイダンスも含まれている。その

他、利用可能な情報がある場合には、健康と環境の全ての分野について、主な情報源、曝露評価、

既存のガイドライン値に関する情報が含まれている。これらのガイダンスは、新たなガイダンスが

公表されると追記され、compendium が更新されるように計画されている。 
WHO はこの大綱の中で、環境汚染やその他の環境リスクが全死亡の 24％（例えば、心疾患、脳

卒中、中毒、交通事故など）を引き起こしており、これらの死亡は、国、地域およびセクターのレ

ベルにおいて、しっかりとした予防措置（preventive action）を講じることで、大幅に削減可能と

述べている。また、この大綱の主要な対象者は、国、地域、地方自治体レベルでの政策決定者、官

僚、閣僚などとなっている。なお、対象となる環境要因の領域は、図２のように示されている。 

 

 

図２ 対象となる環境要因の領域 
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２．諸外国における室内温熱環境基準のレビュー 
諸外国における室内温熱環境基準は、主として公共施設、オフィス事務所などの職場を対象とし

たものが大半である。以下、住宅が対象となっている諸外国の温熱環境基準を概説する。 
１）ASHRAE（アメリカ暖房冷凍空調学会） 

ASHRAE Standard 55-2017 において、温熱快適性を指標として、住宅の室温として 19.4°C～

27.8°C（67°F～82°F）を勧告している。 
２）フィンランド環境省 
環境省（Ministry of the Environment）の住宅建築局（Housing and Building Department）が

所管している建築基準法（National building code）の 1009/2017 Decree of the Ministry of the 
Environment on the Indoor Climate and Ventilation of New buildings に温熱環境基準が規定さ

れている。これは建物を対象とした法律である。建物の室温は居住者にとって快適であるべきで、

悪影響を及ぼすべきではないとしたうえで、暖房期の室温の設計値 21℃を設定している。 
３）中国 

2002年 11月 19日、国家環境保護総局（State Environmental Protection Administration: SEPA）、

衛生部（Ministry of Health）、国家品質監督検査検疫総局（General Administration of Quality 
Supervision , Inspection and Quarantine）の３つの行政機関が共同で室内空気質基準（GB／

T18883-2002）を公布した。この基準は 2003 年 3 月 1 日に施行された。住宅とオフィスの室内空

気質に対する評価に適用され、室内空気質基準、室内空気試料採取、モニタリング方法が規定され

ている。この基準のうち温熱環境に関わる基準を表 6 示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４）カナダ・トロント公衆衛生局 
トロントでは、トロント市法（City of Toronto by-law）497 章（暖房）において、9 月 15 日～6

月 1 日の間は住居内の全てのエリアにおいて、最小温度を 21℃に維持管理するよう求めている

（Landlord shall ensure that a minimum air temperature of 21 degrees Celsius is maintained in 
all areas of the dwelling unit from September 15 in each year to June 1 in the following year.）。
また、629 章（不動産の基準）において、6 月 2 日～9 月 14 日の間は、室内温度を 26℃以下に維持

管理するよう空調機器を稼働させるよう求めている（All air-conditioning systems shall be 

operated from June 2 to September 14 so as to maintain an indoor temperature of not more than 
26 degrees Celsius.）。 
夏期の最大温度 26℃の基準に関しては、カナダのトロント公衆衛生局が 2015 年 6 月に集合住宅

における暑熱による健康リスク低減の検討を進め、トロントにおける外気温と死亡率及び救急医療

の増加との関係から 26℃の最大基準を 2015 年 11 月に導出している（図３）。 

 

表 6 室内空気質基準 ―温熱環境因子のみ抜粋― 

項目 単位 基準 備考

22-28 (夏) 夏の空調

16-24 (冬) 冬の暖房

40-80 (夏) 夏の空調

30-60 (冬) 冬の暖房

0.3 (夏) 夏の空調

0.2 (冬) 冬の暖房

風量 m3／(h･人) 30

m／s

℃

%RH

室温

相対湿度

気流速度
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図３ 1996 年～2010 年（6～8 月）のトロントにおける最大温度と死亡リスク（事故を除く） 

 
５）イギリス公衆衛生局、英国保健安全保障庁 
イギリス公衆局（PHE）は、イングランドの夏期の猛暑における備えとして、6 月 1 日～9 月 15

日までの間、高齢者が居住する介護施設や医療機関では、室温を 26℃以下に維持するよう求めてい

る。また、英国保健安全保障庁（2021 年に PHE から組織改編された公衆衛生機関）（UKHSA）は、

住宅における冬期の室温については、適切な着衣で座りがちな生活の居住者では、健康リスクを最

小限に抑えるために少なくとも 18℃に室内を暖房するよう勧告している。日中 18℃以上の室温を

維持することは、特に 65 歳以上の高齢者には重要で、乳幼児突然死症候群（SIDS）のリスク低減

にも寄与すると述べている。また、夜間 18℃以上の室温を維持する（十分な寝具、寝間着、ブラン

ケット、補助暖房器具を使用することとあわせて）ことは 65 歳以上の高齢者の健康を守るには有

益であろうと述べている。 

 
３．生活習慣病と緑化環境（Greenness）に関する文献レビュー 
近年、住宅環境として、住宅周辺の緑化環境が生活習慣病（循環器疾患、悪性腫瘍等）のリスク

低減に関与することを示唆する疫学研究が欧米諸国で報告されている。住環境による健康増進に向

けた新たな分野として、このことに関する疫学研究のレビューを行った。 
WHO は、2016 年にエビデンスのレビュー結果を報告している。それによると、都市の緑化空間

の有益な効果としては、1）メンタルヘルスの改善、2）循環器疾患の有病率や死亡率・肥満・２型

糖尿病リスクの低減、3）妊娠における悪影響の改善に関して利用可能なエビデンスがあると報告し

ている。また、これらの効果をもたらすメカニズムとしては、心理的なリラックス効果、ストレス

軽減、身体活動の増加、空気汚染・騒音・暑熱曝露の低減があると報告している。 
その後、WHO は専門家会合を行った結果を報告している。それによると、都市環境における緑

化空間による介入は、肥満、循環器系への影響、精神保健福祉に関するさまざまな公衆衛生上の取
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り組みを支援する。しかしながら、健康や福祉や公平性に対する介入効果に関する知見は限定的で

あると報告している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Pubmed に 検 索 式 ((greenness[Title/Abstract]) OR (green space[Title/Abstract])) AND 
((cardiovascular[Title/Abstract]) OR (cancer[Title/Abstract]) OR (mortality[Title/Abstract]))を入

力し、データベース初期から 2020 年 11 月までで 180 件の出力を得た。得られた文献をレビューし

た結果、緑化環境から期待される事象としては、自然緑化や人工的な緑化によって、ストレスや不

安の緩和、大気汚染や騒音の低減、ヒートアイランド化の低減、身体活動の促進であった。また、

緑化環境との関係が示唆されるアウトカムとしては、総死亡、虚血性心疾患、脳卒中、高血圧、糖

尿病、メンタルヘルス、肥満との関係が示唆されていた。 
Greenness は総死亡をはじめ、虚血性心疾患、脳卒中、高血圧、糖尿病、メンタルヘルス、体重、

運動量と関係している可能性が高い。今後は、自然の Greenness だけでなく、都市計画としての近

隣の緑化などの計画が人々を健康に導くのかもしれない。今後の研究が期待される。 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

生活習慣病・循環器疾患予防に向けた住環境整備の現状把握に関する研究 

 

研究分担者  杉山 大典  慶應義塾大学 看護医療学部  教授 

 

研究要旨 

 循環器疾患の主要な危険因子には喫煙・飲酒・運動不足による肥満といった生活習慣そのものに加

えて、不適切な生活習慣が強く関連する高血圧・脂質異常症などの生活習慣病があり、生活習慣なら

びに生活習慣病に対する対策は、循環器疾患対策に直結する。われわれの生活環境として重要な住環

境と健康障害の関連についても世界各国で数多くの研究がなされており、わが国においても「スマー

トウェルネス（健康・省エネ）住宅等推進事業調査」が開始されるなど、住環境と健康の関連が注目

されるようになってきている。 

そこで本研究では、１．住居環境と循環器疾患に関する文献調査と課題抽出、２．地域住民コホー

ト研究における室温に関する意識の調査、３．住居環境と疾病に関する文献調査：うつ病発症と日照

度の関連に関する文献レビュー 以上 3 つの研究を行った。 

１．および３．の文献レビューからは、「騒音曝露と循環器疾患の発症・死亡などとの間に概ね正

の関連が見られた」「温暖期では室温が上昇するにつれ、寒冷期では室温が下降するにつれ、より短

い累積曝露時間で循環器疾患による救急受診に対するリスクが上昇していた」「大気汚染と循環器疾

患の発症・死亡などとの間に概ね正の関連が見られた」「日照度とうつ病の関連については一貫した

結果が得られなかった」といった知見が得られた一方、わが国発のエビデンスは存在しなかった。 

一方、２．の研究では神戸市民を対象とした地域コホート研究にて、WHO が推奨している冬季の

室温について認知度を調査したところ、「知っている」との回答は調査参加者の 22% (47/218)で高い

とは言えない結果となった。 

今後、わが国において生活習慣病・循環器疾患予防のための住環境整備に向けて施策作りを遂行す

る上では、既存の公的データの利用やコホート研究との協働を通してわが国発のエビデンスの集積を

目指す必要があると共に、WHO が推奨する冬季の適切な室温に代表されるような住環境と健康に関

する啓発活動を行っていく必要があると考えられた。 

A．研究目的 

非感染性疾患（NCDs: Non-Communicable 

Diseases）とは、世界保健機関（WHO: World 

Health Organization）の定義によると、「不健康

な食事や運動不足、喫煙、過度の飲酒などの原因

が共通しており、生活習慣の改善により予防可能

な疾患」の総称であり、狭義には循環器疾患・が

ん・呼吸器疾患が含まれ、精神疾患や外傷、関節

リウマチなどの慢性疾患を加える場合もある。そ

の中でも、循環器疾患は 2022 年現在の最新の統

計ではわが国においても心疾患が死因第 2 位を占

めており 1)、重要な健康課題であることは間違い

ない。循環器疾患の主要な危険因子には、先述の

NCDs の定義にあるように、喫煙・飲酒・運動不

足による肥満といった生活習慣ならびに不適切な

生活習慣が強く関連する高血圧・脂質異常症とい
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ったいわゆる生活習慣病があり、生活習慣および

生活習慣病に対する対策は、循環器疾患対策に直

結するといっても過言ではない。生活習慣の中で

も食、すなわち栄養と生活習慣病・循環器疾患に

関する研究はこれまで多数行われてきており、予

防対策にもそれらの研究結果が反映されている。 

一方、「衣食住」の中での「住」、つまり住居環

境と健康障害の関連についても世界各国で数多く

の研究がなされている。例えば、WHO 欧州事務

局の housing and health 部門によって、不適切

な住宅の状態による居住者の疾病負荷についての

検討が行われ、例えば「室内が-1℃低下すると冬

季の過剰死亡率が 1.5%増加する」「交通騒音によ

って虚血性心疾患の相対リスクが 10dB あたり

1.17 上昇する」といった曝露因子と健康障害の

関が報告されており 2)、これらの知見を基にして

WHO は HOUSING AND HEALTH 

GUIDELINE を発表している 3)。 

また、わが国においても厚生労働省・国土交通

省が連携して 2014 年度から「スマートウェルネ

ス（健康・省エネ）住宅等推進事業調査」が開始

され、また令和元年度厚生労働行政推進調査事業

費補助基金として「健康増進のための住環境につ

いての研究」が行われるなど、住環境と健康の関

連が注目されるようになってきている。 

そこで本研究では以下の 2 つの研究を行った。 

 

１．住居環境と循環器疾患に関する文献調査と課

題抽出 

 

先行研究である「健康増進のための住環境につ

いての研究」での文献検索で得られた知見をさら

に補強すべく、直近 1 年間（2019 年～2020 年）

にて発表された研究を抽出・吟味し、循環器疾患

に影響を与えると考えられる住居因子に関する研

究の最新動向を探索する。 

 

２．地域住民コホート研究における室温に関する

意識の調査 

 

WHO は WHO Housing and health 

guidelines. 20183)において“Indoor housing 

temperatures should be high enough to protect 

residents from the harmful health effects of 

cold. For countries with temperate or colder 

climates, 18℃ has been proposed as a safe and 

well-balanced indoor temperature to protect the 

health of general populations during cold 

seasons.”と冬季の適切な室温についての strong 

recommendation を出しているが、この

recommendation のわが国における認知度を調査

する。 

 

 また、住環境と NCDs に関する研究として、 

 

３．住居環境と疾病に関する文献調査：うつ病発

症と日照度の関連に関する文献レビュー 

 

も行った。 

 

B．研究方法 

１．住居環境と循環器疾患に関する文献調査と課

題抽出 

 

WHO の関連ガイドライン（WHO Housing 

and health guidelines および Noise guidelines 

for the European Region）を参考にした検索式

にて PubMed を用いた文献検索を行い、9 件の

対象文献を抽出した（検索対象：2020 年 12 月

15 日から過去 1 年分）。評価対象となる居住環

境因子については、その出現頻度やこれまでの

知見を鑑み、１）各種騒音と循環器疾患の関連 

２）室内温度と循環器疾患の関連 ３）大気汚

染と循環器疾患の関連 以上の 3 カテゴリーに

先行研究を大別した。英語以外で書かれた文献

や学術論文化されていない thesis および学会抄

録は最終的な評価対象から除外した。また、ア

ウトカムである循環器疾患については虚血性心

疾患・脳卒中の発症もしくは死亡・循環器疾患

による救急受診・循環器疾患による服薬（除く
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降圧薬のみ）といったハードエンドポイントを

扱ったものに対象を絞って検討を行った。 

 

２．地域住民コホート研究における室温に関する

意識の調査 

 

一般地域住民を対象とした地域コホート研究

（神戸研究 NEXT）の参加者に対して、「冬季の

寝室の室温が適温と考えている」「WHO の冬季

の最適な室温についての recommendation を知

っているか」という室温に関する意識の調査を

行った。神戸研究 NEXT は神戸研究 4)の後継研

究の位置づけで 2022 年度から行われている地

域コホート研究で、母体となった神戸研究のベ

ースライン開始時の募集要件は、研究開時に 40

～74 歳の神戸市一般住民で「悪性新生物、脳・

心血管疾患の既往歴がないこと」に加えて、「高

血圧、糖尿病、脂質異常症のいずれも治療中で

はない」、「自覚的に健康であること」となって

おり、健康意識の高い都市部健常集団のコホー

トとして設定されている点が特徴である。 

 

３．住居環境と疾病に関する文献調査：うつ病発

症と日照度の関連に関する文献レビュー 

 

 PubMed および APA PsycINFO を使用して文

献検索を行い、2013 年 1 月 1 日から 2021 年 9

月 21 日の最終検索日までに公開された研究を対

象とした。採用基準は、1)抑うつ症状・周産期う

つ病・季節性情動障害をアウトカムにしている事

（ただし、双極性障害またはその他の精神疾患は

除く）。うつ症状を主なアウトカムとしている場

合は、CES-D・PHQ-8 および 9・GDS-15・HAM-

D6・EPDS といった尺度を用いている、もしく

はこれらの尺度を modify した質問紙を用いてい

る。また、うつ病を主なアウトカムとしている場

合は、診断基準として DSM-5 および ICD9 もし

くは 10 を用いている。2)2013 年以降に発表され

た研究である。3)対象がヒトに限られる（ヒト以

外の動物を対象とした研究は除外）。4)1 日の日照

時間、年間日照時間、季節差などの日周期データ

が記載されている。5)英語で公開されている。以

上の 5 項目とした。 

 

C．研究結果 

１．住居環境と循環器疾患に関する文献調査と課

題抽出 

 

文献検索の結果、１）各種騒音と循環器疾患

の関連については 6 件 5-10)（付表 1）、２）室内

温度と循環器疾患の関連については 1 件 11)（付

表 2）、３）大気汚染と循環器疾患の関連特に騒

音と循環器疾患の関連については 2 件 12,13)（付

表 3）の文献が抽出された。１）の騒音曝露と

循環器疾患の発症・死亡などとの間に概ね正の

関連が見られた。２）については、温暖期では

室温が上昇するにつれ、寒冷期では室温が下降

するにつれ、より短い累積曝露時間で循環器疾

患による救急受診に対するリスクが上昇して

いた。３）については騒音と同様に、大気汚染

と循環器疾患の発症・死亡などとの間に概ね正

の関連が見られた。 

 

２．地域住民コホート研究における室温に関す

る意識の調査 

 

2022 年 9 月 26 日に慶應義塾大学医学部倫

理委員会にける修正申請の承認を受けた後、

2022 年 10 月 1 日・11 月 5 日・11 月 26 日・

12 月 17 日の 4 回の神戸研究 NEXT の調査に

て計 219 名に室温に関する意識調査を行った。 

結果、「冬場の寝室の室温についてお伺いしま

す。」という質問に対しては、「寝室の温度は適

温と思う」と回答した対象者が 56% (122/219)、

「寝室の温度はやや寒いと思う。」との回答が

41% (90/219)、「寝室の温度はとても寒いと思

う。」との回答が 3% (7/219)であった。一方、

「WHO の住環境に関するガイドライン

（WHO Housing and health guidelines. 2018）

では冬場の室温を 18 度以上にするように推奨

しています。この推奨室温を御存知でしたか？」

という質問に対しては、「知っている。」と回答
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した対象者が 22% (47/218)、「知らない。」との

回答が 78% (171/218)であった（＊1 名未回答

者有り）。 

 

３．住居環境と疾病に関する文献調査：うつ病

発症と日照度の関連に関する文献レビュー 

 

文献検索の結果抽出された 506 件の研究の

うち 8 件の研究 14-21)が適格基準を満たし、それ

らはすべて横断的研究であった。採択された 8

つの研究のうち 4 つの研究 14),15),18),19)では、「日

興曝露時間が上昇するとうつ病に関する尺度

が下がる」など日照度とうつ病もしくはうつ症

状の発症との間に有意な関連があることを示

したが、4 件 16),17),20),21)は統計学的に有意な関

連が見られなかった。また、8 つの研究を地域・

国別に分けて検討したところ、スウェーデンと

ブラジルの比較を行った研究 15)以外はすべて

北半球（ヨーロッパと北米のみ）であったこと

もあり、国・地域による系統的な差異は見られ

なかった。加えて、英国バイオバンクのデータ

を用いた研究 18)を除いて、性差による系統的な

差異も見られなかった。 

 

D．考察 

研究 1 および 3 で抽出した文献は全て欧州を

中心とした海外からの報告であり、少なくとも英

文誌に発表されたレベルでのわが国発の研究は

見つからなかった。特に、循環器疾患については

わが国では虚血性心疾患に比べて脳卒中の方が

多いという特徴を鑑みると、わが国でも循環器疾

患の発症・死亡といったハードアウトカムと住居

環境関連因子との関連を評価する必要があると

考えられる。しかしながら、喫煙や高血圧・糖尿

病・脂質異常症といった循環器疾患の古典的危険

因子と比べると、リスク比・ハザード比などの相

対危険度として評価した場合には室温や騒音・大

気汚染などの環境因子の影響は相対的に小さく、

統計学的有意差を期待して住環境因子と循環器

疾患の関連を行うとなると、数万～数十万単位で

の調査が必要となると予想される。また、既存の

国内コホート研究と協働して研究を行う場合に

は、曝露因子の評価を住居単位で行う事はかなり

の困難を伴うと思われ、実現可能性が高いとは言

えない。したがって、現状ではハードアウトカム

と住環境因子の関連を評価するためには、国の公

的データを利用した生態学的研究などからアプ

ローチするのが現実的ではないかと考えられた

また、日照度とうつ病の関連については、薬剤処

方歴などの情報を用いてアウトカムのうつ病の

『定義』を適切に行うことができれば、日照度は

経年変化がほぼ不変の曝露であるため、生活習慣

や職業等の情報を豊富に利用可能な国内の既存

のコホート研究を利用して、日照度とうつ病の関

連を評価できる可能性があると思われる。 

 一方、室温と生活習慣病に関する関連について

は、平城京スタディに基づいた研究 22)にて冬季に

おいて外気温よりもむしろ室温の方が血圧に強

く関連していたという報告やスマートウェルネ

ス住宅研究に基づいた研究 23)で冬季の室温が血

圧だけでなく血清脂質と関連していたという報

告などわが国の住民を対象にした知見の集積が

見られる。高血圧・脂質異常症は循環器疾患の重

要な危険因子であり、適切な室温を保ち、高血圧・

脂質異常症の発症およびその重症化を抑制する

ことは循環器疾患の予防に繋がると考えられる。  

しかしながら、研究２で示唆されたように、健

康に興味・関心が高い神戸研究 NEXT のような

集団においても、WHO が推奨する冬場の室温に

ついて認知していたのは 22% に留まっており、

一般での認知度はさらに低いことが予想される。

生活習慣病の予防対策には、食塩と高血圧の関連

のように「何がその病気の危険因子であるのか」

といった知識を一般集団に認知してもらう事が

非常に重要であり、どのような層に対して働きか

ければより効果的に WHO の recommendation

の認知度向上に繋がるのか検討する必要がある

と考えられた。 

付図に示すように、生活習慣病のみならず疾病

の予防戦略を考える上では疾病の発症予防を目

的とする 1 次予防、疾病の早期発見・早期治療を

目的とする 2 次予防、疾病の再発の予防および
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QOL の維持を目的とする 3 次予防という疾病の

フェイズに応じた戦略を立てるのが重要である

が、近年では「健康づくりの行動を助けるための

環境整備のための戦略」としてのゼロ次予防の概

念も取り入れられるようになってきている。1 次

～3 次予防が医学・医療的介入が中心となり、ど

ちらかといえば「健康増進のための運動」「疾病

予防のためのバランスの取れた食生活」といった

個々の積極的な努力に依存する面が強い一方で、

ゼロ次予防が重要視するのは「特に努力しなくて

も自然と健康に繋がるような環境の整備」であり、

ゼロ次予防の推進のためには医学・医療のみなら

ず行政的・学際的介入が必要である。今回の研究

を俯瞰して鑑みるに、生活習慣病・循環器疾患予

防に向けた住環境整備はこういったゼロ次予防

の概念に極めてフィットする予防戦略であると

考えられた。 

 

E．結論 

今回の研究 1.～3.を行った結果、住環境と循環

器疾患に関連するエビエンスは世界的に集積され

つつあるものの、特に循環器疾患の死亡・発症と

いったハードアウトカムをエンドポイントとした

わが国の一般住民対象の研究は存在しなかった。

一方、ソフトエンドポイントである血圧・血清脂

質と冬季の室温に関しては、わが国の疫学研究に

基づいた研究成果が公表されている一方、WHO

が推奨する冬季の適切な室温に関するわが国の一

般集団での認知度は高いとは言えない現状である

ことが示唆された。今後、生活習慣病・循環器疾患

予防のための住環境整備に向けて施策作りを遂行

する上では、既存の公的データの利用やコホート

研究との協働を通してわが国のデータやポピュレ

ーションに基づいたエビデンスを発信していくと

共に、冬季の適切な室温に代表される住環境と健

康に関する啓発活動を行っていく必要があると考

えられた。 

F．研究発表 

１．論文発表 

 Sugiyama D. The Association between Indoor 

Temperature and Hypercholesterolemia. J 

Atheroscler Thromb. 2022 Dec 1;29(12):1704-

1705. 

 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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付表 1）各種騒⾳と循環器疾患の関連に関する⽂献 
 

研究名 研究デザインと対象 曝露 結果 
Cai, et al. 2020 3) 2000-2020 年に公表

された 13 件の既存
研究を対象としたメ
タアナリシス 

交通騒⾳ 10 dB 毎増加
に対する影響 

循環器疾患死亡、
虚 ⾎ 性 ⼼ 疾 患 死
亡、脳卒中死亡に
対するの相対リス
クはそれぞれ 1.01 
(0.98-1.05) 、 1.03 
(0.99-1.08) 、 1.05 
(0.97-1.14) 

Yankoty, et al. 2020 
4) 

Canada,Montreal 島 
住⺠ 1,065,414 名(追
跡⼈年 9,00,443 ⼈
年 ) を 対 象 と し た
retrospective cohort
研究。⼼筋梗塞発症
は 40,718 名 

道路騒⾳ 10 dB 毎増加
に対する影響を 24 時
間曝露換算・⽇中曝露
換算・夜間曝露換算で
評価。 

⼼筋梗塞発症に対
する調整ハザード
⽐は 24 時間曝露
換算・⽇中曝露換
算・夜間曝露換算
そ れ ぞ れ 1.12 
(1.08-1.15) 、 1.11 
(1.07-1.14) 、 1.10 
(1.06-1.14) 

Saucy, et al. 2020 5) Zurich 空港近郊に住
む Swiss National 
Cohort 参加者中、循
環器疾患で死亡した
24,886 名 

死亡 2 時間前の航空機
騒 ⾳ を <20dB, 20-
30db, 30-40dB, 40-
50dB, >50dB のカテゴ
リーに分類 

<20dB と⽐較し、
40-50dB, >50dB
の循環器疾患死亡
に対する調整オッ
ズ ⽐ は そ れ ぞ れ
1.33 (1.05-1.67)、
1.44 (1.03-2.04) 

Thacher, et al. 2020 
6) 

＊Cai, et al. 2020 に
含まれる研究。 

Danish Cohort 
Study の 参 加 者
52,758 名。平均観察
期間 19.5 年、循環器
疾患死亡 2623 名、虚
⾎性⼼疾患死亡 938
名、脳卒中死亡 636
名。 

10 年 間 の 平 均 曝 露
10.4dB 増加当たりの
道路騒⾳（居住者の住
居で最も曝露が多い地
点での測定）。 

循環器疾患死亡、
虚 ⾎ 性 ⼼ 疾 患 死
亡、脳卒中死亡に
それぞれに対する
調整ハザード⽐は
1.13 (1.06-1.19)、
1.03 (0.94-1.14)、
1.11 (0.99-1.25)。 
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Khosravipour, et al. 
2020 7) 

13 件の既存研究を
対象としたメタアナ
リシス、outcome は
⼼筋梗塞の有病・罹
患・発症（⼼筋梗塞死
亡を扱った研究は除
外） 

各 研 究 の highest 
exposure vs lowest 
exposure を ⽐ 較 し た
categorical analysis お
よび 10db 増加毎の曝
露 を 評 価 し た
exposure-response 
analysis 

統合相対リスクは
categorical analysis
で は 1.03 (0.93-
1.13) 、 exposure-
response analysis
で は 1.02 (1.00-
1.05) 

Osborne, et al. 2020 
8) 

Massachusetts 
General Hospital に
て 18F-FDG-
PET/CT imaging を
受けて癌・循環器疾
患の既往がないと確
認された 498 名を 5
年間追跡し、40 例の
主要有害⼼⾎管イベ
ント(MACE)発現の
有無を確認。 

24 時間平均交通騒⾳ 5 
dB 毎増加に対する影
響、騒⾳情報は研究対
象 者 の 居 住 住 所 で の
U.S. Department of 
Transportationʼs Road 
and Aviation Noise 
Map を利⽤。 

MACE に対する騒
⾳曝露の調整ハザ
ー ド ⽐ は 1.341 
(1.147-1.567) 
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付表２）室内温度と循環器疾患の関連についての⽂献 
 

研究 研究デザインと対象 曝露 結果 
Jung, et al .2020 9) 台湾住⺠からのラン

ダ ム サ ン プ リ ン グ
260,465 名と 2001〜
2014 年の保険情報
を突合したデータ。
Outcome は循環器
疾患による救急受診 

5〜10 ⽉を温暖期、
11〜4 ⽉を寒冷期と
して、それぞれの季
節で平均室温および
累積曝露時間の閾値
を推定 

温暖期では室温が上
昇するにつれ、寒冷
期では室温が下降す
るにつれ、より短い
累積曝露時間で循環
器疾患による救急受
診に対するリスクが
上昇した。 

 
 
付表３）⼤気汚染と循環器疾患の関連についての⽂献 
 

研究 研究デザインと対象 曝露 結果 
So, et al. 2020 10) コ ホ ー ト 研 究

Danish Nures 
Cohort の 対 象 者
24,541 名（平均追跡
期間 17.4 年）。追跡
期間中の循環器疾患
死亡は 843 名 

PM2.5、PM1.0、NO2 の
3 年間の移動平均の
Interquartile range
あたりに対する循環
器疾患死亡との関連 

PM2.5、PM1.0、NO2 に
対する交通騒⾳を調
整因⼦に含む調整ハ
ザード⽐はそれぞれ
1.14 (1.03-1.26) 、
1.15 (1.04-1.27) 、
0.97 (0.89-1.05) 

Rodins et al. 2020 11) コホート研究 Heinz 
Nixdorf Recall Study
の 対 象 者 4,105 名
（追跡⼈年 46,748
⼈年）。脳卒中新規発
症 118 名、冠動脈疾
患新規発症 373 名 

PM2.5 1μg/m3 増加
あたり、PM1.0 1μ
g/m3 増加あたり、
PMAM100n/cm3 増加
あたり 

PM2.5、PM1.0、PMAM

に対する脳卒中新規
発症の調整ハザード
⽐はそれぞれ 1.16 
(1.02-1.34) 、 1.08 
(1.01-1.16) 、 1.06 
(1.01-1.10)、⼯場由
来より交通由来の⽅
が影響⼤きい。また、
冠動脈疾患と各物質
との有意な関連は⾒
られず。 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

居住に係る健康エビデンスの収集・整理 

②スマートウェルネス住宅研究開発委員会成果のエビデンス整理 

研究分担者  長谷川 兼一 秋田県立大学システム科学技術学部 教授 

 

研究要旨 

 スマートウェルネス住宅研究開発委員会（委員長：村上周三、東京大学名誉教授）は、2014 年度

から 2019 年度にかけて断熱改修を予定・実施する住宅を対象として、改修前後における居住者の血

圧や活動量等を計測し、住環境の変化に伴う健康への影響を評価している。2019 年度からは長期コ

ホート調査を開始し、改修 5 年後の状況を把握するために追跡調査を定期的に実施する計画としてい

る。得られたデータ（改修前後を対象にした 1303 世帯、約 2,323 人を対象）により、①家庭血圧と

室温、②健康診断数値と室温、③過活動膀胱・睡眠障害と室温、④身体活動・座位行動と室内環境、

⑤過活動膀胱・睡眠障害と室温、⑥室温と寒さの申告、⑦疾病・症状と室温、⑧高断熱化と暖房の医

療経済評価、⑨入浴習慣と室温、⑩改修 5 年後経過した世帯を対象とした調査、の観点から、住宅の

温熱環境の向上が健康増進に繋がる可能性を示唆する貴重な知見を整理し、社会に発信している。 

A．概要 

 この事業は、一般社団法人日本サステナブル建

築協会が主体となり、全国各地の医学・建築環境

工学の学識者で構成する委員会（委員長：村上周

三、東京大学名誉教授）を構成している。2014

年度から 2019 年度にかけて断熱改修を予定・実

施する住宅を対象として、改修前後における居住

者の血圧や活動量等を計測し、住環境の変化に伴

う健康への影響を評価している。2019 年度から

は長期コホート調査を開始し、改修 5 年後の状況

を把握するために追跡調査を定期的に実施する計

画としている。調査が終了した直後から得られた

データ（改修前後を対象にした 1303 世帯、約

2,323 人を対象）を分析し、以下の観点から貴重

な知見を社会に発信している。 

① 家庭血圧と室温 

② 健康診断数値と室温 

③ 過活動膀胱・睡眠障害と室温 

④ 身体活動・座位行動と室内環境 

⑤ 過活動膀胱・睡眠障害と室温 

⑥ 室温と寒さの申告 

⑦ 疾病・症状と室温 

⑧ 高断熱化と暖房の医療経済評価 

⑨ 入浴習慣と室温 

⑩ 改修 5 年後経過した世帯を対象とした調査 

また、過年度に環境調査を実施した世帯に対して

コホート調査を企画し、改修を終えた住宅の毎冬

の状況を把握することにより、断熱水準による健

康影響について検証を継続し、断熱と健康に関す

る更なる知見を蓄積がされている。 

なお、本調査では以下のような制約条件があ

ることとしている。 

・ スマートウェルネス事業で改修工事費補助

を受ける世帯に調査を依頼すること 

・ 改修の有無や改修種類の割り付けができな

いこと 

・ 原則、3 年間の短期間での評価となること 
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・ サンプリングのポピュレーションが定義で

きないこと 

 

B．調査結果 

B1．家庭血圧と室温 

 「高血圧治療ガイドライン 2019」1)では、生活

習慣の修正に伴う高血圧予防・降圧の効果につい

て防寒の重要性に触れており、高血圧患者に対し

ては冬季の暖房に配慮すべきであることに言及し

ている。特に、日本の住宅ではトイレや浴室・脱衣

所を暖房する習慣がないため、寒冷曝露が懸念さ

れている。そこで、この事業において、防寒・暖房

の科学的根拠を補強するために、家庭血圧と室温

との関連性についての以下の知見が提示された。 

・ 年齢・性別・生活習慣・室温を説明変数とした

血圧推計モデルをマルチレベル分析により構

築した。このモデルを用いて高血圧者の割合

が 50％未満となる室温が提示された。 

・ 高齢者ほど、起床時の血圧は気温の影響を受

けやすい。なお、女性の方が血圧は低い傾向に

ある。 

・ 住宅を断熱改修することにより、改修前より

朝 の 最 高 血 圧 3.1mmHg 、 最 低 血 圧 が

2.1mmHg 低下した。また、ハイリスク者(年齢

65 歳以上、男性、塩分 14 点以上、喫煙あり、

飲酒あり、汗かく運動なし、高血圧通院あり)

ほど、断熱改修による血圧低下効果は大きい。 

・ 朝と夜の室温変化が大きい住宅では血圧の朝

と夜の差が大きい。また、日々の室温変化が大

きい住宅では、血圧の日変動も大きくなる。 

 

B2．健康診断数値と室温 

健康日本 21 では、循環器疾患の危険因子として

高血圧の他に、脂質異常症、糖尿病が挙げられて

いる。そこで、健康診断により得られている血中

脂質、血糖値、心電図の結果と室温との関連性が

検証された。分析をあたっては、在宅中の曝露温

度を 12℃、18℃を閾値として、温暖群、準寒冷群、

寒冷群の三群に分け、各群の属性（年齢、性別、食

生活など）を調整した多変量解析が行われた。そ

の結果、以下の知見が提示された。 

・ 総コレステロール値は、温暖群・循環零群と比

較して寒冷群が有意に高く、オッズ比はそれ

ぞれ 1.9、1.8 である。Non-HDL コレステロー

ル値においても同様の傾向が示された。 

・ 温暖群・準寒冷群と比較して寒冷群では、心電

図異常の割合が有意に高く、オッズ比はそれ

ぞれ 2.2、1.8 である。 

 

B3．過活動膀胱・睡眠障害と室温 

過活動膀胱とは、尿意切迫感を主症状とし、頻

尿症状を併発する症候群である。日本では、40 歳

以上の 12.4%が症状を有しており、年齢が高いほ

ど有病率は高く、80 歳以上の有病率は 38%程度ま

で上昇している。また、寝室での寒さに暴露され

ることによる睡眠の質の低下が懸念され、健康日

本 21 では 2022 年までに全体の 15％に抑制する

とされている。そこで、断熱改修前後で過活動膀

胱と睡眠障害が改善されたかが検証され、以下の

知見が提示された。 

・ 過活動膀胱と室温との関連では、就寝前の室

温が 18℃以上と比較して 12℃未満では、有病

率が 1.4 倍となる。 

・ 過活動膀胱の発症は、改修後の冬季就寝前室

温が上昇すると抑えられている。 

・ 過活動膀胱の発症は、改修後の冬季就寝前室

温が上昇すると抑制され、室温低下は睡眠障

害の改善を妨げる。 

 

B4．身体活動・座位行動と室内環境 

座位時間が長くなると総死亡のリスクが段階的

に上昇するといわれている。また、テレビの視聴

時間が一日に 7 時間以上の人は 1 時間以内と比べ

て、死亡のリスクは 60%高いとされている。日本

では、コタツ使用や非居室が寒い場合が多く、住

宅内での活動量が低下していることが懸念される。

そこで、コタツ使用の有無と脱衣所の暖房の有無

が住宅内の座位行動・身体行動に与える影響が検

討された。その結果、以下のことがわかった。 

・ 男性の場合、コタツの使用により座位行動が 6

分/日長く、身体活動は 0.3MeTs/日小さくなっ

た。女性も同様の傾向が得られた。 
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・ 脱衣所暖房が無ければ、男性の場合、座位行動

が 5 分/日短く、身体活動は 0.2MeTs/日小さく

なった。女性も同様の傾向が得られた。 

・ 男女とも、部屋全体を暖める暖房を使用し、脱

衣所・トイレの温度を保つことにより、座位行

動を抑制し、身体活動を促進できる可能性が

ある。 

 

B5．身体活動と温熱環境 

住宅内で座位時間が長くなると、総死亡リスク

が高くなるといわれている。我が国では、コタツ

の使用やトイレや脱衣所のような非居室が寒い住

宅が多いため、座位行動が長時間になる可能性が

高いと推察される。そこで、冬季の暖房使用と住

宅内の座位行動・身体活動との関連性が検討され

た。分析には調査 4 年間に得られた 3,482 名のデ

ータが用いられ、線形混合モデルにより関連因子

の有意性が評価されている。その結果、以下の知

見が提示された。 

・ 断熱性能が低い住宅では、暖房を適切に使用

し、居室・非居室を暖かく保つことで、男女と

も座位行動が抑制され、身体活動を促進させ

る可能性がある。 

・ 居室では、局所暖房を使用せずに部屋を暖め

る暖房、脱衣所・トイレなどの非居室では、寒

さを我慢せず滞在時のみでも暖房することが

重要である。 

 

B6．室温と寒さの申告 

住宅内が寒くて当たり前という認識を持ちなが

ら暮らしている世帯が多いことが懸念されている。

このような寒冷な住まいは健康（血圧や過活動膀

胱等）に影響することは明らかである。よって、寒

さを認識できていない要因が検証され、その結果、

以下の知見が得られた。 

・ 居間で 3 割、寝室で 6 割、脱衣所で 1 割の居

住者が寒さを感じていない。 

・ 寒さがない側の申告をした居住者の平均室温

は、居間 17.7℃、寝室 13.1℃、脱衣所 14.5℃

であり、十分な温熱環境が形成されていない。 

・ 寒さを感じていない要因として、高齢である

こと、肥満であること等、循環器疾患のハイリ

スク者に該当する要因が挙げられる。 

・ 寒さは自己申告であるため、客観的な指標（室

温等）に基づいて分析を深める必要がある。 

 

B7．疾病・症状と室温 

居間や脱衣室の室温、居間床近傍の室温が高血

圧、関節症、腰痛症、糖尿病との関連性が検証さ

れ、以下の知見が提示された。 

・ 居間が 18℃未満の住宅群では、関節症である

割合が有意に高い。これは、皮膚表層部の血流

量が減少し、周辺の筋肉が硬直することと関

連している。 

・ 居間が 18℃未満の住宅群では、腰痛症である

割合が有意に高い。 

・ 居間が18℃以上であっても脱衣所が18℃未満

の住宅群は高血圧症である割合が高い。さら

に、居間と脱衣所ともに 18℃未満のであれば、

高血圧症である可能性がより高くなる。 

・ 居間が 14℃以上であっても、脱衣所が 14℃未

満の住宅群では、糖尿病である可能性が高い。

このような住宅は室間の温度差が大きいこと

になる。 

 また、断熱改修前後の居間の室温変化と各種疾

病・症状との関連性が検証され、以下の知見が提

示された。 

・ 床近傍室温が 3℃以上低下すると、つまずき・

転倒や骨折・捻挫の頻度が高くなる可能性が

ある。 

・ 居間室温が 1℃以上上昇すると、風邪の頻度が

低くなる可能性がある。 

・ 居間室温が 3℃以上上昇すると、腰痛の頻度が

低くなる可能性がある。 

 

B8．高断熱化と暖房の医療経済評価 

高断熱住宅に転居すれば、疾病改善効果がある

ことがわかっている。そこで、住宅と関連するエ

ビデンスが豊富な循環器疾患に着目し、新築と改

修による費用対効果が分析された。その結果、以

下のことが示された。 
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・ 住宅の新築時の断熱に投資をすれば、生涯費

用を増加させることなく健康寿命が延伸する

ことに期待される。 

断熱改修により生涯費用は増加するものの、新築

と同様に健康寿命が延伸するが、例えば、高血圧・

循環器疾患以外の健康影響も校了すればさらに多

くのメリットを享受できる可能性がある。 

 

B9．入浴習慣と室温 

厚生労働省人口動態統計によると、入浴中溺死

者数は交通事故死者数を超えている。この原因の

一つとして、冬季の寒冷な住環境では熱いお湯に

長時間つかるという危険な入浴習慣が挙げられて

いる。そこで、居間と脱衣所の室温に着目した分

析が行われ、以下の知見が提示された。 

・ 居間と脱衣所の冬季の在宅時平均室温が 18℃

以上の住宅では、入浴事故リスクが高いとさ

れる熱めの入浴をする確率が有意に低い。 

・ 断熱改修後に居間と脱衣所の室温が上昇した

住宅では、危険な熱めの入浴が有意に減少し

ている。 

 

B10．改修 5 年後経過した世帯を対象とした調査 

断熱改修を実施して 5 年以上が経過した世帯を

対象にフォローアップ調査が開始され、2020 年度

に 133 件、2021 年度に 211 件、2022 年度に 138

件を対象に調査データが得られている。それらを

分析した結果、以下のことが明らかとなりつつあ

る。 

・ 断熱改修した住宅に住み続けることによる 5

年後の血圧上昇の抑制効果は 2.5mmHg（最高

血圧）である。 

・ 寝室が 18℃以上の住宅に住み続けることによ

り、5 年後の脂質異常発症が 0.3 倍となる。寝

室が寒冷な住宅ではコレステロールが異常値

である割合が高い。 

・ 就寝前の寝室が18℃以上である住宅では、5年

度に夜間頻尿の発症が 0.42 倍に抑制された。

就寝前に身体を温めることの重要性が示唆さ

れる。 

・ 夜間に居間が温暖な住宅では、5 年後につまず

き・転倒が発生するオッズ比が 0.48 倍となっ

た。 

 

C．まとめ 

 スマートウェルネス住宅研究開発委員会では、

断熱改修を予定・実施する住宅を対象として、改

修前後における居住者の血圧や活動量等を計測し、

住環境の変化に伴う健康への影響を評価している

その結果、①家庭血圧と室温、②健康診断数値と

室温、③過活動膀胱・睡眠障害と室温、④身体活

動・座位行動と室内環境、⑤過活動膀胱・睡眠障害

と室温、⑥室温と寒さの申告、⑦疾病・症状と室

温、⑧高断熱化と暖房の医療経済評価、⑨入浴習

慣と室温、⑩改修 5 年後経過した世帯を対象とし

た調査、の観点から、住宅の温熱環境の向上が健

康増進に繋がる可能性を示唆する貴重な知見を整

理し、社会に発信している。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

居住に係る健康エビデンスの収集・整理 

研究分担者  桑沢 保夫  建築研究所 環境研究グループ  グループ長 

 

研究要旨 

本研究における研究計画・方法に示されている、「1) 居住に係る健康エビデンスの収集・整理（R2

年度）① 健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデンス整理」に対応して、「健康維持増進住宅研

究」及びこれに付随する研究成果等を整理し、以下のように取りまとめた。 

・健康維持増進住宅研究第一フェーズでは、住宅内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、コミュ

ニティと健康との関連を検討しており、屋外環境の影響を金額へ換算する手法など、今後の研究上参

考にするべき点が多くある。 

・健康維持増進住宅研究第二フェーズでは、第一フェーズにて実施されていた内容を継続して成果

を上げている。浴室・脱衣室温の許容値や屋外気温の影響などについては具体的な数値が挙げられて

おり、住宅の健康性評価に活用できる。また、健康チェックリスト、コミュニティの健康チェックリ

ストについても評価への活用が期待できる。 

・住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チェックリストは、健康維持増進住宅研究委員会にお

ける成果を活用し、簡単なインターフェースで自宅の居住環境の健康性を判断できるツールとしての

活用が可能である。 

・コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コミュニティの健康チェックリストは、健康維持増

進住宅研究委員会における成果を活用し、自宅のおかれたコミュニティの状況から地域における健康

面の問題を判断できるツールとしての活用が可能である。 

全体の結論としては、以下のとおりである。 

住宅内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、コミュニティと健康との関連に関する各種の調査・

研究成果が示されていた。また、これらの研究過程で示された成果を活用した、「住まいの健康性評

価ツール CASBEE 健康チェックリスト」、「コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コミュニテ

ィの健康チェックリスト」は健康面の問題を判断できるツールとしての活用が可能である。 

A．研究目的 

 本研究における研究計画・方法に示されてい

る、 

 

「1) 居住に係る健康エビデンスの収集・整理

（R2 年度） 

① 健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデ

ンス整理 

健康影響低減（空気質・湿気、温熱環境、屋外

環境の影響、ライフスタイルの調査から得られ

た、健康影響要閥、開発技術要素、室内環境ガイ

ドラインに関する情報）、健康増進（住環境満足

度や CASBEE 健康チェックリスト総合スコア、

ストレス・健康・慢性疼痛などの身体症状）に関

する成果を整理する。」 
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に対応して、「健康維持増進住宅研究」及びこれ

に付随する研究成果等を整理した。 

 

B．調査対象 

以下の文献等を調査対象とした。 

 

表１ 調査対象 

 プロジェクト等（参照文献等、実施年度等） 

C-1 健康維持増進住宅研究_第一フェーズ 

（2010 年 3 月_健康維持増進住宅研究_第一

フェーズ報告書、2007-2009) 

C-2 健康維持増進住宅研究_第二フェーズ 

（2013 年 3 月_平成 24 年度「健康維持増進

住宅研究 委員会・コンソーシアム」報告書、

2010-2012） 

C-3 住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康

チェックリスト（2011 年公開） 

C-4 コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コ

ミュニティの健康チェックリスト（2013 年公開） 

 

C．調査結果 

C1．健康維持増進住宅研究 第一フェーズ 1) 

(1) 概要 

住宅や地域の健康環境品質を向上し、生涯健康・

生涯現役を実現するための、新たな住宅環境やコ

ミュニティのあり方を検討するため、関連する産・

学・官の協力体制のもとに、今後の住宅市場にお

けるイノベーション達成を視野に入れつつ、市場

改革・学術改革・政策改革を目指して、健康維持増

進を実現する住宅環境に関する研究を行うことを

目的に、2007-2009 年度に実施された。委員長は

村上周三建築研究所理事長（当時）である。全体委

員会の下にある開発企画委員会と「健康維持増進

住宅研究コンソーシアム」に設けられた「健康影

響低減部会」、「健康増進部会」、「設計部会」、「健

康コミュニティ推進部会」が連携して研究が進め

られた。 

(2) 主な成果 

1) 健康影響低減部会 

室内空気質・湿気、室内温熱環境、屋外環境の影

響、ライフスタイルの各面から調査・検討を行い、

健康影響低減のための要素技術の開発に関する基

礎的検討を行った。 

 

室内空気質・湿気問題の検討では、児童のアレ

ルギー性疾患の有症率上昇を背景に、居住環境要

因と健康影響との関連性に関する疫学的調査を実

施し、全国の小学 4、5 年生を対象とするアレルギ

ー性疾患の有無と種類に関する全国規模のアンケ

ート調査（サンプル数約 26,000 件）から、以下の

ような結果を得た。 

・アレルギー性疾患の有病率は、49.9%であった。 

・全体的にアレルギー性鼻炎の有病率が高いが、

地域性は見られない。 

・アレルギー性疾患の原因としては、花粉、ハウ

スダスト、ダニが多い。 

・喘息は、ダニやハウスダスト、またアレルギー

性鼻炎やアレルギー性結膜炎は花粉が主要な原因

である。 

・カビは、アトピー性皮膚炎の主要な原因の一つ

であった。 

 

上記アンケート調査の有効回答から 3,000 件程

度の対象を抽出し、アレルギー性疾患と居住環境

との関連についての詳細アンケート調査から、以

下のような結果を得た。 

・「何らかのアレルギー性症状（現在）」を持つ児

童は各地域で 50～60%程度である。 

・両親が有している症状として最も多かったのは

「花粉症」であった。 

・児童の「花粉症様症状」や両親の「花粉症」 の

有症率は、関東地方で高い傾向が見られた。 

・ロジスティック回帰分析の結果では、周辺環境

のうち「工業地域」が呼吸器系疾患の発症リスク

を高める要因として有意であった。 

・「窓・サッシ以外のカビの発生」、「水シミの発生」

が症状と有意な関連性をもつ。 

・ダンプネスに関わる「カビの発生」や「水シミの

発生」が、アレルギー性疾患に何らかの影響を及

ぼしていることが示唆された。 
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100 件の住宅を対象とした実測調査で、調査対

象をアレルギー性疾患の症状の有無によりケース

群とコントロール群に分類し、測定結果を比較し

た結果、以下のような結果を得た。 

・ケース群の住宅においてはカビの生育状況に影

響を及ぼす相対湿度 70%超過率が有意に高い。 

・ロジスティック回帰分析により、アレルギー性

疾患に居住環境要因が及ぼす影響の大きさが季節

により異なり、冬期では室内環境の影響が大きい。 

・コントロール群とケース群の室内浮遊真菌濃度

の間に、低い濃度では明確な差がないものの、濃

度が高くなるにつれ、コントロール群に比べケー

ス群の濃度がより高くなっている。これは、室内

に真菌の主な汚染源が存在しているためであり、

アンケート調査の結果と併せて考えれば、子供の

アレルギー性疾患に真菌が重要な関わりを持って

いることが明らかになった。 

 

室内熱環境問題の検討では、まず、人口動態統

計に基づく家庭内事故住宅における健康影響要因

を検討するため、家庭内事故と循環器疾患による

死亡についての過去 10 年間の人口動態統計の関

連資料を概観した。 

・家庭内事故の死亡総数の経年変化を見ると現在

に至るまで増加している。 

・2006 年の死亡総数は 12,152 人にのぼり、交通

事故による死亡者 9,048 人をはるかに上回ってい

る。 

・内訳は、浴槽事故が最も多く、次いで転倒が多

い。 

・家庭内事故の死亡総数を年齢階級別にみると高

齢者に多い。 

・循環器疾患による死亡について、2006 年、2001

年、1996 年の心疾患と脳血管疾患の都道府県別死

亡率を高率な順で見ると、死亡率が高いのは東北

をはじめとして寒冷な地域に多い。 

・心疾患と脳血管疾患の月別死亡率は、夏に低く

冬に高い傾向が認められるが、例えば、秋田の季

節変動は両疾患とも大きいが、同じ寒冷地であり

ながら北海道の季節変動は比較的小さい。 

以上より「これらの疾患には、気候に加えて寒

冷刺激など室内熱環境が発症の契機となると推察

される。」としている。 

 

冬季の温熱環境と生理・心理反応については、

冬季の居室や浴室、トイレの温熱環境の実態や高

齢者の生理・心理反応との関連性を検討した。調

査対象は、65 歳以上の高齢者が居住し、浴室・ト

イレに暖房がある住宅（暖房あり住宅）とない住

宅（暖房なし住宅）で、調査地域は、秋田（暖房あ

り住宅 1 戸、暖房なし住宅 2 戸）と大阪（暖房あ

り住宅 2 戸、暖房なし住宅 2 戸）である。各室温

度と外気温を 1 分毎に一週間測定した。また、高

齢者にトイレと入浴の模擬行動を依頼しその間の

皮膚温、血圧、心拍数、温冷感、快適感を調査し

た。これにより、以下のような結果を得た。 

・調査期間中の外気温は秋田で平均 0℃前後、大

阪で 10℃を僅かに下回り、居間の気温は両地域で

大差無い。しかし、居間以外は大阪では差がない

ものの秋田では気温が低く、居間との温度差が大

きい。 

・秋田で暖房なし住宅では、居間と 10℃以上の温

度差がある。暖房あり住宅では浴室やトイレと居

間との温度差が小さい。秋田の暖房なし住宅の高

齢者が、トイレ、浴室に移動すると血圧は明らか

に上昇した。 

以上より、「住宅内の温度差が高齢者のトイレや

入浴行為に対し生理・心理的なストレスとなるこ

と、ヒートショック対策としてトイレや浴室の暖

房は効果的である。」としている。 

 

夏季の室内外温度差と生理・心理反応について

は、室内と屋外を想定した被験者実験により、エ

アコンが苦手な人とそうでない人の生理・心理的

反応を調べ、体質を考慮した快適な室内温度条件

を検討した。被験者は 21～22 歳の青年女子 10 名

をエアコンが苦手な人（5 名）、そうでない人（5

名）の 2 群に分けた。夏季屋外を想定した 35℃、

室内を想定した 28℃と 25℃に設定した曝露室を

準備した。被験者は 28℃の前室で椅座位安静状態

を保ち舌下温、血圧、体重を測定した後、コルチゾ
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ール分泌量測定のため唾液を採取し、35℃の暑熱

曝露室へ移動させた。暑熱曝露室で 15 分間過ごし

た後、28℃または 25℃の冷房曝露室へ移動し、さ

らに 15 分間過ごさせた。その後、唾液を採取し、

再び暑熱曝露室で 15 分間、冷房曝露室で 15 分間

過ごさせた。唾液の採取後、冷房曝露室を退室さ

せ、前室にて舌下温、血圧、体重を測定した。これ

により、以下のような結果を得た。 

・平均皮膚温は、暑熱環境では両グループとも

35℃を越えたが、冷房環境では 33～34℃であった。 

・冷房曝露室 1 回目と冷房曝露室 2 回目の条件間

に有意差があり、25℃に比べて 28℃の方が高い。

躯幹部皮膚温は苦手グループが高い傾向を示した

が有意差はなく、末梢部皮膚温は 2 回目冷房曝露

で低下し、苦手グループ方が有意に低値を示した。 

・自覚症状調べでは、苦手クループでは、ねむけ、

だるさ等の疲労の訴えが多い。一方、好きグルー

プは全ての項目にて訴えは少ない。 

 

人口動態統計を使用した福岡県市町村別入浴死

については、溺死は家庭内事故死の主な死因であ

り、福岡県は溺死死亡率がこの 10 年間、全国 1 位

となっていて、溺死死亡率は福岡県内の市町村で

も大きな違いが認められるため、市町村間の死亡

率の違いを、生活環境（人口、人口密度、高齢化

率、公営住宅世帯率、介護状況など）との関係から

検討した。 

・福岡県内の 83 市町村から選んだ低死亡率群（10

町村）と高死亡率群（14 市町）を 2 群とする判別

分析を行い、2 群を判別する線形判別関数（誤判別

率 0.030）を求めることができた。有意な係数の項

目は、公営住宅世帯比率であり（P=0.038）、その

他、比較 的関連が 大きな項 目は高齢 化率

（P=0.068）、老人保健施設数（P=0.065）であっ

た。公営住宅世帯比率と老人保健施設数の判別関

数の係数は負の値を示しており、公営住宅世帯比

率や老人保健施設数が低い市町村での溺死死亡率

が高いことが示された。 

以上より、「これらの施設が整備されていない地

域（市町村）では、高齢者が安全でない住居で生活

する機会が多いことが高い溺死死亡率をもたらす

要因のひとつであることが示唆される。一方、高

齢化比率の判別関数における係数は、正の値を示

しており、高齢化比率が高い市町村では、溺死死

亡率が高いことが示された。本研究では、溺死死

亡率は人口構成で補正された SMR を使用してい

るが、高齢化が進行した市町村では、高齢化比率

で説明される割合を超えて溺死が発生することを

示すものである。」としている（SMR：標準化死亡

比 standardized mortality ratio）。 

 

溺死と住宅との関係については、住宅構造等で

検討した項目は、住宅総数、木造住宅、防火木造、

非木造、65 歳以上が居住する住宅、建築年代、跨

ぎやすい浴槽が設置された住宅、高齢者のための

設備がない住宅などを対象とした。 

・低死亡率群（9 市町）と高死亡率群（ 11 市町）

を 2 群とする判別分析を行い、2 群を判別する線

形判別関数（誤判別率 0.133）を求めることができ

た。有意な係数の項目は認められなかったが、比

較的関連が大きな項目は跨ぎやすい浴槽の設置率

（p=0.079）であった。 

以上より、「浴室設備の状況が溺死と関連している

ことが示唆される。」としている。 

 

高齢者の冬季入浴環境に関しては、全国調査デ

ータの分析として、夏期と冬期に全国の 11 地域で

戸建住宅を対象にして室内温熱環境を中心とする

アンケート調査、及び住宅内の気温の実測調査の

結果を用い、調査対象住宅の設備や居住者の温冷

感、冬期の住宅内の各場所における室温との関連

性について分析した。その結果、以下の点が明ら

かとなった。 

・コンクリート住宅、ユニットバス、浴室の窓は

複層ガラスであることが外気温の影響を小さくし

ている。 

・浴室やトイレの暖房効果が認められる。 

・居間と浴室やトイレとの気温差は午後 8 時頃に

最大となる。 

・住宅内の各場所における温冷感と実際の室温は

共通でなく、浴室やトイレの寒さには比較的寛容

である。 
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・各地域で居間と浴室の気温差が大きいと入浴事

故死亡率も高い傾向にある。 

・札幌は外気温と平均室温の関係が他の地域と異

なっている。 

以上より、「冬期においては住宅内で居間と浴室

やトイレの気温差を小さくしてヒートショック

（寒冷ストレス）を軽減することが健康増進住宅

を目指す一つの方策であり、浴室やトイレでの暖

房をはじめ住宅設備を改善することにより、気温

差を小さくすることが可能である。」としている。 

 

屋外環境影響については、ヒートアイランド現

象に伴う「睡眠障害」や「疲労」 の発生について

アンケート調査を行った。外気温上昇が睡眠障害

に及ぼす影響、夜間の外気温変化と睡眠障害発生

の関係を把握するために、2008 年 8 月 24 日～8

月 30 日の 7 日間にわたり、東京 23 区および大阪

府に居住する 20 歳以上の男女（各都市 500 名）

を対象に、インターネットを用いたアンケート調

査を行った。調査内容は、初日のみに回答を行う

「回答者の属性」と「ピッツパーグ、睡眠質問票

（PSQI・J)」、毎日回答を行う「その日の睡眠状況

（SQIDS)」の各項目に分類される。PSQI・J は過

去 1 ヶ月の睡眠状況に関する問い（①睡眠の質、

②入眠時間、③睡眠時問、④睡眠効率、⑤睡眠困

難、⑤眠剤の使用、⑦日中覚醒困難）であり、各 0

～3 点の 4 段階で評価し、総合得点（0～21 点）を

算出し、この PSQI-J を参考として毎日の睡眠状

況を判定する SQIDS を構築した。これにより、以

下の結果を得た。 

・SQIDS の回答と 0 時外気温（入眠時気温を想定）

との関係を評価した結果から、睡眠時に冷房を使

用しなかった場合、0 時外気温が 24.7℃未満のと

きに睡眠障害者率は変化せず、24.7℃以上になる

と外気温が 1℃上昇するごとに 0.37 点増加する気

温感度が確認された。この結果から、24.7℃から

30.0℃において、1℃上昇するごとに睡眠障害者が

7.3%増加すると推定された。 

次に、ヒートアイランド現象を再現するメソス

ケール数値気候モデルを用いて、ヒートアイラン

ド影響が無い場合（人工被覆および人工排熱無し）

の計算を行い、現状との差を基に大阪府内の市町

村ごとに影響を定量化した。さらに、上述の結果

を基に、被害算定型環境影響評価手法（LIME)に

より睡眠障害影響を障害調整生命年（DALY）とし

て定量化し金銭換算を行った。相当損失年数（YLD）

における睡眠障害の障害度を 0.05、障害期間を 1

日として評価した。これにより、以下の結果を得

た。 

・夏季晴天日におけるヒートアイランド現象に伴

う大阪府全体の睡眠障害の健康被害影響は

172,660［万円／日］と評価された。 

 

外気温上昇が疲労に及ぼす影響について、日中

の外気温変化と疲労発生の関係を把握するために、

2009 年 9 月 8 日～10 月 8 日にわたり、大阪府に

居住する 20 歳以上の男女 400 名を対象に、イン

ターネットを用いたアンケート調査を行った。調

査内容は、初日のみに回答を行う「回答者の属性」、

毎日回答を行う「その日の生活状況」 と「疲労の

程度」の各項目に分類される。「疲労の程度」につ

いては、感覚や行動に関する 14 項目の質問につい

てそれぞれの疲労程度を回答する「Chalder 

Fatigue Scale (CFS) 」 と自身の経験における極

度の疲労に対する日々の相対的な疲労程度を回答

する「Visual Analogue Scale」の 2 種類の方法に

より評価を試みた。これにより、以下の結果を得

た。 

・CFS の回答と日最高気温との関係を評価した結

果から、外気温 26.4℃を分岐点とし、26.4℃以上

の範囲で 1℃あたり 0.17 点増加する気温感度が確

認された。 

・臨床による評価結果から、CFS が 20 点以上で

「疲労感を感じる」、25 点以上で「慢性疲労症候

群（Chronic Fatigue Syndrome）として判断され

る」が、ヒートアイランド現象の存在によるそれ

ぞれの影響金額を LIME により上述の睡眠障害と

同様の方法で評価した結果、「疲労感（障害度 0.01、

障害期間 1 日）」については 1,277［万円／日］、

「慢性疲労症候群（障害度 0.1、障害期間 1 ヶ月）」

については 3,737［万円／日］の被害が大阪府全体

の健康被害影響として評価された。 
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上述の気温と睡眠障害および疲労との関係に加

え、既往研究成果を基にして、ヒートアイランド

現象が人間健康全般に与える影響について LIME

による被害金額の定量化を行った。対象とした健

康影響は疲労（疲労感、慢性疲労症候群）、睡眠障

害、各種感染症（咽頭結膜炎、流行性角結膜症、手

足口病、突発性発疹、腸管出血性大腸菌感染症）、

熱ストレスによる死亡、熱中症による死亡である。

各種感染症は鳴海らにより、保健所で、定点観測

を行っている 87 種類の感染症のうち、報告数から

季節変動がみられ、気温と明確な相関関係が得ら

れた疾病を対象とした。また、熱ストレスおよび

熱中症による死亡については、玄地らが算出した

気温感度を用いた。これにより、以下の結果を得

た。 

・最も被害の大きい健康影響は睡眠障害の

172,660（万円／日］であり、次いで熱ストレスに

よる死亡の 14,830［万円／日］となった（いずれ

も夏季晴天日の大阪府における被害）。各種感染症

や疲労感については相対的に影響が小さい結果を

示した。 

 

健康影響の低減に資するライフスタイルの現状

とあり方にかかわる方策について①保健衛生と住

宅における「ライフスタイル」、②行動変容にかか

わるステージ分類、③情報収集・判断・環境調整行

動にかかわるモデルの提案という観点から住宅メ

ーカ一、エネルギー供給者から既往の関連資料を

収集し、その現状と動向を把握した。これにより、

以下の結果を得た。 

・「ライフスタイル」は広義に捉えられ、浴室（水

周り）や居間での疲労回復、省エネ・親自然性など

が目立つが、居住環境との関係が直接示されたも

のは少ない。 

・環境構築要素・環境要素別に「どのような指向

を持っているか」「具体の調整手段」「期待される

効果と課題」などを整理し、建築技術・機器性能等

の革新高度化や、社会制約等の変化に対応したリ

テラシー構築に不十分な点が多い状況が示され、

検討の必要性が明確となった。 

 

2) 設計部会 

健康維持増進を考えていくにあたって、「健康」

をどのようにとらえるかの概念把握を行った。東

洋大ライフデザイン学部に所属する教員を対象と

したアンケート調査を行い、医学・工学・社会科学

などのそれぞれの視点から見た健康概念を収集し

た。これにより、以下の結果を得た。 

・健康の維持や増進のためにはある程度の負荷を

かけることが必要であること、求められる健康が

人々によってそして段階によって異なるというこ

とが指摘された。 

 

健康に関わるイメージの構造階層を把握するた

めに、評価グリッド法を応用したアンケートによ

る健康イメージ調査を行った。アンケー卜は部会

委員を通じて配付、さらに行政（福岡県八女郡黒

木町）の協力を得て中山間地域での追加調査を行

い、地域・年齢層の異なる 88 名から回答を得た。

これにより、以下の結果を得た。 

・健康に関わるイメージ構造分析図として集約し、

住宅に関わる健康ニーズの全体像を描き出した。

ニーズに関して「運動」「食事」「入浴」「趣味・く

つろぎ」「睡眠」「前向き思考」の 6 つの分類を得

た。 

 

2008 年度に開催された「第 1 回健康維持増進住

宅設計コンペティション」（審査委員長：隈研吾）

において、308 件の提案が集まり、応募作品の図

面に記述されている説明文から「設計者が考える、

人が健康である状態」に関する事項を抽出し、キ

ーワード化、それに対する具体的な技術的提案の

傾向分析を行った。これにより、以下の結果を得

た。 

・「コミュニケーション」、「室内環境（採光・空気・

温度など）」が多く取り上げられているとの分析結

果が示された。また、建築における技術的な提案

としては、新たな室や領域を加える「付加」的な手

法、空間を相互に関係づける「空間構成」による手

法があることが導き出された。 

 



- 49 - 

3) 健康コミュニティ推進部会 

都市圏（郊外住宅地）のモデルとして北九州市

八幡西区八枝地区、地方都市（郊外・農山村）のモ

デル地区として、高知県梼原町、地方都市（街な

か）のモデル地区として、長野県上高井郡小布施

町を対象とした調査データを統合し、「健康形成要

因モデル－3 都市モデル－」の作成を試みると共

に、各都市間の比較を行うことで各都市の特徴を

明確にした。 

分析の詳細は、これまでに各都市単独で作成し

たモデルと同様に、まず『住まい・コミュニティ』

と『健康』それぞれに関して因子分析を行い、2 次

因子モデルを作成する。次に、『住まい・コミュニ

ティ』によって『健康』が規定されるという仮定の

下、これら 2 次因子を用いた多重指標モデルを作

成し、各種適合度指標を用いて、モデルの微修正

を行う。最終的に得られたモデルに対して、多母

集団の同時分析を行い、地域区分による母集団間

の比較を行うと共に、母集団毎のモデルの異質性

（等質性）に関する検討を行った。尚、今回使用し

た 3 都市の調査データの有効回答数は合計 2,493

サンプルであった。 

住まい・コミュニティの 2 次因子モデルについ

て、検証的因子分析に基づくモデリングを行った。

尚、モデリングの際には探索的因子分析の結果を

全面的に採用した。両モデルとも適合度は良好で

あり、どのパス係数、共分散についても 0.1%有意

であった。これにより、以下の結果を得た。 

・『住まい・コミュニティ』の 1 次因子として、『社

会支援環境』が強く規定されており、観測変数と

しては「地域活動」「まちなみ・景観」等の項目が

抽出された。 

 

健康の 2 次因子モデルとして、探索的因子分析

の結果を参考に検証的因子分析に基づくモデリン

グを行った。両モデルとも適合度は良好であり、

どのパス係数、共分散についても 0.1%有意であっ

た。これにより、以下の結果を得た。 

・『健康』の 1 次因子として、『身体的健康』が強

く規定されており、観測変数としては「年齢相応

体力」「運動」等の項目が抽出された。 

 

3 都市の健康形成要因モデル（3 都市モデル）と

して、上記の『住まい・コミュニティ』及び『健 

康』の 2 次因子モデルを結合し、健康形成要因モ

デルを作成した。相互関係性を見ると、『健康』は、

『コミュニティ』から標準化推定値 0.21 で規定さ

れ、『室内住環境（住まい）』からも標準化推定値

0.39 と直接規定されると共に、『コミュニティ』か

ら『室内住環境（住まい） 』を経て間接的にも影

響される。これにより、以下の結果を得た。 

・同モデルの適合度も良好であり、同モデルによ

り『健康』の 29%を説明できることが明らかとな

った。 

  

地域区分による母集団の異質性（等質性）の検

討のため、多母集団同時分析を行った。尚、制約条

件は、測定モデルの因子パタンが群間で等しいも

のとしている。これにより、以下の結果を得た。 

・どの都市においても健康の決定係数は概ね 30%

を示した。北九州市、梼原町、小布施町の 3 都市

に共通するモデルが存在することが明らかとなっ

たが、「地方都市－郊外農山村（梼原町）」→ 「地

方都市－まちなか（小布施町）」→ 「都市圏－郊外

住宅地（北九州市）」となるにつれ、『住まい』から

『健康』への影響が小さくなり、逆に『コミュニテ

ィ』から『健康』への影響が大きくなる傾向が見ら

れるなど、都市形態・規模による健康要因の異質

性が示唆された。これは強い制約条件を与えた際

の適合度にも表れており、これまでに各都市単独

で、作成したモデルの有用性が認められる結果と

なった。 

 

C2．健康維持増進住宅研究_第二フェーズ 2) 

(1) 概要 

住宅や地域の健康環境品質を向上し、生涯健康・

生涯現役を実現するための、新たな住宅環境やコ

ミュニティのあり方を検討するため、関連する産・

学・官の協力体制のもとに、今後の住宅市場にお

けるイノベーション達成を視野に入れつつ、市場

改革・学術改革・政策改革を目指して、健康維持増

進を実現する住宅環境に関する研究を行うことを
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目的に、2010-2012 年度に実施された。委員長は

村上周三建築研究所理事長である。第一フェーズ

と同様に全体委員会の下にある開発企画委員会と

「健康維持増進住宅研究コンソーシアム」に設け

られた「健康影響低減部会」、「健康増進部会」、「設

計ガイドライン部会」、「健康コミュニティガイド

ライン部会」が連携して研究が進められた。 

 

(2) 主な成果 

1) 健康影響低減部会 

この部会は，健康に及ぼす各種の影響要因を医

学的，建築的観点から明確にし，それらを排除し

て健康で快適な環境を実現するためのガイドライ

ン案，要素技術，設計手法，ライフスタイルなどを

提案することを目的とする。特に，以下に示す重

点的に検討すべき健康影響要因に着目した。 

①室内空気汚染 

②室内の湿気問題 

③室内の熱環境問題 

④屋外環境が与える健康影響 

⑤その他の健康要因 

⑥健康影響低減のためのライフスタイル 

以下には、これらのうち主な成果を示す。 

 

 

図１ 健康影響の原因となる各種要因 

 

室内空気環境・湿気環境と健康影響については、

本調査において実施した『居住環境と児童のアレ

ルギー性疾患の関連性についての詳細なアンケー

ト調査（ n = 1,662）』をもとに，室内の結露やカ

ビの発生といった住宅のDampnessと各アレルギ

ー症状との間に何らかの関連性について分析した。

これにより、以下の結果を得た。 

・北海道から九州・沖縄地方に至るまで「アレル

ギー性症状」の有症率は各地域で 50%を超え，程

度の差はあるが半数の児童は何らかの症状を有し

ている。症状別では，「花粉症様症状」が北海道で

40%，東北地方以南では 50%を超えている。特に，

関東地方では 60%と高い割合を示している。 

ダンプネス（高湿度環境）の程度を代表する指標

として Dampness Index を用いた。これは、居間

と寝室の結露，カビ，水シミの発生の有無を加算

したものであり，「0」はいずれも発生せず「6」は

両室に結露等が全て発生することを表している。

北海道や東北地域では Dampness Index が「3」や

「4」の住宅割合が高い。一方，関東以南では「1」

や「2」割合が増加しており，寒冷な地域の方がダ

ンプネス状態を申告する割合が高い。また，いず

れの地域でも居間よりも寝室の方で指標が大きい

割合が増加する。 

ダンプネスが各アレルギー性症状に与える影響

程度を明らかにするために多変量ロジスティック

回帰分析を行い，性別や両親のアレルギー既往歴

などの交絡因子で調整を行った調整オッズ比（OR）

と 95%信頼区間を算出した。これにより、以下の

結果を得た。 

・「持続性せき」や「気道過敏症」「喘息様症状」

と，カビの「窓サッシ以外の両室（居間と寝室）発

生」には有意な関連性が見られ，症状に与える影

響が大きい。水シミに関しても，「窓サッシ以外の

両室に発生」している場合に「持続性せき」や「気

道過敏症」の OR が有意に 1.0 以上となった。 

Dampness Index と各症状との関係についてみ

ると，「気道過敏症」や「喘息様症状」にて

Dampness Index が増加するほど， OR が 1.0 よ

り大きくなる傾向を示した。つまり、ダンプネス

状態が複数発生しそれらが重度化するほど，発症

の確率が高くなる。カビや水シミの発生という高

湿度環境から誘発される問題と，呼吸器・アレル

ギー性疾患との関連についての疫学調査は海外で

多く実施されており， WHO によるガイドライン

では，ダンプネスが健康への阻害要因として関与
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していることはほぼ間違いないとしている。本調

査においても，ダンプネスに起因する微生物汚染

等の種々の問題が健康に与える影響を無視するこ

とができないことが明らかとなった。 

 

住宅の低湿度環境は冬季に発生しやすく，肌，

喉，目，粘膜の乾燥感と関連している。過度な感想

状態がアトピー性皮膚炎の悪化の一因になる等，

居住者の健康に直接影響する場合や，インフルエ

ンザウィルスの生存率増加のように二次的に影響

するといわれている。このように，低湿度環境が

居住者の健康に影響を及ぼす可能性は依然として

指摘されているものの，健康被害低減の観点から

見た防除法の提示には至っていない。そこで，住

宅の低湿度環境に起因する健康影響と居住環境要

因の実態を把握するとともに，それらの関連性を

明らかにすることを目的として，インターネット

を介した全国規模のアンケート調査を行った。

Web サイトを通じたアンケート調査で、対象は全

国の住宅とし，有効回答数は 3,879 件（回収率

83.3%）である。質問内容は，乾燥感の度合い，過

乾燥による建物側の被害状況，過乾燥による健康

状態の悪化の程度等の低湿度環境の状況、住宅属

性、住まい方である。これにより、以下の結果を得

た。 

・乾燥を問題と考えている割合は全体の 37.1%，

そのうち「健康に何らかの影響や被害を受けてい

る」割合が全体の 22.8%である。健康影響には， 

「風邪を引きやすい（12.3%）」「喉が痛い（9.0%）」

「アレルギー悪化（2.4%）」などが挙げられている。 

 また、乾燥感と居住環境要因との関連性を把握

するために， 従属変数として，「乾燥による健康

被害あり」「健康被害なし」を二値化したダミー変

数を用いた多重ロジスティック回帰分析からは以

下の結果を得た。 

・乾燥を原因とする「健康被害あり」との回答に

は， 性別，年代，暖房運転，換気運転， 空気汚染

の知覚が強く関連していることがわかった。 

・性別では「女性」のオッズ比が l.20(p＜0.01）と

女性の方が被害を訴える傾向にある。 

・年代では，「30 歳代」以降の年齢層のオッズ比が

1.00 以下となり，特に，「40 歳代」「50 歳代」「60

歳代以上」では，「20 歳代」の方が被害を訴えてい

る。 

・断熱水準と乾燥による健康被害とには強い関連

性は見られないものの，「無断熱」の方が健康被害

を訴える傾向にある。「次世代省エネ基準」のオッ

ズ比は 0.61(p<0.05）であり， 断熱水準の向上が

健康影響低減に寄与することが示唆される。 

・暖房・換気運転では， 「終日運転」「常に運転」

と比べて，運転時間が短い方が健康被害がないと

回答する傾向が見られ，安定した温度環境や乾燥

した換気用外気の導入による低湿度環境が乾燥傾

向を促進していると考えられる。しかしながら，

空気汚染を「感じる」のオッズ比は 1.71(p<0.01）

と高く，健康被害が生じているのは，低湿度環境

が直接影響する場合のみとはいえないことが示唆

され，居住者が低湿度以外の空気質により乾燥す

ると知覚している可能性を検討する必要がある。 

 

屋外気温の変化と睡眠および疲労との関連性を

把握するために、夏季と冬季のそれぞれに対して

連続する 2 週間を 3 期（6 日間ずつ）選び、記述

式のアンケート調査を実施した。対象者は大阪府

内に居住する 20 歳以上の男女約 200 名とした。

睡眠の状況に関しては、過去 1 か月の睡眠状況を

問う日本語版ピッツパーグ睡眠質問票（PSQI・J)

を応用した SleepQuality Index for Daily Sleep 

(SQIDS) （毎日の睡眠を評価する指標で、総合得

点が高いほど睡眠が悪いと評価される）を用いて

評価した。疲労の状況に関しては、Chalder の疲

労尺度日本語版（DCFS)（慢性疲労の評価尺度で、

スコアが高いほど疲労している。）を用いて評価し

た。これにより、以下の結果を得た。 

・外気温が睡眠に与える影響について、ベースス

コア、闇値気温、気温感応度を推定した結果、図 2 

(左)に示すように 4.5 点がベーススコアとなり、暑

熱側では 18℃が闇値となる分岐が認められた。一

方で、寒冷側では分岐が認められなかった。l8℃超

では l℃あたり0.1点の割合で得点が増加すると推

定された。この結果と SQIDS のカットオフスコ
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アである 3.8 点を基にして、睡眠に問題を生じる

人口の増加率を推計したところ、1℃の上昇で

0.84%の増加となった。睡眠に関して冬季に感応

が認められなかったのは、冬季には寝具や着衣に

より寝床内気候を適切に保つことができるためと

推察される。図 3 に就寝中の冷房利用と SQIDS ス

コアの関係を示すと、冷房を利用しない回答者の

SQIDS スコアは外気温の影響を受けない一方で、

冷房を利用した回答者は外気温の上昇により有意

に増加した。 

外気温が疲労に与える影響について、ベースス

コア、闇値気温、気温感応度を推定した結果、図 2 

(右)に示すように 9.7 点がベーススコアとなり、暑

熱側では 26℃、寒冷側では 12℃が闇値となる分

岐が認められた。気温感応度については、暑熱側

は 1℃あたり 0.2 点、寒冷側は℃あたり 0.18 点の

割合で得点が変化すると推定された。この結果と

DCFS のカットオフスコアである 8.6 点を基にし

て、疲労に問題を生じる人口の増加率を推計した

ところ、暑熱側では l℃の上昇で 0.76%の増加、寒

冷側では 1℃の上昇で 0.6%の減少となった。 

 
図 2 健康影響の原因となる各種要因 

 

 

図 3 健康影響の原因となる各種要因 

 

屋外環境の高温化による睡眠問題・疲労への影

響については、因果関係に関する検討を深めるべ

く、睡眠や疲労に及ぼす影響に関するアンケート

調査として、睡眠や疲労の程度に関する調査を実

施した。これにより、以下の結果を得た。 

・エアコンを積極使用する回答者は暑熱により疲

労が悪化しやすい一方で、エアコンの使用頻度が

低い回答者は影響を受けにくいこと、夏季にはエ

アコン利用により睡眠の質が良化するが、設定温

度の影響も大きく受けることが示された。 

 

 大阪府において、過去 35 年間の気温上昇によっ

て生じる人間健康全般に与える影響を DALY 

(disability adjusted life year：障害調整生命年）

を基にして各疾病の被害量を金銭価値で評価し、

以下の結果を得た。 

・通年では 207 億円［Eco Index Yen］の健康被害

が増加していることを示した。 

 

2) 健康増進部会 

住環境・ライフスタイルと健康状態の一つであ

る「腰痛／肩こり」との関連を明らかにし、住環境

による健康維持増進の効果を確認するためwebよ

るアンケート調査をした。住宅で過ごす時間の長

い女性で腰痛・肩こりの既往者 5000 名を対象と

した。「居住環境・生活行動」が「腰痛・肩こり」

に影響するという仮説を証明し、その影響度を定

量的に把握することを目的とし、共分散構造分析

を行った。これにより、以下の結果を得た。 

・『慢性腰痛』の 54%を『ストレス、疲労感』、『住

まいの満足度』、『家事の楽しみ』で説明できるこ

とがわかり、『住まいの満足』と『家事の楽しみ』

は『慢性腰痛』に直接的にはわずかに増やす方向

に影響を与えているが、『住まいの満足』と『家事

の楽しみ』は『ストレス、疲労感』を介することに

よって間接的に『慢性腰痛』を低下させる方向に

中等度の影響を与えていた。 

 また、『慢性肩こり』の 60%を『ストレス、疲労

感』、『住まいの満足度』、『家事の楽しみ』で説明

できることがわかり、『家事の楽しみ』、『住まいの

満足』は『慢性肩こり』に直接的にはわずかに増や

す方向に影響を与えているが、『ストレス、疲労感』

を介することによって、間接的に『慢性肩こり』を

低下させる方向に中等度の影響を与えていた。 
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 次に、腰痛・肩こりと居住環境・生活行動に関す

るアンケートにより、住環境や生活行動は、スト

レス・疲労感を経由して、慢性腰痛・肩こりに影響

を与える可能性が示された。そこで、居住環境・生

活行動がストレスに与える影響を解明する事を目

的としたアンケート調査を行った。20 歳以上の女

性 1,000 名を対象とした。①現在働いていない人、

②パート・アルバイトをしている人、③フルタイ

ムで働いている人が均等になるよう就労時間によ

り割付した。これにより、以下の結果を得た。 

・『健康度』の 73%を『ストレス度』、『住環境満足

度』、『リラックス効果』、『リラックス時間』、

『CASBEE－健康』で説明できる事がわかり、

『CASBEE－健康』の『健康度』への直接的な影

響は見られなかったが、『住環境満足度』や『スト

レス度』、『リラックス効果』を介して与える間接

的な影響は強く、CASBEE・健康得点は健康感と

相関性があるという既往の報告に一致した。『リラ

ックス時間』は『健康度』と『ストレス度』に直接

的な影響は見られなかったが、『リラックス効果』

を介しての『健康度』への間接的な影響がみられ

た。『リラックス効果』は『健康度』を増やす方向

に、『ストレス度』は『健康度』を減らす方向に強

く影響を与えていた。 

 

4) 健康コミュニティガイドライン部会 

 この部会では、住宅に加え、特に「地域環境・コ

ミュニティ（以下、地域環境）」に着目し、「住宅・

地域環境」と「健康」間の関連性とそれらの影響度

をアンケート調査に基づき定量的に示すことで、

居住者の健康決定要因及びその形成構造を解明す

る。更に、他部会の研究成果も踏まえ、健康配慮型

のまちづくりを促進する地域環境整備に関するガ

イドラインの策定を行った。 

2011 年に「コミュニティの健康チェックリスト」

を作成し、その妥当性を検証するために、WEB ア

ンケート調査を実施し、さらにその結果に対応し

てリストを改訂して再度 WEB アンケート調査を

実施した。全国の 20 歳以上の一般市民を対象とし

た。これにより、以下の結果を得た。 

・住まいを考慮したコミュニティの健康チェック

リストスコアと健康の関連について、コミュニテ

ィの健康チェックリストのスコアの 4 分位と、

CASBEE 健康チェックリスト（住まいチェックリ

スト）スコアの 4 分位の双方を考慮した 16 分位

の健康指標の値について検証し、住まいとコミュ

ニティの双方のスコアが上昇するに応じて、健康

な住民（風邪や関節痛などの自覚症状のない人や、

QOL の高い人）が増加することが確認できた（図 

4）。 

自覚症状については、住まい・コミュニティの

双方が第 l 分位の無申告者割合が 6%なのに対し

て、住まい・コミュニティの双方が第 4 分位では

26%であった。同様に、身体的サマリースコアは

46.26 から 50.33 に上昇し、精神的サマリースコ

アについても 44.23 から 50.55 へ大幅に上昇して

いる。このことからも、住まいとコミュニティの

双方のチェックが重要であることを示唆している。 

 

 

図 4 健康チェックリスト、コミュニティの健康チェックリス

トスコアと健康の関連 

 

C3．住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康

チェックリスト 3) 

(1) 概要 

住まいの環境が健康に大きな影響を与えるこ

とから、健康に悪影響が及ばない居住環境を実現
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するために活用できる「CASBEE 健康チェック

リスト」が開発され 2011 年に公開された。一般

社団法人日本サステナプル建築協会のホームペ

ージで公開されており、健康維持増進住宅研究委

員会 CASBEE 健康・検討 WG（主査：村上周三

建築環境・省エネルギー機構理事長）が企画・編

集を担当した。 

 

(2) 主な内容 

部屋・場所ごとの健康に関するチェック項目に

答えていくと、健康に影響を与える要素をみつけ

ることができる。また、全国 6,000 軒の戸建住宅

に対して行ったアンケー卜調査に基づき、自宅の

健康ランキングを知ることができる。また、図 6

に示すように、健康チェックリストの総合スコア

が高い住宅に住む人ほど慢性疾患にかかる人の

割合（有病率）が少なくなることがわかった。 

 

 

図 5 住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チェ

ックリスト出力例 

 

 

図 6 健康チェックリストの総合スコアと有病率の関係

(6,000 軒のアンケート、JSBC 調査) 

 

C4．コミュニティの健康性評価ツール CASBEE 

コミュニティの健康チェックリスト 4) 

(1) 概要 

先に公開された、すまいのための「CASBEE 健

康チェックリスト」のコミュ二ティ版として、地

域における健康面の問題点に、居住者が事前に気

づくことができるよう、簡易診断ツール（コミュ

ニティの健康チェックリスト）が開発され 2013

年に公開された。一般社団法人日本サステナプル

建築協会のホームページで公開されており、健康

維持増進住宅研究委員会 健康コミュニティガイ

ドライン部会（部会長：伊香賀俊治慶応大学教授）

が企画・編集を担当した。 

 

(2) 主な内容 

 全部で 36 問あるアンケー卜に回答することで、

合計スコアが算出され、コミュニティを構成する
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要素ごとのスコアを全国の平均値と比較するこ

とができる。 

 

 

図 7 コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コミュニ

ティの健康チェックリスト出力例 

 

D．考察 

健康維持増進住宅研究第一フェーズでは、住宅

内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、コミュ

ニティと健康との関連を検討しており、屋外環境

の影響を金額へ換算する手法など今後の研究上

参考にするべき点が多くある。 

健康維持増進住宅研究第二フェーズでは、第一

フェーズにて実施されていた内容を継続して成

果を上げている。浴室・脱衣室温の許容値や屋外

気温の影響などについては具体的な数値が挙げ

られており、住宅の健康性評価に活用できる。ま

た、健康チェックリスト、コミュニティの健康チ

ェックリストについても評価への活用が期待で

きる。 

住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チェ

ックリストは、健康維持増進住宅研究委員会にお

ける成果を活用し、簡単なインターフェースで自

宅の居住環境の健康性を判断できるツールとして

の活用が可能である。 

 コミュニティの健康性評価ツール CASBEE 

コミュニティの健康チェックリストは、健康維持

増進住宅研究委員会における成果を活用し、自宅

のおかれたコミュニティの状況から地域におけ

る健康面の問題を判断できるツールとしての活

用が可能である。 

 

E．結論 

 「健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデ

ンス整理」との課題に対応して、「健康維持増進

住宅研究」及びこれに付随する研究成果等を整理

した結果、住宅内の空気質、温熱環境さらには屋

外環境、コミュニティと健康との関連に関する各

種の調査・研究成果が示されていた。また、これ

らの研究過程で示された成果を活用した、「住ま

いの健康性評価ツール CASBEE 健康チェックリ

スト」、「コミュニティの健康性評価ツール

CASBEE コミュニティの健康チェックリスト」

は健康面の問題を判断できるツールとしての活用

が可能である。 
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分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

住居環境向上に資する温熱環境の文献等調査 

 

研究分担者  開原 典子  国立保健医療科学院 生活環境研究部 上席主任研究官 

 

研究要旨 

住宅の省エネルギー化が推進され、新旧の住宅性能に大きな格差が生じる中、多様な住居環境に係

る健康リスクの可能性が示唆されているとともに、高齢少子化、都市への人口集中、単身世帯の増加、

住宅の洋風化、省エネルギー化にともない多様な住居環境が存在していることが指摘されている。住

居環境に係る健康影響・健康増進の実態を明らかにするためには、多面的な調査研究を行うことが必

要である。本報告では、温熱環境、特に低湿度環境と健康に関する文献調査を行った。 

検索を行うデータベースについて、CiNii Research、J-STAGE、メディカルオンライン、医中誌

Web、最新看護索引 Web、MedicalFinder、JDream Ⅲ、PubMed、Web of Science Core Collection

の 9 つとし、2020 年 2 月、2022 年 3 月の調査と同様、温湿度環境と健康に関する文献検索が行われ

た。検索のワードについて、温度、湿度、温湿度、健康、室内、住宅、皮膚として検索を行ったとこ

ろ、2020 年 2 月に行った COVID-19 の感染拡大前の結果と 2022 年 3 月の調査結果を比較すると、

健康というキーワードで急激に論文数が増えていることも示された。 

 温湿度環境と健康、特に低湿度環境と健康に関する文献調査を行った結果、一定のエビデンスの蓄

積が確認されたものの、健康維持及び健康増進などを目指し、湿度と健康に関するエビデンスの構築

が期待されているといえる。湿度管理目標の設定は、目的により異なる。特に、高齢化が急速に進展し

ている我が国では、高齢者に向けた湿度管理の情報発信も重要となる。一方で、COVID-19 等の感染

症の拡大期には、平時の室内環境とは異なる状況になる。今後、健康増進に向けた住環境整備の中で、

多面的な情報の整備や議論が必要である。 

A．研究目的 

厚生労働省において、2025 年を目途に、地域包

括ケアシステムの構築が推進されているところで

ある。その中で、住まいと生活支援をそれぞれ、植

木鉢と土と捉え、医療・介護・予防を植物と捉えら

れる概念がある。この概念の中では、植木鉢や土

のないところに植物を植えても育たないことと同

様に、住まいはその基本的な要素であると考えら

れている。住まいの維持管理や室内の環境形成に

資する住まい方は、住まい手に任されている。本

報では、今般の感染症拡大に伴う住まい方を紹介

するとともに、健康増進に向けた住環境整備の中

で、温熱環境の文献等調査の中から、事例的な紹

介を行う。 

 

B．研究方法 

本年度においても、2020 年、2021 年に実施し

た文献調査と同様に、温湿度環境と健康について、

文献検索を行い、情報を更新した。検索を行った

データベースは、日本の論文を対象として CiNii 

Research（CiNii Articles は CiNii Research に

統合）、科学技術振興機構が国内の学協会の学術
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誌の電子化を推進し約 540 万件の記事（2023 年

3 月時点）をデータベースにもつ J-STAGE、

CiNii 収載誌などへのリンク機能が搭載されてい

る医中誌 Web、国内の医学論文の全文の検索と

閲覧ができるメディカルオンライン、日本看護協

会図書館が編集する国内発行の看護文献データ

ベースの最新看護索引 Web、医学書院が提供す

る医学・医療分野の電子ジャーナルサービスで約

42 万件（2017 年 10 月時点）の論文を収録して

いる MedicalFinder、科学技術文献情報データベ

ース JDream Ⅲ（検索対象は、JSTPlus （1981-）、

JMEDPlus （1981-）、JST7580 （1975-1980））、

米国国立医学図書館作成の世界最大の医学デー

タベース PubMed、自然科学・社会科学・人文科

学に関する主要な学術雑誌・会議録・書籍から集

録した 5,500 万以上の書誌情報をもつ Web of 

Science Core Collection の 9 つである（以降、9

つのデータベースという）。検索は、湿度、湿度 

and 低、低湿度、健康、健康 and 湿度、健康 and 

湿度 and 低、低湿度 and 健康の 7 つの組み合

わせで行った（以降、7 つの組み合わせという）。

検索の際、登録されている論文の様々な情報（論

文名、著者名、抄録 など）のどこかに合致した論

文を論文数としてカウントするものとし、データ

ベース情報の誤記などによる重複については排

除していない。 

 

C．研究結果 

１）概要 

 7 つの組み合わせ検索のうち、湿度、湿度 and 

低、低湿度の 3 つの検索は、これまで同様、湿度

の研究論文数を把握するために行った。湿度の検

索結果は、9 つのデータベースのうち JDream Ⅲ

で最も多く約 19 万件（2020 年 2 月から 2022 年

3 月までに約 3 万件増、2022 年 3 月から 2023 年

3 月までに約 3 万件増）であり、次いで Web of 

Science Core Collection で約 13 万件（2020 年 2

月から 2022 年 3 月までに約 2 万件増、2022 年

3 月から 2023 年 3 月までに約 1 万件増）、J-

STAGE で約 11.5 万件（2020 年 2 月から 2022

年 3 月までに約 1 万件増、2022 年 3 月から 2023

年 3 月までに約 0.3 万件増）である。9 つのデー

タベースにおいて、低湿度の検索結果の場合、

2020 年 2 月時点での調査と同様、2023 年 3 月時

点においても、湿度の検索結果に比べて 9 つ全て

のデータベースで論文数が少ない。このように、

湿度の論文に比べて、低湿度を対象にしたものは

少ない状況が続いている。 

一方、7 つの組み合わせ検索のうち、健康、健

康 and 湿度、健康 and 湿度 and 低、低湿度 

and 健康の 4 つの検索は、これまで同様、湿度と

健康に関する論文数を把握するために行った。健

康の検索結果は、9 つのデータベースのうち Web 

of Science Core Collection で最も多く約 680 万

件（2020 年 2 月から 2022 年 3 月までに約 462

万件増、2022 年 3 月から 2023 年 3 月までに約

34.8 万件増）、PubMed で約 630 万件（2020 年

2 月から 2022 年 3 月までに約 113 万件増、2022

年 3 月から 2023 年 3 月までに約 53 万件増）で

あり、次いで、JDream Ⅲで約 130 万件（2020

年 2 月から 2022 年 3 月までに約 29 万件増、

2022 年 3 月から 2023 年 3 月までに約 52 万件

増）、医中誌 Web で約 54 万件（2020 年 2 月から

2022 年 3 月までに約 6 万件増、2022 年 3 月か

ら 2023 年 3 月までに約 4 万件増）である。しか

し、健康 and 湿度の検索結果になると、最も多

いものでも J-STAGE の約 1 万 5 千件（2020 年

2 月から 2022 年 3 月までに約 3 千件増、2022 年

3 月から 2023 年 3 月までに約 0.5 千件増）であ

り、次いで Web of Science Core Collection の約

1 万 4 千件となる。2020 年 2 月に行った COVID-

19 の感染拡大前の結果と 2022 年 3 月の調査結

果を比較すると、健康というキーワードで急激に

論文数が増えたが、その後、年間の発表件数は減

っている傾向にあることがわかる。 

2）日本における傾向 

2020 年、2021 年に実施した文献調査と同様に、

日本の気候や生活空間において、温度及び湿度と

健康に関する論文数の傾向を把握するため、

CiNii Research （ CiNii Articles は CiNii 

Research に統合）を用いて検索を行った。検索

のキーワードは、温度、湿度、温湿度、健康、室
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内、住宅、皮膚とした。室内の温湿度の人体影響

の観点から、人体表面（皮膚）を加えている。前

述の検索キーワードの組み合わせと検索結果の

論文数は以下のとおりである。 

温度  and  健康・・・約 650 件 

湿度  and  健康・・・約 280 件 

温度  and  健康  and  室内・・・約 80 件 

湿度  and  健康  and  室内・・・約 100 件 

温度  and  健康  and  住宅・・・約 50 件 

湿度  and  健康  and  住宅・・・約 60 件 

温度  and  皮膚・・・約 1,100 件 

湿度  and  皮膚・・・約 300 件 

温度  and  湿度  and  皮膚・・・約 150 件 

このように、これまでの調査と同様に、温度や

湿度の物理要素と健康との論文数は、温度との組

み合わせの論文数に対して、湿度との組み合わせ

の論文数は半分以下の数となる。また、室内や住

宅との組み合わせとなると、さらにその数は少な

くなる。人体表面に人体周囲の温度や湿度との組

み合わせで検索される論文数は、温度との場合約

1,100 件あるものの、湿度との場合で約 300 件と

なり、温度と湿度の両方の組み合わせとなると約

150 件となる。昨年までの調査では、2020 年 2

月と 2022 年 3 月の比較から、どの組合せでも論

文数は増えていることがわかっている。 

3）日本の室内湿度と健康に関する実態調査と生

理・心理量の研究 

日本の室内湿度と健康に関するいくつかの研

究を事例的に紹介する。住宅について、室内環境

の形成資する設備機器の運転等は、個人の好みな

どに任されていることもあり、湿度に対する調整

法や管理方法などの情報が広く共有されるとま

では言えない。既往の高齢者を対象とした低湿度

環境下の心理反応と皮膚水分状態に関する研究１）

～２）では、高齢者以外の成人が空気の乾燥を不快

と感じる場合でも同様の状況を高齢者は快適と

捉える可能性があること、多くの高齢者が乾燥し

ていると捉えている状況下において乾燥してい

ると捉えていない高齢者の皮膚の水分状態もほ

かの協力者同様低下していること等が、示されて

おり、高齢者は、空気の乾燥による皮膚や粘膜で

の状態の変化について、違和感と捉えることが遅

くなるだけでなく、人体表面の水分含有量の低下

にも気づきにくい恐れのあることが検討されて

いる。 

4）COVID-19 対策と熱中症対策を両立させる換

気と冷房３） 

 新型コロナウイルス感染症予防と熱中症対策

を踏まえた換気と冷房、室内環境における熱中症

予防策についていくつかの文献に基づきあらた

めて紹介する。 

夏場の室温の目安と換気と冷房について、換気

をすることは重要ではあるが、真夏日（最高気温

が 30℃以上）や猛暑日（最高気温が 35℃以上）

になるような予報が出ている場合、室温が外気温

と同じになる程の窓開けは、熱中症予防の観点か

ら危険である。 

室内環境における熱中症予防策について、基本

は、室内で涼しく過ごす工夫をすることにある。

冷房を使用することが重要である。また、室温と

エアコンとの設定温度は異なるため、温度計で確

認すると良いとされている。また、夜間の外気温

があまり下がらない予報がある場合等には、うま

く冷房を使用することも、熱中症予防の一つの対

策となる。 

本格的なエアコン使用に伴い、必ず、試運転を

行い、ほこりをとる等の清掃を実施することが、

正常な運転につながることにも留意したい。 

室内の温熱環境を調整する他、衣服での工夫、

水分補給等もあわせて熱中症予防の対策となる。 

これまでに得た知見を加え、新型コロナウイルス

感染症予防のための対策を行いつつ、熱中症予防

のための対策を行うことが重要となる。換気のた

めに冷房の設定温度が低くなることや、我慢しな

いことを念頭に、体を守るために上手に住まいや

建物を利活用することが大切である。 

5）日本の住宅の構法・構法 

 本節では、文献検索で結果が得られなかったた

め、その他の収集方法によるものから日本の住宅

について、構法・工法や種類、断熱性能の違いな

どによる多様性を紹介する。 
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 住宅の構法・工法について、主に、木造系と鉄

骨系に分けられるといわれている。木造系には、

木造軸組工法、ツーバイフォー工法、木質パネル

工法などがあり、鉄骨系には、軽量鉄骨ブレース

構造、重量鉄骨ラーメン構造、鉄骨ユニット工法、

プレキャストコンクリート工法などがある。 

 住宅の種類について、主に、持ち家と借家に分

けられるといわれている。持ち家には、戸建て住

宅、分譲マンションなどがあり、それぞれ新築と

中古の物件に分けられる。さらに、戸建ての新築

では、建設と建売にわけられる。借家には、民間

賃貸住宅、公的賃貸住宅などがあり、前者はさら

に共同住宅や戸建て住宅などに分けられ、後者は

さらに公共住宅や公的賃貸住宅などに分けられ

る。 

 省エネルギー対策について、住宅の省エネルギ

ーに関する基準は、旧省エネルギー基準（昭和 55

年基準、1980 年）、新省エネルギー基準（平成 4

年基準、1992 年）、次世代省エネルギー基準（平

成 11 年基準、1999 年）、平成 25 年省エネルギー

基準（2013 年）、平成 28 年建築物省エネ法（2016

年）などと強化されている。これらは、無断熱の

住宅から高い断熱性能まで、新旧の住宅性能を持

つ住宅が混在していることを示している。 

 住宅形態の地域性について、都市型と地方型に

大別すると、前者は狭小敷地、3 階建て、防耐火

構造などの条件や特徴があり、後者は広い敷地、

平屋から 2 階建て、ゆったり設計などの特徴があ

るといわれている。それぞれの長所もあるものの、

高齢になったときには、都市型・地方型とも暮ら

し方に工夫も必要となるといわれている。その暮

らしの工夫には、都市型の場合、高さ方向に居住

スペースが伸びることもあることから、エレベー

ターなどの昇降機の利用、地方型の場合、平面方

向に居住スペースを取る傾向にあることから、コ

ンパクトな導線の見直しなどがなされることも

ある。 

 住宅内の部屋を暖める方法にも変化があり、昭

和 30 年代以前から一部現在、暖身という体の一

部を暖め寒さをしのぐ方法、昭和 30 年代以降か

ら現在、採暖という大きな温度むらのある状況で

局部的に高温となる方法、現在は暖房という比較

的均一な温度分布が形成される方法などから居

住者が選択している状況にある。 

 このように、住居環境は多様であり、住宅の構

法・工法と健康についての情報整理は必要であろ

う。 

 

D．考察 

 我が国の冬期室内において、湿度が低いことに

より、違和感や不快感などがあると答える人は少

なくない。室内空気の湿度の下限値について、人

の生理反応、ウイルス・風邪への影響などの観点

から多くの研究が継続的に行われている。

COVID-19 等の感染症における湿度の寄与につ

いて、今後も、健康を保つための条件としてのエ

ビデンス構築が必要である。 

 

E．結論 

 温湿度環境と健康、特に低湿度環境と健康に関

する文献調査を行った結果、一定のエビデンスの

蓄積が確認されたものの、健康維持及び健康増進

などを目指し、湿度と健康に関するエビデンスの

構築が必要である。湿度管理目標の設定は、目的

により異なる。特に、高齢化が急速に進展してい

る我が国では、高齢者に向けた湿度管理の情報発

信も重要となる。一方で、COVID-19 等の感染症

の拡大期には、平時の室内環境とは異なる状況に

なる。今後、健康増進に向けた住環境整備の中で、

多面的な情報の整備や議論が必要となる。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

３．総説 

  なし 
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G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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分担研究報告 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

死亡率が上昇する室温閾値の推計（既存データとコホートデータリンケージ分析） 

研究分担者  佐伯 圭吾  奈良県立医科大学 疫学・予防医学教室  教授 

 

研究要旨 

外気温が低下する冬に死亡率が上昇する現象は、1900 年代前半から世界各国の統計から認識され

ていた。近年、統計分析法の進歩により、低い外気温に曝露に関連する総死亡の相対危険や過剰死亡

数を、曝露からイベント発生までの潜時を考慮して正確に推定する時系列分析法が開発された。外気

温低下による死亡率上昇の対策として、WHO は住環境に関するガイドライン（2018 年）を公表して

おり、冬の室温を 18℃以上に維持するように勧奨している。室温コントロールの目標値の設定には

コホート研究によって、対象者が曝露する室温と死亡率の上昇する室温の閾値を明らかにすることが

望ましいが、そのためには数十万人単位の大規模コホートの設定が必要と考えられ、現実的ではない。 

本研究では既存の死亡率および外気温データと、奈良県在住高齢者を対象とするコホート研究参加

者の室温データを用いた生態学的研究によって死亡率上昇の室温閾値を推定したところ、死亡率が上

昇する 24 時間平均外気温の閾値は 25.9℃、日中平均室温の閾値は 27.3℃と推定された。 

A．研究目的 

 わが国の 1985 年から 2012 年の死亡データと

外気温データを用いた研究から、死亡率が最も低

い外気温を基準とした場合の、外気温低下に関連

する過剰死亡は全死亡の約 9.8％と推定され 1)、

粗死亡率に基づいて年間過剰死亡数を計算すると

約 9.4 万人に相当する。 

寒冷曝露による過剰死亡対策として、WHO は

住環境ガイドラインにおいて、冬の住居内温度を

18℃以上に保つように推奨しているが、その目標

値を裏付けるエビデンスは明らかではない。 

本研究の目的は、既存情報である都道府県別日

別死亡数と当該日の外気温、奈良県在住高齢者が

参加する地域コホート研究で測定した室温データ

を用いた生態学的研究によって、総死亡率が上昇

する室温閾値を、推定することである。 

B．研究方法 

2010 年から 2019 年の人口動態統計情報のうち、

死亡日、届出都道府県に関する情報の利用申請を

行い、当該期間の都道府県別日別総死亡数を算出

した。さらに都道府県県庁所在地の気象台から、

日別 24 時間平均外気温を入手した。都道府県別の

温度と外気温の関連を DLNM (Distributed Lag 

Non-linear Model)2)を用いて回帰したのち、各都

道府県別の外気温と総死亡の回帰結果を統合した

多変量メタ回帰モデルに基づいて奈良県の外気温

と総死亡関連を推定した 1)。奈良県在住の平城京

スタディ対象者では、2010 年から 2019 年の室温

測定を行った。温度ロガーは対象者宅の居間、床

上 60 ㎝に設置し、10 分間隔で計測した。対象者

には入床・離床時刻および外出・帰宅時刻を自記

式生活記録用紙への記入を求めた。就床時間およ

び外出時間を除く室温の平均値を日中室温とした。

対象者の住所地に最も近い地方気象台から、室温

測定日の外気温データを入手し、24 時間平均外気
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温を算出した。日中室温を従属変数、24 時間平均

外気温を独立変数とする一般加法モデルで回帰し、

総死亡が最も低くなる外気温に対応する室温を推

定した。 

 

C．研究結果 

C1．死亡率が上昇する室温閾値の推計 

平城京スタディ対象者において、2010 年から

2019 年に、2189 名×7 日間および 1306 名×2

日間からなる、のべ 17935 人・日の室温測定を

行った結果を分析に用いた。 

日別の外気温データと総死亡数の関連から、

奈良県では 24 時間平均外気温が 25.9℃の場合

に、総死亡の相対危険の推定値は、最低値を示

した（図 1）。 

図 1 2010-2019 年奈良県の総死亡・外気温の関連：メ

タ回帰に基づく推計 

 

図 2 室温－外気温の関連（一般化加法モデル） 

コホートデータの日中室温と 24 時間平均外

気温の関連から、外気温 25.9℃に対応する日中

室温平均値は 27.3℃ (95% Credible interval: 

27.18 - 27.39)と推定された（図 2）。 

 

C2．室温と血圧におけるうつ症状による交互作用 

平城京スタディの参加者（60 歳以上）のうち、

うつ症状と血圧と室温のデータが利用可能な

1076 名を対象に解析を行った。うつ症状は老年期

うつ病評価尺度（GDS-15）を用いて、5 点以上を

うつ症状ありと判断した。連続する 48 時間にわた

り 30 分間隔で自由行動下血圧測定を行い、同時に

室温の測定をした。統計解析には日中収縮期血圧

を従属変数としたマルチレベル線形回帰モデルを

用いた。 

うつ症状あり群では、低い日中室温は高い日中

収縮期血圧と有意な関連を認めたが（n = 216, β = 

−0.804, p < 0.001）、うつ症状なし群では日中の室

温と日中収縮期血圧に有意な関連を認めなかった

（n = 860, β = −0.173, p = 0.120）。また日中平均

収縮期血圧に対して、気温とうつ症状は有意な交

互作用を認めた（p = 0.014）。これらの関連は、年

齢、性別、BMI、治療薬、身体活動量を含む潜在

的交絡因子とは独立していた。本研究はうつ症状

がない集団に比べてうつ症状を呈する集団で寒冷

曝露による血圧上昇が起こりやすい可能性を示唆

した。うつ症状の評価により、寒冷曝露のリスク

が高い集団をスクリーニングできる可能性が考え

られる。 (J Hypertens.2022;40: 2013-2021) 

 

C3．室温と血圧の関連における皮膚温による媒介

作用と、皮膚温と血圧の負の関連 

平城京スタディの参加者のうち、冬の 2 日間に

皮膚温（手関節、足関節部、体幹）、室温、および

自由行動下血圧測定を完了した 584 名が分析対象

である。混合線形モデルを用いて分析したところ、

日中収縮期血圧は交絡因子とは独立して皮膚と有

意に負の関連を示し、末梢皮膚温の回帰係数は、

－4.58mmHg（95%信頼区間：－4.58 to －3.98）

で、体幹部皮膚温の回帰係数は－2.74mmHg (95%

信頼区間: －3.14 to －2.56)であった。さらに共分
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散構造分析を用いて曝露する環境環境温度と血圧

の関連における皮膚温の媒介を検討したところ、

末梢皮膚温の媒介効果は中枢皮膚温の 7.1 倍であ

った。血圧上昇を防ぐための温度環境制御におい

て、末梢皮膚温を指標とできる可能性を示唆する

ものである。(Hypertension. 2022; 79:1845-1855). 

 

D．考察 

 既存データとコホート研究データを用いた生態

学的から推定した結果から、室温が約 27℃のとき

に総死亡リスクが最も低いことと推測された。

WHO は冬の室温の最低値を 18℃以上に維持する

ように推奨しているが、死亡リスクはそれより高

い温度から上昇し始めている可能性が考えられる。

今後は、室温の低下や上昇に関連する死亡リスク

の上昇や、わが国の住環境の実態を考慮し、室温

制御の目標値を定める必要があると考えられる。 

 

E．結論 

人口動態統計、気象データ、コホート研究デー

タを用いて、死亡率が上昇する室温閾値を推定し

た。室温と血圧の関連におけるうつ症状の交互作

用、皮膚温と血圧の関連を報告した。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

1) Tai Y, Obayashi K, Yamagami Y, Saeki K. 

Inverse Association of Skin Temperature 

With Ambulatory Blood Pressure and the 

Mediation of Skin Temperature in Blood 

Pressure Responses to Ambient Temperature. 

Hypertension. 2022;79(8):1845-55. 

2) Tai Y, Obayashi K, Yamagami Y, Kurumatani 

N, Saeki K. Association Between Passive 

Body Heating by Hot Water Bathing Before 

Bedtime and Depressive Symptoms Among 

Community-Dwelling Older Adults. Am J 

Geriatr Psychiatry. 2022;30(2):161-70. 

3) Tai Y, Obayashi K, Okumura K, Yamagami Y, 

Negoro H, Kurumatani N, et al. Association 

between before-bedtime passive body heating 

and nocturia during the cold season among 

older adults. J Epidemiol. 2022. (in 

press).DOI:10.2188/jea.JE20210471 

4) Okumura K, Obayashi K, Tai Y, Yamagami Y, 

Kurumatani N, Saeki K. Influence of 

depression on the association between colder 

indoor temperature and higher blood 

pressure. J Hypertens. 2022;40(10):2013-21. 

5) Tai Y, Obayashi K, Yamagami Y, Yoshimoto K, 

Kurumatani N, Nishio K, et al. Hot-water 

bathing before bedtime and shorter sleep 

onset latency are accompanied by a higher 

distal-proximal skin temperature gradient in 

older adults. J Clin Sleep Med 2021;17(6): 

1257-66. 

 

２．学会発表 

1) 生活環境における温度曝露とその影響の測定、

佐伯圭吾 

日本疫学会学術総会（シンポジウム）2023 年

2 月 

2) 総死亡の相対危険が最低となる室温の推計:既
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日本公衆衛生学会総会 2022 2022 年 10 月 

3) 実生活環境下における寒冷曝露時の血圧上昇

における皮膚温の媒介効果：平城京スタディ  

田井義彬, 大林賢史, 山上優紀, 佐伯圭吾 
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関連: 平城京スタディ  

諏訪内宏益, 大林賢史, 田井義彬, 山上優紀, 

佐伯圭吾 
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5) 睡眠休養感に影響しうる生活環境要因（シンポ
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健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

人口動態統計死亡表を用いた外気象が日本人の死亡率に与える影響に関する分析 

研究分担者  森 太郎  北海道大学 大学院工学研究院  教授 

研究分担者  林 基哉  北海道大学 大学院工学研究院  教授 

研究協力者  長谷川 舞 日本郵政 

研究協力者  青山恭子  北海道大学 大学院工学研究院  大学院生 

 

研究要旨 

人口動態統計死亡表に記載されている一人一人の死亡データ（死因、年齢、死亡場所、日時等）と

死亡場所、日時の気象データを組み合わせ、日本人がどのような気象状況の際に亡くなるのかを地域

別、省エネルギー区分別に分析した。全体としては、既往研究と同様に夏期の温度上昇よりも冬期の

温度低下が死亡率上昇に与える影響が強かった。また、その感度は寒冷地よりも温暖地の方が高かっ

た。その傾向は地域別でも省エネ区分でも同様であったため、特に温暖地での断熱性能の強化と寒冷

地でもエネルギー価格の上昇をふまえたさらなる断熱性能の向上が必要であることが示唆された。 

A．研究目的 

 日本の年間死亡総数は約 120 万人である。その

死因は疾病、事故等による外傷、溺死溺水など多

岐にわたる。そのうち、疾病では新生物、循環器

疾患、呼吸器疾患などが死因として分類され、新

生物では悪性新生物、循環器疾患では心疾患、脳

血管疾患などさらに細分化される。悪性新生物、

心疾患、脳血管疾患は 3 大死因と言われており、

特に死亡数の多い疾患である。またこのうち、心

疾患、脳血管疾患は季節により死亡数が変化し、

冬季に死亡数が増加するという報告が多くされて

おり 1)、室温、気圧、外気温度などの気象条件の

変化によって、心拍数や血圧などが変化すること

が関係していると考えられている。特に、寒さが

高齢者の健康状態に与える影響は大きく、日本で

の高齢化進行を考慮すると寒さへの対応は急務で

ある。しかし、外気温度と疾病による死亡の関係

や、低外気温度が死亡に与える影響に関して長期

的に分析した研究は少ない。そこで、1972～

2015 年(44 年間)の人口動態統計死亡票と気象デ

ータを用いて外気温度と死亡との関係を経時的に

分析することで、低外気温度下で疾患による死亡

へ至らないための対策を住環境の点から検討する

萌芽となることを目的とする。 

 

A1．既往研究 

 籾山による既往研究 2)では 1930～1934 年と

1952～1956 年における季節病カレンダーを作成

し、1930～1934 年では夏期と冬期に傷病の発生

が多く、1952～1956 年では夏の傷病が減り、冬

期に集中するようになったことを報告している。

その後、1970 年に近づくにつれて死亡率が減少

し、冬のピークも緩慢化していることが見受けら

れる。本研究では、籾山が用いた月ごとの死亡割

合を示す指標である Death Index を 1972 年以降

のデータについて算出した。また、本研究で用い

る人口動態統計死亡票を用いた既往研究は、松村

ら 3)、濱田ら 4)、三上ら 1)による研究がある。松

村らによる既往研究では 2003～2006 年の人口動

態統計死亡票を用いて死亡数の季節依存性、死亡
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数と外気温の関係を整理している。2003 年にお

いて死亡数の多い死因のうち、新生物、脳血管疾

患、心疾患を対象とし、日本全国を 9 エリアに区

分してそれぞれの月別死亡数を算出したところ、

脳血管疾患、心疾患において冬期の死亡数が高く

なるが、北海道と沖縄においては季節変動が小さ

いことを報告している。また、濱田らは 2003～

2006 年の人口動態統計死亡票とアメダス気象デ

ータを用いて、呼吸器疾患における地域、気象条

件、死亡場所と死亡率の関係について分析してい

る。その結果、外気温度、絶対湿度が低くなるほ

ど死亡率が高くなり、温暖な地域ほどその傾向が

顕著にみられたと述べている。三上らによる既往

研究では、2003～2011 年の人口動態統計死亡デ

ータについて、CSVM という指標を用いて日本

と欧州の CSVM と暖房デグリーデー(HDD)の比

較、日本の CSVM と窓性能の関係について分析

を行っている。その結果、日本と欧州に共通して

CSVM と HDD には負の相関があり、CSVM と

窓等の高断熱化にも負の相関があったことから、

寒冷地ほど断熱に配慮した建築が普及しているた

め、冬期の死亡数が少ないと結論付けている。こ

こで、CSVM とは JD Healy5)が提案した冬期の

死亡数変動を示す指標である。JD Healy は既往

研究で欧州 14 か国について 1988～1997 年の

CSVM を算出し、死亡数と外気温の関係につい

て分析している。その結果、寒冷地では CSVM

が低い、即ち冬期の死亡数が少ない傾向が見られ

たと報告している。 

 

B．研究方法 

B1．人口動態統計死亡表 

本研究では 1972～2015 年(44 年分)の人口動態

統計死亡票 6)(表 1)、市町村別のアメダス気象デー

タ 7) (表 2)を統計分析ソフト R8)により分析を行っ

た。 

 図 1 に示したように、日本の人口は 1970 年～

2015 年で約 4 千万人増加しており、そのうち 65

歳以上の高齢者の割合は 7.1％から 26％までに増

加している 9)。また、日本における年間の総死亡数

は 1972～2015 年で図 2 のように推移している。

1972 年の総死亡数は約 70 万人であるのに対し、

2015年ではおよそ2倍の130万人となっている。

特に、高齢化の進行により 65 歳以上の人の死亡割

合は年々増加しており、1972 年では 6 割程度であ

ったのが、2015 年では約 9 割まで増加している。

また、死亡場所の推移は図 3 のようになっており、

1977 年以前では病院の死亡割合よりも自宅の死

表 1 Mortality Data from Vital Statistics 

表 2 AMeDAS Weather Data 

図 1 Population of Japan 
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亡割合が大きいが、それ以降は逆転していること

が分かる。 

 

B2．分析データの構築 

人口動態統計死亡票から、死亡場所、生年月日、

年齢、性別、死因を得た。死亡場所は市区町村コー

ドで表され、死因は WHO の定める国際疾病分類

(ICD-8,9,10)で表される。表 1 に示したように、死

亡場所、死因分類は年により改正されている。ま

た、気象庁のホームページから日平均外気温を得

た。これらを用いて死亡データと気象データのマ

ージを行った。以下にその方法を述べる。気象庁

のホームページの「過去の気象データ」のページ

から Web スクレイピングを用いて全国の気象デ

ータ(日平均外気温)をダウンロードし、行が場所、

列が日付(1972～2015 年)の表、過去の市町村合併

分を含む市区町村コードと緯度経度の関係、アメ

ダス観測所の緯度経度データを作成した。GIS ソ

フト(QGIS)を用いて、市区町村コードの位置から

近距離 15 番目までのアメダス観測所のリストを

作成した。これらを用いて、死亡データを 1 行ず

つ順に取り出し、死亡日の気象データを取り出す。

また、市区町村コードから最も近傍の気象データ

を取り出す。この時、気象データがない場合は、次

に近いアメダス観測所のデータを調べるというこ

とを最大 15 番目まで繰り返し検索し、それでもな

い場合は NA とする。気象データがある場合は、

そこから 1 週間前までのデータを表に埋める。1

週間前までのデータがない場合は NA とする。以

上を繰り返すことで死亡データと気象データで構

成されるデータベースを構築した。 

 また，死亡者が居住していた地域の省エネルギ

ー区分を死亡者のデータにマージさせた．まず、

総務省の地方行政のデジタル化のウェブサイト 1)

において全国地方公共団体コードの Excel ファイ

ルをダウンロードした。また、「住宅に関する省

エネルギー基準に準拠したプログラム」のウェブ

サイト 2)から「地域の区分・年間の日射地域区

分・暖房機の日射地域区分検索ツール」の Excel

ファイルをダウンロードした。「地域の区分・年

間の日射地域区分・暖房機の日射地域区分検索ツ

ール」のデータではそれぞれの地域名とその地域

に対応する地域区分の番号が振られている。地域

区分表には市町村コードの記載がないため、全国

地方公共団体コードと地域区分を地域名で結合さ

せた。そこから、都道府県で同じ地域名の市町村

があるので、確認しながら修正を行い、市町村コ

ードと省エネルギー地域区分の番号が結合された

データを作成した。 

図 3 Percentage of Death Place 図 2 日本における死者数の推移           図 3 自宅と病院での死亡の推移 

0

40

80

120

160

1972 1979 1986 1993 2000 2007 2014

nu
m

be
r 

of
 d

ea
th

s

(10 thousand)

year

0〜64 over 65

0

20

40

60

80

100

1972 1982 1992 2002 2012

pe
rc

en
ta

ge
 o

f 
de

at
h 

pl
ac

e 
[％

]

year

home hospital



- 70 - 

C．研究結果 

C1．Death Index の分析 

Death Index2)は年平均死亡数を100とした月々

の死亡割合であり、月々の死亡数変動を表す指標

である。(1)式に Death Index の算出式を示す。 

𝐷𝑒𝑎𝑡ℎ 𝐼𝑛𝑑𝑒𝑥 ൌ
100𝑓ௗሺ𝐽𝑎𝑛ሻ

𝑓ௗሺ𝐽𝑎𝑛  𝐹𝑒𝑏 ⋯ 𝑁𝑜𝑣  𝐷𝑒𝑐ሻ/12
ሺ1ሻ 

𝑓ௗ: 各月の死亡数 

既往の研究では、北海道と東京について 1890 年

代から 1960 年代までの Death Index が求められ

ている(図 4)。これに、図 5 に示す 1970 年代から

2010 年代までの Death Index を求め算出したグ

ラフを加えた。東京では 1920 年代までは 7～9 月

の Death Index が高くなったが 1930 年代以降は

低くなった。一方、北海道では 1940 年まで 7 月

～9 月の Death Index が高く 1950 年以降低くな

り始め、その後 4 月～6 月の Death Index も低く

なった。北海道より東京の方が早く 7 月～9 月の

Death Index が下がったのは、インフラ整備、特

に水道の整備時期の違いによるものであると考え

られる。東京では 1590 年代から水道の整備が行

われ、1911 年には改良水道の工事が完了したが、

北海道では 1940 年頃に水道の整備が完了する都

市もあった 11)。これにより、1910 年代以前には毎

年夏から秋にかけて大流行していたコレラや赤痢

等の消化器系伝染病による死亡者が、東京の方が

早く少なくなったことが原因と考えられる。近年

では東京、北海道共に 1～3 月、10～12 月に上昇

し 4～6 月、7～9 月に減少するという似た傾向を

示すようになったが、これは 2 都市共にインフラ、

暖房習慣が同程度に根付いたためであると推察で

きる。 

 

C2．CSVM の分析 

C2.1．CSVM の定義 

CSVM(coefficient of seasonal variation in 

mortality) 5)は死亡の季節変動を表す係数であり、

冬期でない期間の死亡数に対する冬期の死亡数の

割合で表される。Table 3 に示すように 1 年を 4 か

月毎に区分し、冬期を 12 月と翌年の 1～3 月、冬

期でない期間を 4～7 月及び翌年の 8～11 月と定

義する。(2)式に CSVM の算出式を示す。CSVM が

上昇するほど冬期の死亡数が多いことを示す。 

𝐶𝑆𝑉𝑀 ൌ
൬𝑓ௗଵ െ

𝑓ௗଶ
2 ൰

൬
𝑓ௗଶ
2 ൰

ሺ2ሻ 

𝑓ௗଵ: 冬期の死亡数 
𝑓ௗଶ: 冬期でない期間の死亡数 

Fig.4 Death Index of Hokkaido and Tokyo (1890s-1960s)10) 

図 4 Death Index (1890 - 1960)  by Momiyama         図 5 Death Index (1970 - 2010)   
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C2.2．日本と欧州の CSVM 

表 4 に欧州 30 か国 13)と日本の 6 都市での、

1980～2013 年における CSVM を示す。北海道の

CSVM を 30 か国と比べると、スロバキアと並び

最も低くなった。一方、三重県はキプロスに続き 4

番目に高くなった。欧州及び日本に共通して、冬

でも比較的温暖な地域では CSVM が高くなり、寒

冷地では低くなると言える。これについて、各都

市の平年の月平均外気温を用いて 12 月～3 月の 4

か月平均外気温を求め、CSVM との関係を Fig.11

に示した。月平均外気温の平年値は、気象庁ホー

ムページ 7)の「世界の天候データツール(Climate 

View 月統計値)」から各国の首都のデータを得て

用いた。ただし、キプロス、イタリア、スイス、オ

ランダ、ラトビア、スロバキアについては首都の

月平均外気温の平年値が得られなかったため、そ

れぞれ別の代表都市のデータを用いた。図 6 から、

CSVM と 4 カ月平均外気温には正の相関が見られ、

多くの都市で外気温が低いと CSVM が低く、外気

温が高いと CSVM が高いという関係が得られた。

これは、温暖な地域に比べ寒冷地では暖房習慣が

根付いていること、建物の断熱性能が関係してい

ると考えられる。 

 

C2.3．外気温と平均死亡数を用いた分析 

C2.3.1．都道府県別の分析 

都道府県別に、(3)式で年間死亡数に占める月別

の死亡割合を求め、(4)式で、死亡数で重み付けし

た月平均外気温を求めた。 

𝑅ௗ ൌ
𝑁

∑൫𝑁  𝑁ி ⋯𝑁൯
ሺ3ሻ 

𝜃 ൌ 𝜃
ே

ୀଵ
/ 𝑁 ሺ4ሻ 

𝑅ௗ：月別死亡割合 

𝑁, 𝑁 ,𝑁ி ,⋯ ,𝑁：各月の死亡数 

表 3 Winter Period and Non-winter Period 

of CSVM 

図 6 Relationship between CSVM and Average 

Temperature from December to March 

表 4 CSVM in Descending Order: 30 European 

Countries and 6 Japanese Cities (1980–2013) 
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𝜃：月平均外気温 

𝜃：死亡者に紐づいた日平均外気温 

自宅での死亡者を対象とし、47 都道府県それぞ

れについて月別死亡割合と月平均外気温の関係を

算出した。 

 各都道府県毎、各月毎、各カテゴリー毎に上記

の手法で月平均気温を計算し、その月の死亡率（月

死亡者数／年死亡者数）の関係を求めた。図 7 に

相関図のサンプルを示す。多くの場合、外気温の

上昇、下降につれて死亡率が上昇した。また、低温

時の死亡率上昇の方が高温時の死亡率上昇に比べ

て高かった。また、外気温と死亡率の関係は二次

曲線によってよく近似できる。その、近似曲線の

形状を用いて、U（高温、低温時の傾きが異なって

いる）、D（低温時のみ死亡率が上昇する）、S（二

次曲線ではなく直線）、F（一年を通じて傾きが変

化しない）、N（相関係数が低く分類できない）型

に分類した。図内にそれぞれの内訳を示す。U 型

が最も多く、高温時、低温時ともに死亡率が上昇

することがわかった。 

 図 8 は低温側の傾き（θ25、その集団の外気温

変動の下位 25 パーセンタイルの時の傾き）と高温

側の傾き（θ75、その集団の外気温変動の 75 パー

センタイルの時の傾き）の比較である。この傾き

は外気温の変動に対して死亡率がどの程度上昇す

るか、つまり、外気温に対する死亡率の感度を表

している。θ75 の絶対値が大きいとθ25 も大き

くなっており、また、θ75 に比べてθ25 の傾きの

絶対値が大きくなっていた。したがって、冬期は

外気温の変動に対する死亡率の変化が夏期に比べ

て高く、また、その状況は夏期にくらべて冬季の

方が顕著であることがわかる。さらにその感度が

低い地域と高い地域がある、つまり一年を通じて

死亡率に大きな変化がない地域と大きな変化があ

る地域があることがわかった。 

 図 9 は死亡した時期が低温側の死亡感度に与え

た影響を Boxplot で分析した図である．1970 年か

ら 2015 年の 40 年間で社会は大きく変化したと考

えられるが，低温時に死亡率が上昇する傾向に関

しては我が国においては大きく変わらなかったと

U (925)

D (167)

S (367)

F (6)

N (415)

U-shape D-shape 

S-shape 

F-shape 

図 7 外気温と死亡率の関係 
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考えられる。 

図 10 は死亡場所（住宅、住宅以外）による傾き

の変化である。住宅以外に比べ住宅で亡くなる場

合は傾きの値が 0 から離れ、温度変化に対して大

きな傾きを持っていることがわかる。特に昨今は

住宅で亡くなる場合は外気温の変化と関連のある

心疾患、脳血管疾患による突然死が多くなってい

るためこのような状況になっていると考えられる。

一方、住宅以外は病院、老人ホームのようにある

ていど空調が行われ室温が維持されているために

外気温の変化に対して死亡率が変化しないと考え

られる。 

図 11 は年齢による傾きの変化である。年齢が上

昇するにつれて感度が上昇していることがわかる。

高齢であればあるほど外気温の変化に対して脆弱

であることがわかる。 

図 12 は傾きの地域間の変化である。北海道が最

も 0（低温時に感度が低い）に近く、温暖地に近づ

くほど低くなり、低温時に死亡率が上昇しやすい

ことがわかる。また、北海道と東北、北陸、甲信グ

ループ、関東から九州までのグループ、沖縄とい

う 4 グループが形成されているように見え、北か

ら徐々に死亡率の感度が上昇している。特に、北

海道から甲信までのエリアはが外気温に対する死
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図 9 年代別の低温時（θ25）の傾きの変化        図 10 死亡場所による低温時（θ25）の傾きの変化 
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亡の感度がそれほど低くない。これらの地域は寒

冷な地域であり、冬期に建物内をしっかり暖房す

ることが死亡率の抑制に寄与していると考えられ

る。 

表 5 は住宅における死亡に関してθ25 における

傾きを目的変数とした multiple regression 

analysis を行い、係数と有意差の検討をおこなっ

た結果である。但し、70 年代、80 年代とそれ以後

では住宅とそれ以外で亡くなる方の割合が全く異

なるため、ある程度安定した 90 年代以降のデータ

でのみ解析をおこなった。Age では年齢層が高く

なると感度が高くなる傾向、Period では年代が進

むと感度が低くなる傾向、Region では温暖地ほど

感度が高くなる傾向がみられ、ほとんどの係数に

おいて有意差が確認された。建物関連では冬期の

室温を安定させることが省エネルギーの観点だけ

でなく、住民の健康にとっても重要であることを

強調したい。また、図 5 にも示すように冬期の感

度が高い地域は夏期においても感度が高くなって

いる。温暖地だからと言って暖冷房を行わない生
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 Coefficients Estimates Std. error Pr  
Age 65- 0 (refference)    

 65+ -1.2×10-3 7.7×10-5 < 2×10-16 *** 
 75+ -1.8×10-3 7.7×10-5 < 2×10-16 *** 
 85+ -1.7×10-3 7.7×10-5 < 2×10-16 *** 

Period 90s 0  (refference)    
 00s 1.8×10-4 6.7×10-5 0.009 ** 
 10s 3.4×10-4 6.7×10-5 6.3×10-7 *** 

Region Hokkaido 0  (refference)    
 Tohoku -1.2×10-3 2.0×10-4 1.2×10-13 *** 
 Hokuriku -1.4×10-3 2.1×10-4 < 7.8×10-16 *** 
 Chuou -7.7×10-4 2.6×10-4 0.0037 ** 
 Kanto -2.1×10-3 2.0×10-4 < 2×10-16 *** 
 Tokai -2.1×10-3 2.2×10-4 < 2×10-16 *** 
 Kinki -2.0×10-3 2.0×10-4 < 2×10-16 *** 
 Chugoku -1.9×10-3 2.1×10-4 < 2×10-16 *** 
 Shikoku -2.5×10-3 2.1×10-4 < 2×10-16 *** 
 Kyusyu -2.3×10-3 2.0×10-4 < 2×10-16 *** 
 Okinawa -2.6×10-3 2.6×10-4 < 2×10-16 *** 

Signif. codes:  0 '***' 0.001 '**' 0.01 '*' 0.05 '.' 0.1 ' ' 1 
 

図 11 年齢別の低温時（θ25）の傾きの変化    図 12 地域別の低温時（θ25）の傾きの変化 

表 5 θ25 における傾きを目的変数とした multiple regression analysis 
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活をすることが健康の観点からは好ましくないと

考えられる。 

 

C2.3.2．省エネルギー区分別の分析 

都道府県別と同様の手法を用いて省エネルギー

区分別の分析を行った。図 13 は冬期の死亡感度の

2 地域と 7 地域の比較である。いずれも年齢層別

に計算を行い，近似曲線を求め，25 パーセンタイ

ルの傾きを求めた。Ⅱ地域ではどの年齢層も死亡

率と外気温の関係に顕著な差はみられなかった。

一方、Ⅶ地域では 4～10℃の外気温が低い期間に

年齢層が上がるほど死亡率が高くなり、近似曲線

の傾きが大きくなっていることがわかった。 

そこで，都道府県別と同様に目的変数を外気温

の第一四分位数（θ25）における死亡感度、説明変

数を年齢層、死亡場所、亡くなった年、省エネルギ

ー区分とし、multiple regression analysis を行っ

た，結果を表 6、同様に目的変数を外気温の第三四

分位数（θ75）における死亡感度を用いて multiple 

regression analysis を行った結果を表 7 に示す。

θ25 の分析に関しては，年齢層間の比較では年齢

層が上がるにつれ回帰係数推定値が減少し、P 値

に関しては 65 歳未満と 65 歳以上の比較では P＜

0.01、65 歳未満と 75 歳以上では P＜0.001 と有意

な差があるということがわかった。また、死亡場

所が病院である場合と自宅である場合の比較や、

図 13 省エネルギー区分における死亡率の比較 

表 6 multiple regression analysis （slope at θ25）  表 7 multiple regression analysis （slope at θ75） 
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亡くなった年に関しても有意な差が見られた。一

方、省エネルギー区分に関してはⅠ地域とⅡ地域

間では有意な差が見られなかったが、他の地域と

の比較では有意な差がみられ、Ⅷ地域に近づくに

つれ回帰係数推定値が小さくなっており，温暖に

なるにしたがって，低温の影響で死亡率が上昇し

やすいことがわかった。 

また、θ75 では，年齢層においては、65 歳未満

と 75 歳以上の比較において、有意な差が見られ

た。また、Ⅰ地域とⅧ地域との差において有意差

がみられたが死亡場所の比較や亡くなった年の比

較では、有意な差が見られなかった。 

以上をまとめると，省エネルギー区分でみた場

合も，都道府県別と同様に温暖地ほど冬期の死亡

率が上昇しやすいことがわかった。省エネルギー

区分は日本が亜寒帯から亜熱帯までの気候区分を

もっているために、一律の省エネ手法を適用する

のが難しいために、主に暖房デグリーデーを利用

して作られた省エネ設計のための気候区分である。

しかし現状では，気候区分が温暖地であればある

ほど、外気温変動による感度が高くなっている。

つまり、省エネ区分によって断熱性能が緩和され

ているために冬期の低温に対して居住者の健康が

犠牲になっていると考えられる。 

図 14 は縦軸にθ25 における傾き、横軸に暖房

コスト比（光熱費に占める暖房コストの比）をと

った各都道府県ごとの相関図である。暖房コスト

比が大きいほど、つまり、暖房をしっかり行って

いる地域ほど傾きが 0 に近づいており、冬期の暖

房をしっかりすることが重要であることがわかる。

また、90 年代（オレンジ）、00 年代（グレー）、10

年代（青）に分けてプロットを行っている。2010

年代に点群が右に向かって移動している。わが国

では 2011 年の東日本大震災後にエネルギー価格

が電気を中心に急上昇している。そのため、寒冷

地を中心に暖房コスト比が上昇したため、このよ

うにグラフが右に向かって移動している。北海道

（ho）では全光熱費に占める暖房コストの割合が

3 割をこえるようになってきている。おそらく、震

災前はすべての地域でオール電化住宅が普及して

いたため、震災後の電気代の上昇によってこのよ

うな状況が生じていると考えられる。現在、ロシ

アによるウクライナ侵攻によりエネルギーコスト

はさらに上昇しつつある。このような状況がつづ

くと、現在、室温が維持されている寒冷地におい

ても、がまんの省エネルギーの結果、室温が低下

をしかねず，その場合には居住者の健康にも影響

が及ぶと考えられる．省エネルギーと室内環境を

両立するには高断熱が最も重要である。現在、わ

が国では ZEH、ZEB の導入に向けた議論が進ん

でいるが、高い断熱性能をもったそれらの建物の

導入を早急にすすめるべきである。 

 

 
図 14 暖房コスト比とθ25 における傾き 

 

D．結論 

 以下に本研究項目のまとめを示す。 

本研究項目では、人口動態死亡表と気象データ，

省エネルギー区分のマージを行い，外気温変動と

日本人の死亡の関係について分析した。 

Death Index の分析では籾山らが示した、冬期

に死亡率が高くなる傾向が 2010 年代でも引き続

きみられ，北海道よりも関東で顕著であった。 

CSVM を用いて EU，日本の都道府県の死亡率

の冬期の上昇傾向を分析した結果、全体的に温暖

地で冬期の死亡率の上昇傾向がみられた。冬期の

外気温と CSVM の相関においては，北海道は EU

諸国と比べても CSVM が低い位置にあったが、三

重県は非常に高い位置にあった。 
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各月，各カテゴリーの死亡者数で重みづけを行

た外気温と死亡率の関係を分析した結果，冬季の

低温と死亡率との間に有意な相関が見られた。 

また，省エネ対策が死亡率に与える影響を調べ

るために多変量回帰分析を実施した結果、年齢層

や死亡場所（病院 vs 自宅）によって死亡率に有意

な差があることがわかりました。また、温暖な地

域では外気温が低い期間に死亡率が著しく上昇す

ることが明らかになった。 

温暖地でも住宅環境の断熱性能を改善すること

が健康促進に必要である．また，寒冷地でも今後

のエネルギー価格の上昇をふまえると、さらなる

断熱性能の向上（ZEH，ZEB 化）が必要である。 
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住宅環境改善の健康状態に関する効果の検証 

省エネルギー法の普及に伴う室内温熱環境の改善効果推定のための明け方最低室温の推計 

研究分担者  長谷川 兼一  秋田県立大学 システム科学技術学部 教授 

研究分担者  桑沢 保夫   建築研究所 環境研究グループ    環境研究グループ長 

 

研究要旨 

本研究では、統計データを組み合わせて、住宅ストックの断熱性能の地域分布を推定する手法の構

築を目指している。断熱性能が高い住宅ストックが増加すれば、それに伴う室内温熱環境を始めとす

る室内環境の質の向上と健康増進効果に期待できる。 

本年度は、昨年度までに得られた都道府県別の 2050 年までの断熱水準(断熱等級 1〜4)の割合を用

いて、都道府県別の暴露環境の水準を定量化した。ここでは、断熱等級に見合った温熱環境を評価す

るために、明け方の室温の低下に着目し、明け方の室温を 2 月の午前 6 時の室温とし、深夜 0 時の時

点で 25℃の室内が暖房停止後の室温低下の度合いで評価した。その結果、外気温や断熱等級の分布に

より、明け方の室温には地域差が確認できた。このような地域性は当然、温熱環境の質にも影響する

ため居住者の健康リスクにも大きく作用することになる。また、現状趨勢において断熱化による温熱

環境の改善効果は確認できたが、その発現は緩やかであり、現時点から室温が有意に上昇するには 15

年の期間を有し、WHO が提唱している 18℃以上を維持するには至っていないことがわかった。 

A．研究目的 

本研究の目的は、省エネルギー法の普及に伴う

室内温熱環境の改善による健康リスクの変化を定

量的に評価するための手法を構築することである。

断熱性能が高い住宅が普及すれば、それに伴う室

内温熱環境を始めとする室内環境の質の向上と健

康増進効果が期待でき、健康リスクの低下にも寄

与できるといえる。 

本研究では、以下の 3 点に注目した分析を行っ

た。①総務省が提供している住宅土地統計調査よ

り得られるデータを用いて、住宅の断熱性能を代

表する窓構成の地域性を確認、②統計データを組

み合わせて将来の住宅ストックの断熱性能の地域

分布を推計する手法を用いて、2050 年までの断熱

水準の割合を推計、③断熱等級に見合った温熱環

境を評価するため、明け方の室温の低下に着目し

て都道府県別の暴露環境の水準を定量化。 

ここで提案する手法は、長谷川ら 1)が作成して

いる住宅のエネルギー消費量の将来推計のための

マクロモデルに組み込まれているプロトコールの

一部である。公表されている統計データを用い

て、都道府県別の家族類型別世帯数と断熱水準別

住宅シェアの将来推計を行うことができる。さら

に、その結果を用いて温熱環境の改善効果を評価

する。 

 

B．明け方最低室温の推計方法 

B1．家族類型別世帯数の推計 

家族類型の分類は、国立社会保障・人口問題研

究所の世帯数推計データに準拠した分類に加え、

今後の高齢化の影響を予測する目的から、高齢世

帯と高齢世帯以外の違いが検討できる分類として、

①高齢単独世帯・②その他単独世帯・③高齢夫婦

世帯・④その他夫婦世帯・⑤夫婦と子から成る世
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帯・⑥ひとり親と子から成る世帯・⑦その他の一

般世帯の 7 家族類型に分類した。 

図 1 に家族類型別世帯数の計算フローを示す。

2015 年までを国勢調査の統計値 2)、2040 年まで

を国立社会保障・人口問題研究所の推計値 3)を用

いた。2050 年までは 2020 年から 2040 年の人口

問題研究所による推計値を対数近似し、推計する

年代を代入して独自推計した。 

推計は以下のように行った。①2020～2040 年の

平均世帯人員の推移を対数近似して 2050 年まで

の平均世帯人員を算出する。②2020～2040 年の各

都道府県の人口比率の推移を対数近似して 2050

年までの人口比率を算出し、全国の総人口に乗じ

て各都道府県の総人口を算出する。③各都道府県

の総人口を平均世帯人員で除すことで一般世帯総

数を算出する。④2020～2040 年の家族類型別世帯

数の割合を対数近似して割合を算出し、2050 年ま

での各年の一般世帯総数に乗じて家族類型別世帯

数を算出する。 

 

B2．断熱水準別住宅シェアの推計 

図 2 に推計フローを示す。断熱水準は無断熱、

1980 年基準、1992 年基準、1999 年基準とし、外

岡らの手法 4)をもとに、各年における着工住宅に

占める断熱水準別のシェアから戸数を想定し、

1990 年時点の断熱水準別の住宅ストック戸数を

ベースに、断熱水準別の着工戸数を積み上げるこ

とにより、各年における住宅ストックに占める断

熱水準別住宅数を住戸形態別(戸建住宅、RC 造集

合住宅、木造集合住宅)に推計する。 

推計を以下のように行った。①5 年ごとのデー

タである家族類型別世帯数を直線補完し、各年の

世帯数を推計した上で住戸形態別割合注 1)を乗じ

ることで各年の住戸形態別ストック住宅戸数を推

計する。②1990 年から 2020 年までの着工数は、

住宅新築着工統計より、戸建、長屋、共同住宅の新

設住宅戸数を用いた。2019 年以降は前年のストッ

ク戸数から解体戸数を減じた戸数と当該年ストッ

ク戸数との差をその年の着工数とする。③1990 年

から 2018 年までの解体戸数は前年のストック戸

数に着工数を加えた戸数と当該年ストック戸数と

の差をその年の解体数とする。2019 年以降は、そ

れまでの解体戸数から住戸形態別の解体比率注 2)

を求め、前年のストック戸数に乗じて推計する。

④1990 年から 2020 年までの断熱水準別の着工住

宅戸数は、住宅性能表示・評価協会による建設住

宅性能評価書(新築)データに示されている断熱等

級の割合を利用した。また、2020 年以降の着工住

宅は全て 1999 年基準とした。⑤1990 年の住宅ス

トックに占める断熱水準別シェアを鈴木ら 5)の調

査データを引用して、各都道府県に割り付けた。

①から⑤のデータをもとに、1990 年の住宅戸数に

各年の断熱水準別の住宅戸数を積み上げ、無断熱

の住宅から解体されていくものとして 2050 年ま

での断熱水準別住宅戸数を推計する。 

 

 

図 1 家族類型別世帯数の計算フロー(秋田県の例) 

 

 

図 2 断熱水準別シェア推計フロー 
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B3．明け方の室温の算出 

断熱等級に見合った温熱環境を評価するために、

明け方の室温の低下に着目する。本研究では、明

け方の室温を 2 月の午前 6 時の室温とし、深夜 0

時の時点で 25℃の室内が暖房停止後の室温低下

の度合いで評価する。 

室温の低下は、(1)式で表現することができる。 

𝜃 ൌ 𝜃 
ு

ௌ
𝑒ିఋ௧ (1) 

室温変動率δは別途算出する必要があるため、

AIJ 標準問題の戸建住宅モデルを用いて数値実験

し、松尾の盧波法により求めた。数値実験の例を

図 3 に示す。詳細は説明しないが、暖房時間帯に

等級 4 の方が温度上昇の程度が高く、断熱性能が

高いことが明らかである。このような実験データ

により、温度変動率δを同定することができる。 

図 4 に各断熱等級の室温低下の結果の例(秋田

市)を示す。等級 4 であれば、暖房停止後に 10℃程

度の室温低下に抑えることができる。 

 

 
図 3 数値実験による室温変動の計算結果 

 

図 4 断熱等級毎の室温低下の計算結果 

C．窓構成の地域性 

図 5 に、平成 30 年における都道府県別の住宅

の窓構成の割合を示す。「二重以上のサッシ又は

複層ガラス」の使用は、住宅の断熱性能との関連

性が深いと考えられる。よって、全ての窓に使用

されていれば、一定以上の断熱性能が確保されて

いるといえるが、いわゆる「内窓」も含まれるた

め、省エネルギー基準に適合している訳ではない

ことに留意する必要がある。 

図を見ると、寒冷な地域ほど、窓の複層化の割

合が高いことが確認できる。特に、北海道では、

全ての窓への適用が 60％に達し、東北地方で

は、20％以上となっている。一方で、関東以南の

温暖な地域においては、10％前後にとどまってい

る。住宅の基本性能として断熱性能を向上させる

ことが重要であるが、その効果を健康リスク低減

の観点から評価することは意義あることである。 

 

図 5 都道府県別の窓構成の割合 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

割合[%]

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓がすべての窓にある

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓が一部の窓にある

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓がない
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D．明け方最低室温の推計結果 

D1．家族類型別世帯数の推計結果 

推計結果の例として、図 6 に全国の結果を示す。

今後、世帯数は 2025 年に最も多く 54,116,084 世

帯となり、その後徐々に減少していく。2050 年の

世帯数は 48,413,573 世帯になる結果となった。家

族類型別にみると、高齢単独世帯は、2050 年の

9,635,667 世帯となるまで増加を続ける一方、その

他単独（高齢単独以外）が減少する。また、高齢夫

婦についても 2050 年まで増加傾向にあり、我が

国の高齢化を反映していると考えられる。家族類

型別には夫婦と子の割合が最も高いが、減少傾向

にあり、若年世帯は全体的に減少することが見て

取れる。 

 

D2．断熱水準別住宅シェアの推計結果 

図 7 に全国の断熱水準別住宅ストック戸数の推

移を戸建住宅について示す。 

戸建住宅では 2010 年において住宅ストックの

うち、等級 1 が 38.9%、等級 2 が 34.8%を占めて

いる。2010 年以降、等級 1 の住宅が解体されて、

高い等級を有する断熱住宅が占める割合が増加し、

2030 年には等級 4 が 32.4%となる。さらに、2050

年には半数のストックが等級 4 以上の住宅に置き

換わることになる。 

このような推計を 47 都道府県別に実施した。住

宅ストックの断熱水準割合には地域性が明確に現

れている。戸建住宅を例にすると、宮城県では

2030年時点で等級 4が 41.3%、2050年では 74.0%

であるのに対し、同じ東北地方に位置する秋田県

では、2030 年で 25.3%、2050 年で 39.2%に留ま

っている。このような地域性は当然、温熱環境の

質にも影響し、それに暴露される居住者の健康リ

スクにも大きく作用することになる。 

 

D3．明け方の室温の将来推計 

図 3 と図 4 の計算を都道府県別に実施し、断熱

等級の割合で重み付けした平均値を代表値とした。

2030 年と 2050 年時点での明け方の室温をマップ

として図 8、図 9 に示す。外気温や断熱等級の分

布により、明け方の室温には地域差が確認でき、

山形県や長野県の室温が相対的に低い。 

図 10 に各年における都道府県の室温分布を示

す。断熱等級 4 の割合が高くなるため、全国の明

け方の室温は上昇傾向にある。現時点から室温が

有意に上昇するには 15 年の期間を有し、何らかの

政策介入がなければ早期の温熱環境の改善は見込

めない可能性が指摘できる。 

 

 

図 6 家族類型別世帯数の推移（全国） 

 

 
図 7 断熱水準別住宅ストック戸数の推移 

(戸建住宅・全国) 

 

E．まとめ 

本研究では、住宅ストックの断熱性能を推計す

る手法を構築し、都道府県別の 2050 年までの断

熱水準の割合を推計した。さらに、断熱等級に見

合った温熱環境を評価するため、明け方の室温の
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低下に着目して都道府県別の温熱環境の水準を定

量化した。現状趨勢において断熱化による温熱環

境の改善効果は確認できたが、その発現は緩やか

であるとともに、WHO が提唱している 18℃以上

を維持するには至っていないことがわかった。 

 

 
図 8 明け方 6 時の居間温度の都道府県平均値 

(2030 年、戸建住宅) 

 

 
図 9 明け方 6 時の居間温度の都道府県平均値 

(2050 年、戸建住宅) 

図 10 明け方 6 時の居間温度の将来推計 

 

＜注釈＞ 

注 1）平成 30 年度住宅・土地統計調査の統計値の

各都道府県の値を用いた。 

注 2) 1991 年から 2020 年までのストック戸数に

占める解体戸数の割合をもとに戸建住宅、

RC 造集合住宅、木造集合住宅に対して、各

都道府県の値を算出した。  
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伴う温熱環境改善に関する将来推計，室内環境
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分担研究報告書 

 

住宅環境改善の健康状態に関する効果の検証 

居住リテラシーと健康リスク低減に関する情報整理 

研究分担者  長谷川 兼一 秋田県立大学システム科学技術学部 教授 

 

研究要旨 

居住リテラシーとは、住宅で適切に住まい知識や行動と考えられる。本研究は、住宅環境の改善に

は欠かせない居住リテラシーに資する情報を整備することを目的として、既存の住まい方マニュアル

等を調査した。ここでは、住宅と健康との関連について科学的なエビデンスを踏まえた情報を抽出す

ることを念頭に、「健康に暮らすための住まいと住まい方 エビデンス集」と「科学的根拠に基づく

シックハウス症候群に関する相談マニュアル」の 2 つの情報源を調査対象とした。それぞれ、住まい

において居住者が暴露される環境に着目し、健康が住まい方に影響していると判断した内容を抽出

し、所定の書式に情報を整理した。 

今後、得られたデータをもとに、健康リスク低減の観点から見た居住リテラシーに関する情報を整

備する。 

A．概要 

居住者の健康増進を図るためには住宅の環境性

能を高めることは重要である。現時点では、住宅

関連技術が進歩し施工レベルも向上しているため、

これらを適用することにより、望ましい環境を構

築することができる。しかしながら、断熱性能や

設備性能が高くとも、技術の使用や住まい方に誤

りがあれば、意図した環境性能を発揮することが

できず、 逆に、環境汚染を招くことが想定される。

例えば、 断熱気密性能が高い住宅において、開放

型ストーブを使用すれば、結露の発生や空気汚染

を引き起こすことは容易に想像できる。 

住宅での健康リスク要因には、先に挙げた空気

汚染によるシックハウス症状やヒートショックに

よる循環器系の疾患、寒冷環境への曝露による低

体温症、過度な温度上昇に伴う熱中症など、いく

つか挙げられる。住宅で適切に住まう知識や行動

を居住リテラシー注)と定義すると、健康リスクの

原因の多くは、居住リテラシーの欠如が関連して

いると考えられる。従って、住宅内での健康リス

クを低減させるためには、居住リテラシーの涵養

は不可欠である。 

そこで本研究では、住宅環境の改善には欠かせ

ない居住リテラシーに資する情報を整備すること

を目的とする。特に、既存の住まい方マニュアル

等を調査し、健康リスク低減の観点から見た居住

リテラシーに関する情報を抽出する。 

 

B．調査方法 

住宅と健康との関連について科学的なエビデン

スを踏まえた情報を抽出することを念頭に、「健康

に暮らすための住まいと住まい方 エビデンス集」

1)（以降、文献 1）と「科学的根拠に基づくシック

ハウス症候群に関する相談マニュアル」2) （以降、

文献 2）の 2 つの情報源を調査対象とした。 

文献 1 では、住まいにおいて居住者が暴露され

る環境に着目し、「温熱環境」「睡眠環境」「空気環

境」「安全・安心」のキーワードの分類(大分類)し、

それらに関連する小分類の項目毎に、健康が住ま

い方に影響していると判断した内容を抽出した。 
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文献 2 では、シックハウス症候群の主なリスク

要因として「化学物質・微生物」「低温・高温」「た

ばこ煙」に着目するともに、「仮設住宅」「年齢・季

節の応じた予防」の観点から、健康と住まい方に

関連する情報を抽出した。 

 

C．調査結果 

 表 1〜表 4 に文献 1、表 5〜8 に文献 2 から得た

情報を示す。各項目には、引用箇所を明確にする

ために各項目のページ番号と行数を併記した。ま

た、引用されている図表を示さずに原典を参照す

ることとした。次年度は、これらの情報を居住リ

テラシーと結びつけるために、共通のキーワード

でグループングするなどデータを構造化すること

を試みる。 

 

D．まとめ 

住宅環境の改善には欠かせない居住リテラシー

に資する情報を整備することを目的として、既存

の住まい方マニュアル等を調査した。本研究では、

住宅と健康との関連について科学的なエビデンス

を踏まえた情報を抽出することを念頭に、「健康に

暮らすための住まいと住まい方 エビデンス集」

と「科学的根拠に基づくシックハウス症候群に関

する相談マニュアル」の 2 つの情報源を調査対象

とした。それぞれ、住まいにおいて居住者が暴露

される環境に着目し、健康が住まい方に影響して

いると判断した内容を抽出し、所定の書式に情報

を整理した。 

今後、得られたデータをもとに、健康リスク低

減の観点から見た居住リテラシーに関する情報を

整備する。 

 

＜注釈＞ 

注）本来は言語の識字率や読解記述力を意味する

ものであるが、最近では、「何らか表現されたもの

を適切に理解・解釈・分析し、改めて記述・表現す

る」能力という意味に使われている。 
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１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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ための住まいと住まい方 エビデンス集，技

報堂出版，2013 年 

2） 科学的エビデンスに基づく「新シックハウス

症候群に関する相談と対策マニュアル(改訂

版)」の作成研究版：科学的根拠に基づくシッ

クハウス症候群に関する相談マニュアル(改
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表 1 「適切な温熱環境」に関する住まい方の情報 

 
 

表 2 「快適な睡眠環境」に関する住まい方の情報 
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表 3 「清浄な空気環境」に関する住まい方の情報 
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表 4 「安全・安心な住まい」に関する住まい方の情報 
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表 5 「シックハウス症候群の主なリスク要因」に対する住まい方の情報 
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表 6 「室内の環境に関わる要因」に対する住まい方の情報 

 

 

表 7 「仮設住宅の環境と健康問題」に対する住まい方の情報 
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表 8 「居住者の年齢や季節に応じた予防」に対する住まい方の情報 

 

 



- 95 - 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

既存の住まい方マニュアルに見られる居住リテラシーと健康リスク低減に関する情報整理 

 

研究分担者  長谷川 兼一  秋田県立大学 システム科学技術学部  教授 

研究分担者  池田 敦子   北海道大学 大学院保健科学研究院   教授 

研究分担担  阪東 美智子  国立保健医療科学院 生活環境研究部  上席主任研究官 

研究分担者  本間 義規   国立保健医療科学院          統括研究官 

 

研究要旨 

居住リテラシーとは，住宅で適切に住まい知識や行動と考えられる。本研究は，住宅環境の改善に

は欠かせない居住リテラシーに資する情報を整備することを目的として，既存の住まい方マニュアル

等を調査した。ここでは，住宅と健康との関連について科学的なエビデンスを踏まえた情報を抽出す

ることを念頭に，国内外の 23 件の文献を情報源としてデータベースを作成し，「①居住者の属性（性

別，年齢，症状等）」と「②居住者が曝露される環境（温熱環境，睡眠環境，空気環境，安全・安心）」

のそれぞれの観点から，健康リスクを低減する健康住宅の要素を抽出し再構築して，健康住宅ガイド

ラインに資する基礎資料を作成した。さらに，このような情報の活用の一事例として，換気行動に着

目した居住リテラシーの統合モデル構築を試行した。 

A．概要 

居住者の健康増進を図るためには住宅の環境性

能を高めることは重要である。現時点では，住宅

関連技術が進歩し施工レベルも向上しているため，

これらを適用することにより，望ましい環境を構

築することができる。しかしながら，断熱性能や

設備性能が高くとも，技術の使用や住まい方に誤

りがあれば，意図した環境性能を発揮することが

できず， 逆に，環境汚染を招くことが想定される。

例えば， 断熱気密性能が高い住宅において，開放

型ストーブを使用すれば，結露の発生や空気汚染

を引き起こすことは容易に想像できる。 

住宅での健康リスク要因には，空気汚染による

シックハウス症状やヒートショックによる循環器

系の疾患，寒冷環境への曝露による低体温症，過

度な温度上昇に伴う熱中症などが例示できる。住

宅で適切に住まう知識や行動を居住リテラシー注

1)と定義すると，健康リスクの原因の多くは，居住

リテラシーの欠如が関連していると考えられる。

従って，住宅内での健康リスクを低減させるため

には，居住リテラシーの涵養は不可欠である。 

「快適で健康的な住宅に関する検討会議」（平成

7 年 3 月〜平成 9 年 4 月）では，国民が快適で健

康的な生活を送るための居住環境について議論し，

報告書（総論編，各論編，チェックリスト）を作成

している。 

この検討会では， 

・ 居住者へ「住まい手」としての自覚を促し，適

切に住まうことを求める 

・ 居住者の視点で，住宅の建設・改築に当たって

の留意事項を提示する 

・ 実生活における維持管理の手順を具体的に提

示する 

ことにより，より快適な居住環境の実現を図るこ

とを意図したガイドラインを作成した。各論編で

は，住宅に関わる環境要素（空気環境，揮発性有機
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化合物，臭気，ダニ，カビ，ネズミ・衛生害虫，給

排水設備，騒音・振動，照明）に対する住まい方の

ガイドラインが提示されている。また，チェック

リストでは，新築・中古住宅の購入に当たって，居

住者自らが問題点を発見し，住環境の改善に役立

てることを意図して作成されている。この報告書

が作成されて以降，健康的な住宅に関する検討は

行われていないようである。 

研究項目では，これまでの検討内容を踏まえつ

つ，特に，健康リスク低減に資する居住環境を構

築することを目標に，居住者自らが行動すること

を促す情報（居住リテラシー）を整理する。居住リ

テラシーに関わるステークホルダーは，居住者の

他，アドバイスする立場の者，住宅建築に関わる

者が想定されるため，速やかに居住リテラシーの

情報を参照できるように整理の仕方に工夫が必要

である。従って，以下の観点から情報を整理する。 

① 属性：性別，年齢，症状 

② 現象（場面）：健康的な生活を送る上での留

意点・問題点の解決策 

情報源は，既に多くの組織・機関より提供され

ている「住宅の住まい方マニュアル」であり，これ

らの資料を収集し整理した。次に，これらの資料

より居住リテラシーに関連深い情報を抽出し，「属

性」と「現象」に着目して再整理することで，健康

住宅ガイドラインに資する基礎資料を構築する。 

 

B．調査方法 

国内における「住まい方」に関するガイドライ

ンやマニュアル等をインターネットおよび文献デ

ータベースを使って収集した。検索キーワードは，

「住まい方」「マニュアル」「ガイドライン」「健康」

「健康」などとし，自治体や学会，公益財団法人等

の公的主体が作成したものを主体とし，その後、

大手企業が作成したものにも対象を広げ，22 件の

文献を収集した。さらに，文献 21 が取り上げてい

る WHO 発行の「Housing and health guidelines」

（文献 1）を加えた合計 23 件を調査対象とした

（表 1）。 

これらの資料を用い，各マニュアルやガイドラ

インの記述内容について，「建物や設備本体に関わ

ること」と「居住者の知識や行動（居住リテラシ

ー）に関わること」に着目して整理を行った。「建

物や設備本体に関わること」については，さらに

「建設時の留意点」と「建設後の留意点・問題点の

解決策」に分けて分類し整理を行った。 

これを基本のデータベースとして，「①居住者の

属性（性別，年齢，症状等）」と「②居住者が曝露

される環境（温熱環境，睡眠環境，空気環境，安

全・安心）」のそれぞれの観点から，健康リスクを

低減する健康住宅の要素を抽出し再構築して，健

康住宅ガイドラインに資する基礎資料を作成した。

加えて，一工務店の協力を得て，これらガイドラ

イン等に関する認知や，施主の動向に関するイン

タビューから得られた情報をまとめた。 

また，本研究にて得られた情報を参照して，換

気行動に着目した居住リテラシーの統合モデル構

築を試行した。このような情報の活用の一事例と

して提示する。 

 

C．結果と考察 

C1．居住者別に見た健康リスク低減 

 以下の 5 つの資料に居住者別に見た健康リスク

に関する記載を認めた：文献 1．WHO Housing 

and Health Guidelines，文献 2．健康に暮らすた

めの住まいと住まい方エビデンス集，文献 3．科学

的根拠に基づくシックハウス症候群に関する相談

マニュアル（改訂新版），文献 10．快適な暮らしの

ガイドライン‐住まい方編，文献 19．医療福祉・

建築連携事業－建築関係者向け住まいと健康に関

する研修テキスト（2019 年度版）。 

 対象となる居住者として，乳幼児，子ども，高齢

者，妊婦，疾患を持つ者，および女性，と大別する

ことができた。以下に，それぞれの居住者別にど

のような記載が重要かをまとめる。 

（１） 乳幼児 

 乳幼児を対象としては，騒音に加えて，墜落お

よび感電防止に加えて授乳時の寒さ対策について

述べられていた。 

（２） 子ども 

 子どもにおいては小児喘息やアレルギー，呼吸

器疾患，呼吸器感染症の予防に焦点を当てた項目
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が最も多く，このほかやけどや熱傷，熱中症など

の室温対策，怪我の予防に関する項目があった。 

（３） 高齢者 

 高齢者については，特に室温と関連した血圧変

動や循環器事故，ヒートショックなどの記載が目

立った。体温調節が緩慢になることによるヒート

ショックの起こりやすさ，WHO が定める最低室

温 18℃の重要性を示すことが重要であると考え

られる。その他は手すりの設置などによって移動

を支援することによる転倒や転落，つまずき防止

することによる怪我の予防はもちろんのこと，こ

れらの設備を設置することによる安心感や不安の

減少など，心理面においても効果があることにつ

いて示されていた。なお，高齢者住宅協会から「人

生折返し これからの住まいと暮らしを考えてみ

ませんか」が，高齢の居住者を対象にリーフレッ

トを作成していた。配慮項目として温熱環境に加

えて，外出のしやすさやトイレ・浴室の使用しや

すさ，空間の合理化，バリアフリーなど設備に関

する項目を多く挙げており，高齢者の視点でのリ

フォームや改修に役立つコンテンツとなっていた。 

（４） 妊婦 

 妊婦を対象に書かれていた項目は，騒音に伴う

影響の 1 点のみであった。 

（５） 疾患を持つ者 

 喘息やアレルギー，花粉症を持つ者，がんの治

療中や免疫機能が低下している者，機能障害や視

覚障害がある者，慢性疾患，特に心疾患がある者

に向けた項目に大別できた。室内環境の改善につ

いてはアレルゲン対策，室内の温湿度，明かり，騒

音，および手すり等の設備に関するもので，乳幼

児や高齢者に向けた内容とほぼ同様であった。 

（６） そのほかの特性 

 そのほかの特性としては女性に焦点を当てた室

温に加えて，住環境の満足度を上げることで慢性

疼痛の予防や健康維持につながるなど，効果を示

すような内容が含まれていると，単なる予防的配

慮に留まらず健康増進につながる住環境を提示で

きると考えられた。 

 

 

C2．環境要因別に見た健康リスク低減 

文献 1 では，住まいにおいて居住者が曝露され

る環境に着目し，「温熱環境」「睡眠環境」「空気環

境」「安全・安心」のキーワードに分類し，関連す

る現象や場面に対する健康への影響を整理してい

る。ここでは得られた情報を 4 つの分類に基づい

て整理した。以下に，各分類において高い頻度で

取り上げられているキーワードに着目して，住ま

い方マニュアルに共通して触れられている内容を

確認する。 

（１） 温熱環境 

主には，寒冷曝露と暑熱曝露による健康リスク

が想定されている。 

冬季の室内では，居住者は寒冷な環境に曝され

る可能性が高く，そのような環境は上下温度差，

室間の温度差（ヒートショック），極端に低い室温，

冷輻射，コールドドラフトなどにより測ることが

できる。これらの指標に対して健康を維持するた

めの閾値や基準値を明確にすることができれば，

住まいの設計に繋がると期待できるが，現時点で

は十分なエビデンスが整理されていないことが現

状である。また，家庭内事故の一つである入浴事

故は冬季に発生頻度が高いが，寒冷な洗面所や浴

室が影響しているといわれており，このような空

間を暖めることが重要である。 

暑熱な環境は夏季に生じるが，適度なエアコン

利用や高湿度を避ける等，居住者による環境調整

が求められる。寒冷曝露と同様に，暑熱曝露につ

いても，維持すべき環境に対する十分なエビデン

スは整っていない。建物の断熱化は，夏季には遮

熱にも効果があるため有効な手法である。また，

開口部からの日射を調整して熱エネルギーを遮る

ことは，すだれやよしず，緑のカーテンなどによ

り可能となる。 

（２） 睡眠環境 

睡眠時の室内温度は，冬季で 15℃以上，夏季で

26〜28℃，相対湿度は 50〜60%が目標とされてい

る（文献 2）。いずれも寒冷曝露や暑熱曝露による

健康リスクを回避することが想定されている。夏

季の場合，暑さのために睡眠環境が損なわれると

睡眠障害を引き起こし，睡眠不足や疲労感を高め
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ることにつながる。従って，適度にエアコンを運

転させることが対策の一つとなる。 

睡眠前，睡眠直前，睡眠中，起床時といった場面

に応じて，光環境を調整することにも配慮すれば

質の高い睡眠を得ることができる。光環境の調整

は，照度や輝度の程度，照明器具の色温度の選択

により可能となる。また，静穏な環境を維持する

ために音環境へも配慮する必要があり，主には外

部騒音への対処が該当する。 

（３） 空気環境 

生活のあらゆる場面で空気汚染による健康影響

が懸念される。開放型の燃焼器具を室内で使用す

る場合は，不完全燃焼による一酸化炭素中毒に注

意する必要がある。燃焼過程での酸素不足を回避

するための換気は不可欠である。厨房においてガ

スコンロ等を使用する際は必ず換気扇を運転する

ことを怠らない。また，居室での開放型ストーブ

の利用は極力避けるべきであるが，定期的な窓開

け換気が望まれる。このような開放型の燃焼器具

からは水蒸気や窒素酸化物，硫黄酸化物も発生す

るため，やはり換気には十分に留意すべきである。 

人の生活行動に伴って，室内空気は常に汚染さ

れることを意識するべきである。人体からの呼気

（二酸化炭素）や水蒸気発生，酸素消費は室内環

境を劣化させていることに他ならない。また，持

ち込み家具からの化学物質の揮発，芳香剤，防虫

剤などの利用により特定の揮発性有機化合物が発

生していることになる。室内に存在する化学物質

の全てに基準値が設けられているわけではないが，

過度に濃度を上昇させないためには一定量の換気

(住宅の場合は 0.5 回/h)を確保することが前提と

なる。 

冬季の結露は，室内の水蒸気を含んだ空気が，

露点温度以下の温度が低い開口部のような部位に

触れた際に生じる。結露の発生は部位の汚損や劣

化を招くため回避すべきである。室内空気が触れ

る面の表面温度が低下しないように断熱性を高め

ることと，室内の水蒸気量が過度にならないよう

に発生を抑制したり換気することが対策となる。

室内の水蒸気が適切に調整できなければ，高湿度

な状態（ダンプネス）に陥り，微生物による汚染に

つながる。特に，カビの発生は喉や鼻の症状や喘

息の発症リスクを高める要因となる。さらに，ダ

ニはカビを餌として繁殖してしまうため，ダニア

レルゲン濃度を高める原因にもなる。微生物によ

る環境汚染は高湿度な環境が要因の一つであるが，

適切な清掃や風通しを良くするなど衛生的な生活

環境を維持することも対策として重要である。 

梅雨から夏季にかけてエアコンを使用し始める

際には，エアコンがカビの発生源になる可能性が

あるため，季節の変わり目にメンテナンスするこ

とにも配慮すべきである。また，冬季の過乾燥を

防除するために加湿器が使用されることがあるが，

定期的な清掃を怠るとカビ等の微生物の発生源と

なることが懸念される。 

（４） 安全・安心 

住宅内では，段差によるつまずきや，照度不足

により視野が確保できないことによる衝突による

けがの危険性がある。また，浴室内はすべりやす

いため，室内での体勢移動の際に身体を支えるこ

とが可能な手すりの設置や過度な段差を解消する

ことが望ましい。 

高温になった燃焼系の設備や給湯水によって火

傷する危険性があるが，比較的低温で生じる低温

火傷にも注意する必要がある。床暖房や電気毛布

など直接皮膚に触れる面の温度にも配慮すべきで

ある。また，電気系統に直接触れることによる感

電や漏電による火災発生の危険性もある。 

 

C3．一工務店社員へのインタビューから得られた

情報 

 一工務店の協力をえて，ガイドラインに関する

メーカー側の認知や，施主の動向に関する情報を

以下にまとめる。 

（１）利用する情報について 

 WHO のガイドラインと厚生労働省「科学的根

拠に基づくシックハウス症候群に関する相談マニ

ュアル」は知っていたが，それ以外について知ら

なかった。多くの施主においてもこういった情報

にリーチしているのは，①意識が高い，②経済的

に余裕がある，③子どもがいて住環境に興味があ
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る，④実際に困っている，といったケースである

と考えられた。 

（２）施主が住宅に求める優先順位について 

多くの施主は健康よりもむしろ見た目やデザイ

ンの良さに対する優先度が高い。一方で，新型コ

ロナウイルスの感染拡大に伴って，「健康」がキー

ワードとなり，室内空気を気にする人も増え始め

たと感じられる。 

（３）情報発信の方法について 

一般の人にわかりやすい必要がある。WEB にお

いては資料のわかりやすいカテゴリがあるといい。

住宅に関するチェックリストなどは，快適で健康

に暮らす方法が多方面にわたるため，施主は全部

を網羅することはできない。そこで，施主が自分

が暮らすために何を大切にしたいか，手入れにつ

いては難易度別に本人ができることとプロに任せ

るところを分けて情報提供されているとわかりや

すいのではないか。イラスト，表，グラフ，写真も

重要である。 

（４）住まい方について 

工務店は手入れやメンテナンスについては説明

するけれど，住まい方についての情報提供はほと

んどしない。住宅を建てた後は快適に暮らす気持

ちが高まっているため，その延長で快適な暮らし

に関する住まい方と健康情報が提供できるとよい

のではないか。 

 

以上をまとめると，情報の提供内容は重要であ

るが，その情報の提供の仕方や見易さ，タイミン

グなども考慮することが必要と言える。 

 

C4．換気行動に着目した居住リテラシーの統合モ

デル 

（１）換気行動に係る評価構造・心理プロセスの

統合モデル 

 最小限のエネルギー消費で適切な室内環境（温

熱・湿気・空気・光・音）を維持できる居住空間を

提供することが設計者や施工者の責務である。し

かし，建築的対応のみで自動的な最適環境制御は

難しく，居住者に暖冷房・換気装置の稼働もしく

は窓開放等，何某かの環境調整行動を要求する。

環境調整行動のきっかけは不快な刺激（不快感）

の除去であり，知覚されない健康影響要因は環境

調整行動に結びつかないことが多い。非知覚型健

康影響要因を排除し健康リスクを低減させるため

には，これらを両立させる個人のリテラシーが必

要である。 

 負の非知覚型環境影響要素の排除行動は，いく

つかの分野でも同様のことが言える。環境保護の

分野では，例えばレジ袋削減が例として挙げられ

る 1)。こうした環境配慮は個々人の行為の最終的

結果が見えにくく，具体的行動を促しにくい。ま

た予防医学分野では，がん検診受診率の低さが一

例として挙げられる。がんの早期発見は生存率を

高めるのに有効であるが，無自覚者には無関心層

が多く，結果的に検診受診率が延びない理由の一

つになっている 2)。 

室内環境に目を向けると，知覚しにくい化学物質

や微生物などに起因する健康影響要素を取り除く

有効な手段は換気行動である。個人が何某かの換

気行動を主体的にとり得るのは，既に空気質にか

かわる疾患（シックハウス症候群，化学物質過敏

症等）を受けている場合が考えられるが，日常的

には蒸し暑いなどの温熱感の変化や調理等の臭い

の発生，急性的呼吸困難など，明確な知覚に基づ

く場合が多い。無自覚者に常時換気を促すことは

容易ではない。 

当たり前品質あるいは無関心品質に該当する環境

調整行動をどのように促進するか，そのメカニズ

ムを理解し不足している部分を補う取組の一つが

居住リテラシーの醸成である。図 1 は，文末に掲

げる引用・参考文献 3 の図１に示された統合モデ

ルを参考にして，換気行動に関わる事項を書き込

んだものである。モデル間にあるマル型の図形が，

個人の換気行動に影響を与える外部要素である。 

 図 1 に示す統合モデルは，換気行動に関して意

思決定をする個人もしくは集団の一般的知識レベ

ルの程度の確認から，どのような動機付けで，ど

のような行動意図をもって，最終的な行動に結び

つくのかの心理プロセスを示している。また，最

終的に個人的・社会的にそれをどのように評価・

判断するのかの評価構造モデルを組み合わせたも
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のとなっている。換気行動を例に，以下に時系列

的に確認してみる。 

一般的知識：個人が有すべき換気に関する一般的

知識は，第一に空気質の健康影響についてであろ

う。その上で，一般的な換気の重要性，窓開け換気

の効果，換気メカニズムと続き，具体的な市販換

気設備の知識が続く。住宅構造別の隙間換気や建

築物省エネルギー法等は最終的な設備選択におい

て有用な知識であるが，換気の健康影響に関して

は，個人がこのレベルまでの内容を理解しておく

必要はない（ただし，カーボンオフセットとして

は，個人も理解しておく必要はある）。 

関心：第 2 段階が『関心』である。臭いに敏感で

あるとかアレルギー体質である等の個人的要因の

ほか，シックハウスや新型コロナウイルス感染症

のような社会的要因が考えられる。社会的要因の

情報媒体としてメディアや SNS がある。平成 4～

14 年頃はシックハウス問題が，令和 2～5 年にか

けては新型コロナウイルス感染症対策としての換

気に注目が集まった。 

動機：関心から行動に移すきっかけの段階である。

空気環境に起因する健康影響の明確化，あるいは

規制値もしくはガイドライン値からの逸脱等，定

量的・客観的な空気状態の判断が動機づけになる。 

行動意図：具体的な換気対策の意図を有している

段階である。容易な換気行動としては，窓開け換

気の具体的方法，また機械換気設備に関しては，

風量確認やメンテナンスの具体的方法，相談窓口，

換気設備業者への連絡方法等の具体的方策である。

新築住宅では業者がこれらの判断材料を提供でき

る。 

行動：具体的な換気対策の実行段階である。健康

被害の主体者でない場合や換気良否が判断できな

い場合は，おもにコストが換気行動の促進や手段

選択の意思決定の判断材料となることが多い。知

識レベルと便益・費用（費用対効果）をどこまで正

確に把握できるかがポイントである。 

規定因：以上の各心理段階に影響を及ぼす規定因

として，関心・動機等に影響を与えている『危機

感』，『責任感』，『有効感』等の上位規定因や，『実

行可能性』や『便益費用評価』などの下位規定因が

ある。こうした規定因に相互影響を及ぼすのは評

価構造とその評価構造を形成する法規制等の社会

システムである。住宅に関しては，具体的には住

宅性能評価制度（住宅の品質確保の促進等に関す

る法律，6 空気環境に関すること，ホルムアルデヒ

ド対策，換気対策，化学物質・石綿等の濃度）や省

エネ性能 説明義務 化が挙げ られる。 また

CASBEE-戸建（新築），CASBEE 戸建-既存等も

同様に活用可能である。図中にあるマル印『①既

存住宅の性能評価』や『②省エネ効果の評価法』に

関しては，国内では，簡素な技術者向けしかない

のが現状である。 

（２）換気行動を例とした具体例 

 図 1 に示した統合モデルはあくまで既往研究の

モデルをベースにしたものであり，対象に応じて

適切なモデルを探索的に構築することが重要であ

る。この点の詳細の検討は今後の課題とするが，

今回は，一例として Covid-19 対策で注目された窓

開け換気を例に，図 1 の統合モデルに当てはめて

具体的に考えてみる。 

①一般的知識・実際の環境の把握 

 シックハウス法注 2)に基づき，平成 14 年以降に

竣工した建築物は換気回数 0.5 回/h を満たす換気

設備が付いている。まずは建築年の確認が必要で

あろう。建築基準法を満たす換気設備が設置され

ていれば，設備を稼働させることで 0.5 回/h の換

気が確保されるはずである。次に，適切に稼働す

るかどうかのチェックが必要である。施工不良や

メンテナンスが不十分だと所定の換気量を確保す

ることができない。 

室内の空気清浄度合いの確認，風量の確認は主

観的評価によることが大きい。ただ，新型コロナ

ウイルス感染症対策として CO2 センサーも一般

に普及してきており，こうした機器を利用するこ

とも現在は可能である。 

 室内空気環境に関する一般的知識は，国や自治

体，メーカー等からガイドラインや住まい方マニ

ュアル等が多数提供されている。ネットを検索す

ればこれらの情報にアクセスできるが，表 1 に示

すような一元化したポータルがないとかなりハー

ドルが高い（課題１）。窓開け換気に関しては，表
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1 リスト 15 の『窓がポイント！住まいの上手な換

気方法』（YKK ap）がよくまとまっている。『「3 密」

を避けるために「換気」のポイントを知ろう。（首

相官邸リーフレット）』，『換気の基礎知識（換気回

数の説明）』，『効率的な窓の開け方（2 方向窓，

CFD）』，『風向きと換気の関係（風向きの効果，

CFD）』，『玄関ドアの換気効果』，『様々な換気の工

夫（扇風機の活用，高窓利用）』，『機械換気（24 時

間換気システムは「常時 ON」に）』といった内容

が説明されている。CFD 解析を利用して換気の工

夫に関するビジュアル的・定量的な表現もみられ

る。このような資料は詳細に記述しても読んでも

らえないことが多く，その意味で適切なインスト

ラクショナルデザインが求められる（課題②）。 

②関心・動機 

 関心・動機については，既に空気質に起因する

健康影響・健康被害を受けている場合，調理等の

臭いや石油ファンヒーターの使用などで換気に関

心のある場合はスムーズに換気行動を促すステー

ジに移行できる。一方，無関心層は明確な動機を

持っていないので，ナッジ理論 5）的なアプローチ

をするかもしくは換気行動を促す枠組みの抜本的

な変革が必要である（課題③）。 

③行動意図・行動 

 具体的に換気行動に移る段階である。「スイッチ

を ON にする」，「窓を全開にする」という単純な

行為であれば大きな阻害要因とはならないため，

①で得ている知識に基づいて容易に実行に移すこ

とができる。ただし，この段階で窓開け換気に具

体的な疑問が生じた場合への対応は講じておく必

要がある。具体的には専門的かつ具体的な指示が

必要な場合には専門家が介入するしくみを構築す

ることを想定するが，もしそれが極めて困難であ

れば，窓開け換気を励行しない換気システムの再

構築が必要である（課題④）。ここでの専門家とは，

換気設備技術者，建築技術者，保健・建築等行政機

関等の専門家，大学等の学識経験者が考えられる

（場合によっては ChatGPT のような人工知能チ

ャットボットも考えられよう）。個々のケースに応

じて最低限の予算で最大限の効果を得ることので

きる適切なアドバイスを与えることが可能かどう

かが重要なポイントとなる（課題⑤）。 

 下位規定因にある実行可能性は，窓開け換気の

場合ハードルは低いが，機械換気設備の場合は予

算確保と業者選定が必要となる。便益費用に関し

ては，健康影響のある人とそうでない人では判断

基準が異なること，また，費用対効果の客観的判

断ツールは，現在日本にはない（課題⑥）。 

④評価（結果の事後評価） 

 空気質に起因する健康影響・健康被害を防止す

るための換気量は，その汚染物質濃度を一定レベ

ル以下に低減できればよく，その状態を主観的も

しくは客観的に確認することになる。この目的を

達成するためには，可能な限り大量の換気量を確

保すればよい。そのほか換気改善に伴う個人医療

費の削減や社会全体のコストなども重要な指標で

ある。 

しかし，実際の換気行動の評価軸はそれほど単純

ではない。外気導入に伴う室温・室内湿度の変動

やその制御にかかるエネルギー，外部騒音の影響，

プライバシーの保護など，多面的な要素を考慮す

る必要がある（課題⑦）。 

例えば，窓開け換気に関しては冬期・寒冷地にお

いて常識的に全開にしないため，どの程度まで開

度を小さくできるかの情報が必要である（例えば

図 2）。そのほか，いくつかの基準が混在する場合

も判断を困難にする。厚生労働省のリーフレット

6）には，換気回数として毎時 2 回以上とあるが注 3），

建築基準法の0.5回/hとなっていて数値が異なる。

こうした点も整理が必要であろう。 

（３）或いは居住リテラシーに依存しないシステ

ム構築 

 逆説的ではあるが，居住リテラシーを涵養し，

個々人が的確な換気行動を促すようにするという

方法のほかに，法律などの枠組みでこれをコント

ロールするという考え方ももちろんあり得る。前

者はボトムアップ的であり後者はトップダウン的

であるが，海外に目を向けるとトップダウン的な

手法は比較的多い。例えばイギリスでは 2018 年

に Homes (Fitness for Human Habitation) Act 

2018 が改正施行され，HHSRS（The Housing 
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Health and Safety Rating System）が正式なツー

ルとして採用されている。HHSRS は，住宅に起

因する様々な健康被害を定量化するツールである。

評価項目としては，階段の危険性や過度な寒さ，

ダンプネス，やけど等など 29 の項目についてスコ

アを算出，4 段階のハザードレベルに分類する 4）。

このシステムは換気そのものの評価というより，

家庭内での健康影響要素（換気関連では，1.Damp, 

mould growth, etc., 5. Biocides, 6. Carbon 

monoxide and fuel combustion products, 9. 

Uncombusted fuel gas, 10. Volatile organic 

compounds など）がエビデンスとともに年代別健

康影響評価できるように設計されている。かつ

Home Inspector（自治体職員）が実地でレーティ

ングする仕組みとなっているため，所有者はその

結果をドキュメントとして受け取ることができ，

図 1 の心理プロセスの大部分を省略可能である。 

最終的な評価は健康リスクの低減が達成されるか

どうかであるが，社会的評価（例えば，死亡率が低

下する，家庭内クラスター発生数が減少する，社

会保障費が削減されるなど）も個人の判断に総合

的に影響を与えることになる。因みにイギリスで

は HHCC（Housing Health Cost Calculator）を

用いて費用対効果分析が可能となっており，基礎

自治体レベルで EBPM を実践することが可能と

なっている。 

（４）まとめ 

 換気行動に着目して居住リテラシーを検討する

際の課題について検討した。こうしたモデルをベ

ースにすることで，個人，設計者・技術者，行政

組織等の各セクターの取り組むべき課題が比較的

明確にできると思われる。今後，室内環境にかか

る環境調整行動の居住リテラシーの具体的なモデ

ルを探索するとともに，法律ベースで進められて

いる枠組み（特にイギリスの HHSRS や HHCC

など）を詳細調査する予定である。 

 

D．まとめ 

住宅環境の改善には欠かせない居住リテラシー

に資する情報を整備することを目的として，既存

の住まい方マニュアル等を調査した。本研究では，

住宅と健康との関連について科学的なエビデンス

を踏まえた情報を抽出することを念頭に，国内外

の 23 件の文献を情報源としてデータベースを作

成し，「居住者の属性（性別，年齢，症状等）」と

「居住者が曝露される環境（温熱環境，睡眠環境，

空気環境，安全・安心）」のそれぞれの観点から，

健康リスクを低減する健康住宅の要素を抽出し再

構築して，健康住宅ガイドラインに資する基礎資

料を作成した。さらに，このような情報の活用の

一事例として，換気行動に着目した居住リテラ

シーの統合モデル構築を試行した。 

 

＜注釈＞ 

注 1）「リテラシー」とは，本来は言語の識字率や

読解記述力を意味するものであるが，最近では，

「何らか表現されたものを適切に理解・解釈・分

析し，改めて記述・表現する」能力という意味に使

われている。 

注 2）換気に関する大きな変化は平成 14 年の建築

基準法改正（シックハウス対策）である。省エネル

ギーと関連する気密化がシックハウス問題の発端

であるとの誤解も少なくない。気密性能は隙間換

気量と関連しており，最近ではその漏気負荷（隙

間換気に起因する暖房負荷）も設計用数値で示さ

れている。隙間換気の特性についてもシミュレー

ト可能であるが，その内容は別稿で詳述する。 

平成 14 年改正建築基準法では，使用建材の制限お

よび必要換気量（使用建材に応じて 0.5 回/h もし

くは 0.7 回/h）を確保できる換気設備の設置が義

務化された。ただし換気設備の稼働状態について

は法的規制がなく，換気設備運転は居住者に依存

している状態である。法規制は確認申請時である

ため，居住者（建築主）にはその位置付けが伝わり

にくいという点が問題である。この項目は図 1 中

の上位規定因（責任感）として考えることができ

る。 

注 3）厚生労働省は，新型コロナウイルス感染症

対策に関して「窓の開放による方法：換気回数で

毎時 2 回以上（30 分に一回以上，数分間程度，

窓を全開する。）」を推奨した 6)。換気回数 2 回

以上は，空間気積の 2 倍の量の空気が 1 時間で入
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れ替わることを意味するが，カッコ書きの文章

は，1 時間に 2 回，数分間窓を開ければよいこと

（頻度）を意味しており，これらは必ずしも同義

ではない（数分間の窓全開で気積 1 回分の換気が

可能な場合もあり得るが，そうならない場合のほ

うが多い）。法律では「居住のための居室には採

光および換気のために開口部を設けなければなら

ない」（建築基準法第 28 条）と規定されているた

め，居住者が意識しなくても１つ以上の窓がある

ことが前提で窓開けによる換気行為自体は可能で

あること，居住者がメディアからの情報に基づき

換気行動のアクションを起こすことが可能である

点が①とは異なる。図 1 中の上位規定因（危機

感）として考えることができる。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

３．講演 

池田敦子「健康に暮らすための室内環境と

は」市立札幌開成中等教育学校（2022 年 10

月 11 日） 

 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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1) 青木えり・栗栖聖・花木啓祐：様々な環境配慮

行動に対応する心理モデルの探索的な構築，

土木学会論文集 G（環境），Vol.69，No.6（環

境システム研究論文集第 41 号），Ⅱ_93-Ⅱ

_104,2013 

2) 厚生労働省：令和 2 年度地域保健・健康増進事

業報告の概況（健康増進編）， 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/c-

hoken/20/index.html，（令和 5 年 5 月 9 日閲

覧） 

3) 三坂和弘・小池俊雄：河川に対する評価構造と

心理プロセスの統合モデルの検討，水工学論

文集，第 50 巻，1495-1500，2006 年 2 月 

4) GOV.UK.，Housing health and safety rating 

system (HHSRS)， 

https://www.gov.uk/government/publications

/housing-health-and-safety-rating-system-

guidance-for-landlords-and-property-

related-professionals（令和 5 年 5 月 9 日閲

覧） 

5) 環境省：日本版ナッジ・ユニット（BEST：

Behavioral Sciences Team）について， 

https://www.env.go.jp/earth/best.html（令和 5

年 5 月 9 日閲覧） 

6) 厚生労働省，換気の悪い密閉空間を改善する

ための換気の方法，令和 4 年 6 月 30 日改訂，

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/0

00618969.pdf （令和 5 年 5 月 9 日閲覧） 

7) 萬羽郁子，開放型暖房器具使用住宅の室内環

境および窓開け換気行動 – 環境把握・環境

評価による居住者意識と行動の変化- , 日本家

政学会誌 Vol.73,o.6, 358-372, 2022 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 104 - 

表 1 収集した既存の住まい方マニュアルの概要 

 タイトル 発行者 

1.  WHO Housing and health guidelines World Health Organization 2018 

ISBN 978-92-4-155037-6 

https://www.who.int/publications/i/item/

9789241550376（2022/11/14） 

2.  健康に暮らすための住まいと住まい方エビデンス集 健康維持増進住宅研究委員会 

技報同出版 2013 

ISBN 978-4-7655-2563-3 

3.  科学的根拠に基づくシックハウス症候群に関する相談マニュアル

（改訂新版） 

厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-

Seisakujouhou-11130500-

Shokuhinanzenbu/0000155147.pdf

（2022/11/14） 

4.  防音工事済み住宅住まい方ガイド 成田国際空港株式会社 

http://www.narita-

kyousei.gr.jp/sumai_guide/img/guide.pdf

（2022/11/14） 

5.  省エネで快適な賃貸住宅に住む 賃貸住宅の選び方・住まい方マ

ニュアル 

第 10 次札幌市環境保全協議会 

https://www.city.sapporo.jp/kankyo/kyog

ikai/the10th/documents/chintai_manual.

pdf（2022/11/14） 

6.  住まいのメンテナンス Q&A 住宅産業協議会 

https://www.hia-

net.gr.jp/maintenanceqa.html

（2022/11/14） 

7.  健康・快適居住環境の指針  東京都福祉保健局 

https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg

.jp/kankyo/kankyo_eisei/jukankyo/indoor

/kenko/index.html（2022/11/14） 

8.  応急仮設住宅の環境設計とすまい方ガイドライン 日本建築学会 

9.  地球と私たちのためのかしこい住まい方ガイド 省エネルギーセンター 

10.  快適な暮らしのガイドライン 住まい方編  財団法人 ビル管理教育センター／社団法人 全

国ビルメンテナンス協会 

https://jahmec.or.jp/pdf/shoseki/guide_h

ouse.pdf （2022/11/14） 

11.  親子の住まい方教室 住まいの情報発信局／都市住宅学会 

https://www.sumai-info.jp/oyako/ 

（2022/11/14） 

12.  スマートな住まい・住まい方 Web  横浜市 
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https://smart-sumai.jp/ （2022/11/14） 

13.  住まいの維持管理  住宅金融普及協会 

https://www.sumai-

info.com/information/follow_up_index.htm

l（2022/11/14） 

14.  健康と環境によい住まい方 LIXIL 

https://www.lixil.co.jp/corporate/sustain

ability/community/education/ed_healthyli

ving.html 

（2022/11/14） 

15.  窓がポイント！ 住まいのじょうずな換気方法 YKK ap 

https://www.ykkap.co.jp/consumer/satell

ite/lifestyle/articles/ventilation/#:~:text

=%E3%81%95%E3%82%8C%E3%81%A

6%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%9

9%E3%80%82-,%E6%96%B0%E5%9E%

8B%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%

8A%E3%82%A6%E3%82%A4%E3%83%

AB%E3%82%B9%E5%AF%BE%E7%AD%

96%E3%81%A8%E3%81%97%E3%81%

A6%E3%80%81%E3%81%84%E3%81%

BE%E3%80%8C%E6%8F%9B%E6%B0%

97%E3%80%8D%E3%81%8C%E6%B3%

A8%E7%9B%AE,%E3%81%A8%E5%91

%BC%E3%81%B3%E3%81%8B%E3%81

%91%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81

%BE%E3%81%99%E3%80%82 

（2022/11/14） 

16.  ミレニアル世代と親世代、「住まいと暮らし」の価値観を調査  ジャパンネット銀行 

https://www.japannetbank.co.jp/compan

y/news2019/190219.html 

（2022/11/14） 

17.  小学校家庭科「寒い季節の住まい方の工夫－結露と換気－」学習

における指導と教材 

田中宏子・榎本ヒカル・佐川由姫 

滋賀大学教育実践研究論集 第 1 号 37－43、

2019 

18.  健康に暮らすためのあたたか住まいガイド ベターリビング 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/sho

enehou_assets/img/library/atatakasumai

guide.pdf 

（2022/11/14） 



- 106 - 

 

 

19.  医療福祉・建築連携事業 建築関係者向け住まいと健康に関する

研修テキスト(2019 年度版) 

一般社団法人 健康・省エネ住宅を推進する国民

会議 

http://www.kokumin-

kaigi.jp/images/data02-kokuko.pdf 

（2022/11/14） 

20.  良好な温熱環境による健康生活ハンドブック～適切な温度で健康

住宅に～  

住宅における良好な温熱環境実現推進フォーラム 

普及啓発部会（ベターリビング） 

https://www.onnetsu-

forum.jp/file/handbook.pdf 

（2022/11/14） 

21.  世界保健機関(WHO)による「住宅と健康のガイドライン」 東 賢一 公衆衛生 85 巻 7 号 （2021 年 7 月） 

22.  住まいの健康配慮ガイドライン～化学物質の少ない室内環境づく

りのポイント～ 

東京都福祉保健局 

https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg

.jp/kankyo/kankyo_eisei/jukankyo/indoor

/pamphlet.files/sumai_2009-6-1.pdf

（2022/11/14） 

23.  人生折返し これからの住まいと暮らしを考えてみませんか 高齢者住宅協会 

http://www.shpo.or.jp/_uploads/news/53

7/attachments/%E9%AB%98%E9%BD%

A2%E8%80%85%E4%BD%8F%E5%AE%

85%E5%8D%94%E4%BC%9A20191004.

pdf 

（2022/11/14） 
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図 1 居住リテラシー（換気行動）に係る心理プロセスモデルを含む統合モデル 

 

  
冬は室内温度と外気温度の差が大きくなり，煙突効果に基づく空気流れが発生する。窓開け幅

をコントロールすることで，換気量を制御可能である。外気温度が 5℃であれば，1 階，2 階の

窓を 2 箇所ずつ各々2cm 幅であければ，200m3/h 強の換気量が得られることがわかる。 

 

図 2 窓開け幅と内外温度差の関係 
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行動意図

行動

空気質の健康影響，換気の目
的理解，窓開け換気の効果，
換気メカニズム（温度差換気，
風圧換気），機械換気種類（第
1種換気，第3種換気），換気
熱損失，気密性と漏気負荷，
建築物省エネルギー法

室内空気質の実態，建物構
造，断熱気密性能，設置さ
れている換気設備等の基
本情報の把握

感染症陽性，Covid-19
対策，シックハウス対策，
臭い対策，ダンプネス対策

Covid-19，シックハウス症
候群，化学物質過敏症，アレ
ルギー，喘息等

感染防止，症状軽快，温
度低下，湿度低下，空気
清浄感

窓開け換気の具体的方法，各
社換気システムの仕様，コスト
などの情報収集，設備業者等
への相談など

適切な窓開け，換気設備設置，
気密改修，設備業者との契約
など

機器設置スペース，現状
の換気状態の把握，予算
の確保など

費用対効果，CO2濃度測
定など，換気されている
ことの客観的評価

換気の良否，健康リスク
の低減，個人の医療費
支出削減，死亡率低下
など

適切な住宅性能およ
び室内環境の確保，社
会的コストの削減

客観的事実の把握，情報収
集，主観的判断を行うステー
ジ

適切な室内環境確保，地
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住宅性
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※ 文献3，図1をベースに改変
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

住宅環境に係る健康リスクとコストに関する調査 

研究分担者  阪東 美智子  国立保健医療科学院 生活環境研究部 上席主任研究官 

研究分担者  開原 典子   国立保健医療科学院 生活環境研究部 上席主任研究官 

 

研究要旨 

 本研究は、居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の関係、医療費及び環境改善費の関係について

整理を行い、住宅環境の改善効果の波及範囲に関する考え方を示すことを目的とする。医中誌、JDream

Ⅲ、J-STAGE 等を用いて文献を収集し、レビューを行った。主にバリアフリー等の住宅改修がもたら

す効果に関する研究と、断熱改修がもたらす効果に関する研究の 2 系統があり、それぞれに一定の効

果が認められた。また、住宅環境に係る健康リスクとコストに関する調査の一環として、住環境整備に

よる生活習慣病の予防・健康づくりに対する効果に関する事前調査と位置づけ、献血データ（オープン

データ）による生化学検査値について、都道府県レベルの整理を行ったところ、いくつかの成分で傾向

を得ることができた。今後、献血者データの詳細な分析を進めることが可能になれば、性別、年代、地

域、季節の特徴から、住まいに求める環境条件等について整理するための基礎情報として活用できる

ことが示唆された。 

A．研究目的 

 居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の関

係、医療費及び環境改善費の関係について整理を

行い、住宅環境の改善効果の波及範囲に関する考

え方を示すことを目的とする。 

 

B．研究方法 

B1．住宅環境に係る健康リスクとコストに関す

る文献調査 

 医中誌、JDreamⅢ、J-STAGE 等を用い、健康

リスクとコストに関連するワード（コスト 医療

費 介護 住宅 健康 QOL など）を組み合わ

せて検索を行い、本文ありの文献を収集し、その

レビューを行う。 

B2．住環境整備による生活習慣病の予防・健康

づくりに対する効果に関する事前調査 

 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計

（2017 年版、2018 年版）、オープンデータ」１）

～２）を用いて分析を行う。 

C．研究結果 

C1．住宅環境に係る健康リスクとコストに関す

る文献調査 

 レビュー対象とした文献は表 1 の通りである。 

 研究の多くは、住宅環境の改善効果として、主

に当事者又は支援者（理学療法士や作業療法士、

ケアマネジャー等）の主観評価をもとに、当事者

の ADL や当事者・介助者の QOL の改善・向上

を挙げている。 

 表中の文献 19、文献 45 及び文献 59 では、ア

ンケート調査とデイサービス施設が保有する要

介護状態及び既往歴のデータ並びに温湿度の実

測調査から、冬季に温暖な住宅の居住者は要介護

状態に至る時点が高齢になることを検証してい

る。冬季に室温を約 2℃暖かくすることで要介護

認定年齢を約 3 年遅くできる可能性がある。 

 効果を医療費や介護費等との関連で金額換算

して示している研究報告には以下がある。 
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 住宅改修と介護費用の関係については、表中の

文献 65 によると、住宅改造しない場合の 1 年間

の介護サービス費用は約 54 万円（要支援 1）か

ら約 623 万円（要介護 5）だが、住宅改造後では

約 31 万円（要支援 1）から約 451 万円（要介護

5）の範囲内に低減すると算定されている。低減

率は要介護 1 が 43.3％、要介護 5 で 27.7％であ

る。住宅改造費の要介護度別の回収年数は、0.54

年（要介護 1）から 1.56 年（要介護 3）の範囲内

で、住宅改造費用も支出に加えた住宅改造ありの

介護費用を住宅改造なしと比較すると、1 年間で

は要介護 2－4 はマイナスだが、3 年間ですべて

の要介護度が低減効果を示している。一人暮らし

の要介護者の場合は、介護サービスの追加が必要

となるため、住宅改造は軽度（要支援 1～要介護

1）では有効であるが、中度以上では効果が薄い

又は効果は期待できないとしている。 

 表中の文献 21 では、転倒骨折し寝たきりにな

った事例を取り上げ、12 年間の医療費 520 万円

と転倒予防のためのバリアフリー化の費用 100

万円を比較しバリアフリー化の有効性を示して

いる。 

 表中の文献 13 及び文献 17 では、医療費の推

定式を、冬期の滞在室作用温度の平均と断熱性能

との関係、及び冬期の住宅内日最低作用温度の平

均と断熱性能との関係を使い、断熱グレード毎の

医療費（心疾患・脳血管疾患とそれ以外に分類）

を使って作成している。平均医療費と推定有訴割

合から算出した期待値である点に注意が必要で

ある。 

住宅の断熱改修の効果については、表中の文献

4、文献 15 及び文献 20 によると、断熱水準向上

による有病割合は大幅に減少している。例えば、

心疾患の改善率は 81％、糖尿病は 71％、気管支

喘息は 70％、関節炎は 68％等となっている。た

だし、これらの結果は当事者へのアンケート調査

によるもので、有病割合は自己申告に基づき医師

の診断によるものではない。文献 4 及び文献 15

では、疾病予防による便益として、医療費の軽減

や休業損失予防による便益を金額換算し示して

いる。家族人数 2.6 人（日本の平均）の世帯で換

算すると、断熱向上による直接的便益（暖房費削

減）は年間 3.1 万円、間接的便益（医療費軽減や

休業損失予防）は年間 2.7 万円となる。2.7 万円

は、2010 年度の世帯当たり年間医療費の約 3.6％

に相当する金額であるとしている。 

 

C2．住環境整備による生活習慣病の予防・健康

づくりに対する効果に関する事前調査 

1）データの概要１）～２） 

 日本赤十字社が、国民の健康増進に有益な情報

として還元することを目的として、保有する献血

者の血液検査結果等の情報を公開している集計

データである。集計対象は、当該年の 1 月 1 日か

ら同年 12 月 31 日までの期間に、日本赤十字社

の献血施設および献血会場において献血をした

人の内、新規と初回献血者についてである。2017

年版は 380,225 人、2018 年版は 373,443 人が対

象として収録されている。献血者は、血圧・脈拍、

生化学検査 7 項目（ALT（アラニンアミノトラン

スフェラーゼ：IU/L）、γ－GTP（ガンマグルタ

ミルトランスペプチダーゼ：IU/L）、TP（総タン

パク：g/dL、ALB（アルブミン：g/dL）、CHOL（ト

ータルコレステロール:mg/dL）,GA（グリコア

ルブミン:%）,A/G（アルブミングロブリン比））、

血球計数検査 8 項目（WBC（白血球数：百個/µL）、

RBC（赤血球数：万個/µL）、PLT（血小板数：万

個/µL）、Hb（ヘモグロビン値：g/dL）、Ht（ヘマ

トクリット値：%、MCV(平均赤血球容積：fL)）

を知ることができる。 

2）集計表の構成１）～２） 

 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計」（オ

ープンデータ）は、以下の 5 つの集計表で構成さ

れている。 

①全国の献血者を対象とした検査項目単位の集

計結果：検査項目毎に全国の検査人数、平均値、

標準偏差、中央値、最大・最小値を性別、各年齢

区分別に集計しているもの 

②都道府県単位の検査項目別集計概要編：検査項

目毎に都道府県単位で人数、平均値、標準偏差、

中央値を性別、各年齢区分別に集計しているもの 
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③都道府県単位の検査項目別分布状況編：検査項

目毎に都道府県単位で性別、各年齢区分別に分布

の状況を集計しているもの 

④都道府県単位の年齢区分の対象者数：都道府県

単位で性別、各年齢区分別に集計した対象者総数 

⑤全国の性別・年齢区分別の血圧集計結果：全国

の献血者を性別、各年齢区分別に血圧を集計した

もの 

3）収録データの地域性 

 分析は、全ての項目において、行った。ここで

は、血小板数について、その結果の一部を示す。 

 図 1～図 2 に、「日本赤十字社献血血液検査結

果の集計（2017 版、2018 版）」の収録の血小板

データについて、48 都道府県のうち、北海道、茨

城県、沖縄県のデータを 5 歳ごとの年齢別で示す。

結果は、2017 年、2018 年ともに、どの年齢にお

いても、北海道、茨城県、沖縄県の順に高くなる。 

 

D．考察 

D1．住宅環境に係る健康リスクとコストに関す

る文献調査 

 住宅の断熱改修の効果を検証した研究では、医

療費の削減を評価するというよりはむしろ、断熱

改修や高気密・高断熱住宅の投資にかかる費用の

回収年数を評価するために実施されたものが多

い。 

 しかし、実際には住宅環境の改善によって医療

費や介護費が削減することは事実であり、この観

点から住宅環境整備を進めることの社会的意義

は大きい。 

先行研究３）では、要介護度 2 以上の人が 2011

年から 2020 年の 10 年間に 10％減少すれば、約

最小で 2.5 兆円、最大で約 5.3 兆円の医療・介護

費の節減につながると推計している。これに倣い、

さらに 2020 年から 2050 年における高齢者の介

護コストを推計した報告４）では、毎年 1％ずつ要

支援・要介護の状態で亡くなる人が増えていけば、

年平均コストとして約4.1兆円の節減につながる

と推計している。住宅環境の改善により、要介護

者が減少すれば、上記で推計されているような医

療・介護費の削減が期待できる。 

レビューした文献には、住環境の改善が、身体

的健康だけでなく、精神的健康や社会的健康（コ

ミュニティの健康）にも寄与していると書かれた

ものが多数見られた。しかし、精神的健康や社会

的健康への関係を数値化して示すことは困難で

あり十分なエビデンスを提供するには至ってお

らず、今後の課題である。 

 

D2．住環境整備による生活習慣病の予防・健康

づくりに対する効果に関する事前調査 

 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計」に

収録されているデータは、一定の基準を満たして

いるものであるが、性別、都道府県別、年齢別等で

分析を行ったところ、血小板数において、北海道、

茨城、沖縄の順に高くなる。このことは、地域によ

る何らかの影響が起因していると考えられる。今

後、月別情報や身長・体重等による詳細な分析が

可能になれば、生活習慣病等の健康リスクを予防

する住まいに求める環境条件等を整理するための

基礎情報として活用できる可能性が示唆された。 

 

E．結論 

居住環境の改善と医療・介護費との関連を文献

レビューにより調べた結果、主にバリアフリー等

の住宅改修がもたらす効果に関する研究と、断熱

改修がもたらす効果に関する研究の 2 系統があ

り、それぞれに一定の効果が認められた。また、

住宅環境に係る健康リスクとコストに関する調

査の一環として、住環境整備による生活習慣病の

予防・健康づくりに対する効果に関する事前調査

と位置づけ、献血データ（オープンデータ）によ

る生化学検査値について、都道府県レベルの整理

を行ったところ、いくつかの成分で傾向を得るこ

とができた。今後、献血者データの詳細な分析を

進めることが可能になれば、性別、年代、地域、

季節の特徴から、住まいに求める環境条件等につ

いて整理するための基礎情報として活用できる

ことが示唆された。 
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表 1 レビュー対象とした文献リスト 

 

タイトル 著者 出典

1
健康増進に向けた住環境整備の必要性 林 基哉 公衆衛⽣(0368-5187)85巻7号 Page458-

463(2021.07)

2
【健康⽇本21(第⼆次)の中間評価とこれからの課題】健康⽇本21(第⼆次)を取り巻
く諸課題 住環境と"健康⽇本21(第⼆次)"

村上 周三, 伊⾹賀 俊治 医学のあゆみ(0039-2359)271巻10号 Page1146-
1151(2019.12)

3
Sustainable Developmentを⽬指した予防医学(vol.19) 健康とまちづくり 住空間
デザインの可能性

花⾥ 真道 医学のあゆみ(0039-2359)266巻11号 Page869-
874(2018.09)

4
ヘルスプロモーションとしての住宅とコミュニティ 村上 周三, 伊⾹賀 俊治 ⽇本健康教育学会誌(1340-2560)20巻4号

Page313-322(2012.11)

5
健康サポートシステムのインフラとしての健康住宅(Healthy Housing as an
Infrastructure of Health Support System)

Matsuda Shiny, Fujino Yoshihisa Asian Pacific Journal of Disease
Management(1882-3130)2巻2号 Page55-
61(2008.04)

6
⽣活を⽀えるための環境 住環境への提⾔ 松尾 清美 理学療法学(0289-3770)41巻8号 Page478-

485(2014.12)

7
住⺠の望む地域⽣活に対する意識について──⾼齢社会に望む⽣活実現と医療福祉
サービスの在り⽅──

城⼾ 裕⼦, ⼩佐々 典靖 ⼼⾝科学(1883-5724)6巻1号 Page79-
87(2014.03)

8
事例報告を⽤いた住環境整備の予防的効果指標の検討 澤⽥ 有希, ⿊川 喬介, ⼩橋 ⼀雄 国際エクササイズサイエンス学会誌(2433-

7722)2巻2号 Page94-100(2019.11)

9
【熱中症】すまいと熱中症 伊⾹賀 俊治 公衆衛⽣(0368-5187)79巻6号 Page397-

400(2015.06)

10
【⾼齢者における熱中症】⾼齢者が熱中症になりやすい住環境と注意点 伊⾹賀 俊治, 堀 進悟, 三宅 康史, 鈴⽊ 昌 Geriatric Medicine(0387-1088)52巻5号

Page505-511(2014.05)

11
【超⾼齢社会のまちづくり・家づくり】健康⻑寿に資する住まいとまちづくり 伊⾹賀 俊治 Geriatric Medicine(0387-1088)52巻1号

Page21-28(2014.01)

12
【熱中症-適切な対処と予防策-】熱中症の現状 住環境と熱中症 伊⾹賀 俊治, 堀 進悟, 三宅 康史, 鈴⽊ 昌, 村上 由

紀⼦
⽇本臨床(0047-1852)70巻6号 Page1005-
1012(2012.06)

13
住宅内温度に応じた医療費推定法の提案と医療費を考慮した経済的な住宅断熱性能
の検討

藤⽥ 浩司, 岩前 篤, 佐藤 寛, ⾼原 梨沙⼦, 鈴⽊ 曜 ⽇本建築学会環境系論⽂集2020 年 85 巻 768 号
p. 159-167

14
住環境が居住者の健康維持増進に与える影響に関する研究
全国の⼾建住宅の環境性能と居住者の健康状態に関する実態調査

川久保 俊, 伊⾹賀 俊治, 村上 周三, 星 旦⼆, 安藤
真太朗

⽇本建築学会環境系論⽂集2014 年 79 巻 700 号
p. 555-561

15
健康維持がもたらす間接的便益(NEB)を考慮した住宅断熱の投資評価 伊⾹賀 俊治, 江⼝ ⾥佳, 村上 周三, 岩前 篤, 星 旦

⼆, ⽔⽯ 仁, 川久保 俊, 奥村 公美
⽇本建築学会環境系論⽂集2011 年 76 巻 666 号
p. 735-740

16

共分散構造分析に基づく⻘壮年期・⾼齢期の健康形成要因構造モデルの提案
−北九州市郊外住宅地における住宅・地域環境の健康決定要因に関する研究(その1)
−

安藤 真太朗, ⽩⽯ 靖幸, 伊⾹賀 俊治, 星 旦⼆ ⽇本建築学会環境系論⽂集2011 年 76 巻 664 号
p. 573-580

17
医療費を考慮した効果的かつ効率的な住宅断熱改修⽅法の検討 藤⽥ 浩司, 岩前 篤, 佐藤 寛, 熊切 梨沙⼦ ⽇本建築学会環境系論⽂集2022 年 87 巻 801 号

p. 722-730

18
コミュニティで創る新しい⾼齢社会のデザイン研究開発プロジェクト
「健康⻑寿を実現する住まいとコミュニティの創造」研究開発実施終了報告書

伊⾹賀 俊治 国⽴研究開発法⼈科学技術振興機構 戦略的創
造研究推進事業（社会技術研究開発）平成 24
年 10 ⽉〜平成 27 年 9 ⽉

19
住宅の温熱環境と健康の関連
〜住環境が脳・循環器・呼吸器・運動器に及ぼす影響に関する調査から

伊⾹賀 俊治 住宅宅地分科会話題提供 2019.12.23資料

20 医療費を考慮した経済的な住宅断熱性能 藤⽥浩司 2021年 空気調和・衛⽣⼯学会 近畿⽀部

21
住宅のバリアフリー化に対する需要と負担の軽減効果に関する研究 佐藤 信⼆, 近藤 光男, 渡辺 公次郎 ⽇本建築学会計画系論⽂集2005年 70 巻 592 号

193-199
22 ⾼齢⽇本社会のサステイナビリティ ⽥中 滋 1997年 6 巻 4 号 57-68発⾏⽇: 1997/02/28
23 どのような住宅補助政策な らば正当化できるか ⼋⽥ 達 夫 都市住宅学1995年 1995 巻 11 号 269-276

24
スウェーデンの介護予防事業に関する事例考察 村⽥ 順⼦, ⽥中 智⼦ ⽇本建築学会計画系論⽂集2010年 75 巻 652 号

1423-1432

25
⻑寿社会の住宅投資による介護費⽤の軽減効果 園⽥ 眞理⼦ 開発⼯学1997年 16 巻 1 号 73-78発⾏⽇:

1997/02/15

26
要介護⾼齢者の在宅⽣活を促進するための住宅改修の実態とその効果 ⻄野 亜希⼦, 南 ⼀誠 ⽇本建築学会計画系論⽂集2007年 72 巻 622 号

1-8

27
在宅⾼齢者の住環境とQOL・ADLに関する調査研究 堀 敦志, 桜井 康宏 ⽇本建築学会計画系論⽂集2009年 74 巻 640 号

1339-1348
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表 1 レビュー対象とした文献リスト（続き） 
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図 1 ＰＬＴ（血小板数） 年齢別平均値 2017, 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計（2017 年版）」の

収録データよりグラフ化 

図 2 ＰＬＴ（血小板数） 年齢別平均値 2018, 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計（2018 年版）」の収

録データよりグラフ化 
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